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―グラビア―

能登町小木中学校の 1－2 次隊

ドクターカーを用いた能登町への移動 道路状況

138 日医大医会誌 2024; 20（3）



能登町小木小学校避難所でのヒアリング 能登町小木中学校避難所

（写真提供 日本医科大学救急医学教室）

公立能登総合病院 DMAT 参集場所

調剤を行う薬剤師

能登町保健医療福祉調整会議
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―特集〔国内・国際災害医療と日本医大：令和 6年能登半島地震とガザ紛争対応報告（1）〕―

巻頭言：平時の医療の延長に災害医療がある

横堀　將司1,2

1 日本医科大学付属病院救命救急科 
2 日本医科大学救急医学教室

　2024 年（令和 6 年）1 月 1 日 16 時 10 分に発生した
令和 6 年能登半島地震は，日本の石川県能登半島にあ
る鳳珠郡穴水町の北東42 kmを震央として発生し，最
大のマグニチュード7.6，観測された最大震度は震度7
という甚大な地震でありました．今回の震災でお亡く
なりになられた方々と多くの被災者の方々にお悔やみ
とお見舞いを申し上げます．
　今回，日本医科大学の複数の職員は全日本病院協会
病院医療支援班（AMAT）や日本医師会災害医療チー
ム（JMAT）さらにはNGO等の医療チームのメンバー
として，令和 6 年 1 月 2 日より医療班を組織し現地で
活動しました．半島の先端が震源地であったことや冬
の荒天等の影響で，その初期活動は困難を極め，多く
の教訓を得ることになりました．
　また，2023 年 11 月から続くイスラエル・ガザ紛争
においては，本学救急医学教室より五十嵐豊講師が
WHO 医療チームとして，パレスチナ・ガザ地区の緊
急医療ニーズ調査チームの統括として派遣されました．
　今回の災害において，日本医科大学は法人や大学，
各4病院の皆様のご協力のもと，全国で最多の18医療

チーム（延べ328名）を派遣することができました（日
本私立医科大学協会「令和 6 年能登半島地震に伴う医
師等派遣の状況調査結果」）．このように即応性の高い
対応ができたのも，平時の医療で培った多職種連携の
賜物であると感じています．災害医療が常に平時の医
療の延長にあることを意識して，常日頃のチームワー
クを大切にしてきた日本医科大学の姿勢の表れが今回
の災害対応に繋がっているのです．
　わが国は大規模災害の発生が多い災害大国です．災
害への途切れない医療支援のために，しっかりとこの
経験を残すことが大切であると感じ，今回の特集を組
ませていただきました．この特集を企画するにあたり，
日本医科大学医学会雑誌の編集主幹である吉田寛　消
化器外科大学院教授にも多大なるご理解ご協力を賜り
ました．本特集が今後の起こりうる災害への備えとし
て皆様へのご参考になれば，エディターとしてもこの
上ない喜びです．
　最後になりますが，今回の災害，有事派遣に際して
ご支援を賜りました皆様に心より御礼を申し上げます．
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―特集〔国内・国際災害医療と日本医大：令和 6年能登半島地震とガザ紛争対応報告（2）〕―

災害医療チームの役割と活動内容 
～令和 6 年能登半島地震，パレスチナ・ガザ人道危機での 

日本医科大学の活動を例として～

布施　　明1,2　横堀　將司1,2

1 日本医科大学付属病院救命救急科 
2 日本医科大学救急医学教室

1．はじめに
　2024 年（令和 6 年）1 月 1 日 16 時 10 分，石川県能
登地方を震源とするマグニチュード 7.6，最大震度 7 の
地震（令和 6 年能登半島地震）が発生した1．一方，国
外では 2023 年 10 月 7 日のハマスによるイスラエルに
対する軍事行動に対して，イスラエルがパレスチナ・
ガザ地区へ地上侵攻したことで，同地区に重大な人道
危機が生じている2．国内外で発生した自然災害・人的
災害は保健医療分野にも甚大な影響をもたらす．本稿
では，2023 年暮れから 2024 年初頭にかけて日本医科
大学が行った災害医療支援活動（表 1）を，わが国に

おける災害医療支援活動の視点から概説する．

2．国内での災害医療支援 
～令和 6年能登半島地震を例として

　発災超急性期から災害急性期にあたる医療救護
フェーズ 1～2 での医療支援活動の中心チームは災害
派遣医療チーム（Disaster Medical Assistance Team，
以下 DMAT）である（表 2）3，4．
　令和 6 年能登半島地震でも，発災後早期に日本
DMAT が活動を開始した．被災した石川県等では
DMAT が活動拠点本部を設置するとともに中部ブ

表 1　2024 年初頭に日本医科大学が参画した災害チームの名称と概要

国内災害対応チーム名 運営 概要

DMAT Disaster Medical Assistance 
Team
災害派遣医療チーム

厚生労働省 大規模災害や多数傷病者が発生した事
故等の現場に，急性期（おおむね 48 時
間以内）

AMAT All Japan Hospital Medical 
Assistance Team
全日本病院協会医療支援班

全日本病院協会 災害の（急性期～）亜急性期において
医療活動を行い，防ぎえる災害関連死
をなくすことを主目的として活動する．

JMAT Japan Medical Association 
Team
日本医師会災害医療チーム

日本医師会 被災者の生命および健康を守り，被災
地の公衆衛生を回復し，地域医療の再
生を支援することを目的とする．

HuMA Humanitarian  
Medical Assistance
災害人道医療支援会

特定非営利活動法人　
災害人道医療支援会

国内外での災害に医療チームを派遣．
医師，看護師，臨床検査技師，薬剤師，
放射線技師などの医療者や医療チーム
を支援する調整員で構成される．

災害支援ナース 日本看護協会 被災した看護職の心身の負担を軽減し
支えるよう努める．被災者の健康レベ
ル維持のため，被災地で適切な医療・
看護を提供する役割を担う．

国外災害対応チーム名 運営 概要

WHO EMTCC WHO Emergency Medical 
Team Coordination Cell
WHO 緊急医療チーム調整
本部

WHO（世界保健機関） WHO 主導のもと，立ち上げられた災
害医療調整メカニズムで，災害時に被
災国（受援国）政府が中心となり，医
療チームの情報把握，スクリーニング，
登録，活動調整，情報分析，情報提供，
活動支援等を行い，被災地での効果的
な医療活動調整を行う．
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ロックの DMAT に第 1 陣として派遣要請がかかった．
以後，DMATは全国に派遣要請をかけ，延べ1,000チー
ムを超える DMAT が支援を行った．
　DMATの主な活動内容としては，行政の保健医療福
祉調整本部の支援，災害拠点病院支援，病院間搬送な
どがある．DMAT には，ロジスティクスチームと呼ば
れるものがあり，DMAT都道府県調整本部等の本部業
務において，統括 DMAT 登録者をサポートし，主に
病院支援や情報収集等のロジスティクスを専門とした
活動を行う．日本医科大学千葉北総病院の航空搬送調
整などの活動はここに含まれる5．
　DMAT 活動と並行して，日本赤十字社等 DMAT 以
外の組織による医療支援活動も活発に行われるが，そ
のなかに全日本病院協会が組織する全日本病院医療支
援班（All Japan Hospital Medical Assistance Team，
以下 AMAT）がある6．AMAT は災害医療研修を受け
たチームが急性期から現地入りをして，①病院・福祉
施設支援，②病院間搬送，③救護所・巡回診療，など
を行う．
　今回の日本 DMAT 要請は，1 次隊から 4 次隊までが
中部，北関東・東北の一部地域であったため，フェー
ズ1～2において日本医科大学付属4病院がDMAT（ロ
ジスティクスチームを除く）として活動する機会はな
かったが，現場の状況を自分たちの目で確認し，得た
情報を積極的に発信することが重要と考えていたとこ
ろ，AMAT として現地入りするよう全日本病院協会
から派遣要請を受けたため，発災翌日の 1 月 2 日に現
地に向けて出発をした．DMATと密に連携をとりなが
らも AMAT の特徴を活かして独自に現地の情報を得
て，急性期の現地の過酷な状況をマスメディアも通し
て広く全国に発信することにつながり，より多くの医
療支援につながったものと考えられる．
　日本医科大学付属病院 1 次隊・2 次隊と日本医科大
学付属病院・日本体育大学の合同チーム（3 次隊）は

AMAT としての活動である．その後も日本医科大学
付属病院の医療支援活動は継続して行われ，4 次隊以
降 は 日 本 医 師 会 災 害 医 療 チ ー ム（Japan Medical 
Association Team，以下 JMAT）となった7．JMAT
の本来の活動は，①被災地救護所などの医療支援と健
康管理，②公衆衛生支援，③被災地医師会支援，等で
あり，今回の活動は，①に該当した．断水が続き宿泊
先も確保できず現地の環境が過酷であったため，日本
医師会は自己完結による活動歴のある隊員が含まれる
医療救護班を“重装 JMAT”として位置付け，付属病
院 4 次隊以降もこの“重装 JMAT”として現地で活動
を行った．
　急性期から現地で医療支援を行うチームとして
NGO団体も大きな力となっている．特定非営利活動法
人 災 害 人 道 医 療 支 援 会（Humanitarian Medical 
Assistance，以下 HuMA）は，国内外での災害に多く
の派遣実績を持つ日本の災害医療支援団体であり，日
本医科大学多摩永山病院のフェーズ 1～2 の活動は
HuMA チームとして行われた．

　医療救護フェーズ 3以降
　DMATとして，日本医科大学武蔵小杉病院が派遣さ
れ，病院支援，病院間搬送業務等を行った．フェーズ
1～2 に引き続いて日本医科大学千葉北総病院も
DMAT ロジスティクスチームとして現地活動を行っ
た．
　JMAT チームとしてフェーズ 1～2 から引き続いて，
日本医科大学付属病院が活動を行い，その後，日本医
科大学付属多摩永山病院も JMAT として活動を行っ
た．
　2011 年東日本大震災，2016 年熊本地震を経て，“令
和 6 年能登半島地震”では様々な組織からの専門職・
医療チームが支援を行った．石川県災害対策本部会議
資 料 に よ れ ば，（Disaster Psychiatric Assistance 

表 2　医療救援活動のフェーズ

0 発災直後（発災～ 6 時間） 建物の倒壊や火災等の発生により傷病者が多数発生し，救出救助活動が開始され
る状況

1 超急性期（6 ～ 72 時間） 救出された多数の傷病者が医療機関に搬送されるが，ライフラインや交通機関が
途絶し，被災地外からの人的・物的支援の受け入れが少ない状況

2 急性期（72 時間～ 1 週間） 被害状況が少しずつ把握でき，ライフライン等が復活し始めて，人的・物的支援
の受け入れ体制が確立されている状況

3 亜急性期（1 週間～ 1 カ月） 地域医療やライフライン機能，交通機関等が徐々に復旧している状況

4 慢性期（1 ～ 3 カ月） 避難生活が長期化しているが，ライフラインがほぼ復旧して，地域の医療機関や
薬局が徐々に再開している状態

5 中長期（3 カ月以降） 医療救護所がほぼ閉鎖されて，通常診療がほぼ再開している状況
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Team，以下 DPAT），災害時健康危機管理支援チーム
（Disaster Health Emergency Assistance Team，
DHEAT），災害リハビリテーション支援チーム（Japan 
Disaster Rehabilitation Assistance Team， 以 下
JRAT），日本災害歯科支援チーム（Japan Dental 
Alliance Team，JDAT），保健師（石川県内外の行政
から），看護師（日本・各県看護協会の災害支援ナース
の枠組みから），薬剤師（薬剤師会，病院薬剤師会等の
薬系団体から），災害時感染制御支援チーム（Disaster 
Infection Control Team，DICT），災害派遣福祉チー
ム（Disaster Welfare Assistance Team， 以 下
DWAT）， 日 本 栄 養 士 会 災 害 支 援 チ ー ム（Japan 
Dietetic Association-Disaster Assistance Team，JDA-
DAT）等が医療・保健・福祉等に関する支援活動を支
えた．
　日本医科大学の各チームも DWAT，DPAT，災害
支援ナース，保健師，JRAT 等と密な連携を行ってい
た．特にフェーズ 3 以降になると様々な専門職・医療
チームが被災地内で活動を行うことが想定されるた
め，それぞれが各職・チームの特徴を事前に理解した
うえで，各々の得意な分野で能力を発揮して被災者支
援につながるように連携することが求められる．

　国外有事への医療支援～パレスチナ・ガザの人道危
機を例として
　わが国の公的な国外への災害医療支援は基本的に国
際 協 力 機 構（Japan International Cooperation 
Agency，以下 JICA）の国際緊急援助の枠組みを中心
に行われる．これまでも海外での多くの自然災害に対
して JICA 国際緊急援助隊（Japan Disaster Relief 
Team，以下 JDR）から救助チーム，医療チーム，専
門家チームが派遣され，多くの実績をあげてきた8．
　今回 JICA から派遣されたチームは，パレスチナ・
ガザの人道危機に係る緊急医療支援ニーズを調査する
ため，隣国エジプトに派遣され，情報収集を行い，エ
ジプト保健省との協力のもと，パレスチナの緊急医療
支援ニーズを確認した．また，医療資源を適切に配分
するため，現地で緊急医療支援の調整にあたる国際保
健機関（World Health Organization，以下 WHO）と

連携し，日本の災害緊急援助のノウハウを活用し，医
療データ管理分野の調整業務を支援した．
　紛争・戦争は JDR 派遣の範囲には含まれないもの
の，安全が担保された地域で WHO が主体となって設
置 さ れ る 緊 急 医 療 チ ー ム 調 整 本 部（Emergency 
Medical Team Coordination Cell，以下 EMTCC）へ
の日本からの人的リソースの投入は有効であるとの認
識が得られ，今後はこのような EMTCC での活動も
JICA-JDR として行われるようになると考えられた．
一方，首都直下地震や南海トラフ地震など巨大地震に
備える必要性のあるわが国としては，受援の観点から
EMTCC や救助チーム，医療チームの海外からの受け
入れについて早急に体制を整備する必要がある．
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―特集〔国内・国際災害医療と日本医大：令和 6年能登半島地震とガザ紛争対応報告（3）〕―

日本医科大学付属病院先遣隊（横堀隊），2 次隊（増野隊）総括

横堀　將司1,2　　増野　智彦1,2

1 日本医科大学付属病院救命救急科 
2 日本医科大学救急医学教室

はじめに
　2024 年（令和 6 年）1 月 1 日 16 時 10 分に発生した
令和 6 年能登半島地震は，日本の石川県能登半島にあ
る鳳珠郡穴水町の北東 42 km を震央として発生した
地震および一連の地震震災であり，最大のマグニ
チュード7.6，観測された最大震度は震度7という甚大
な震災であった．日本医科大学付属病院救命救急科は，
全日本病院協会病院医療支援班（以下 AMAT）とし
て被災地で活動したが，半島の先端が震源地であった
ことや冬の荒天等の影響で，その初期活動に困難を極
め多くの教訓を得た．
　発災直後から活動決定，活動開始までの取り組みを
記録しておくことが今後起こりうる災害への途切れな
い医療支援のためには重要である．
　本稿では，発災直後から石川県能登町小木地区での
活動に至る経緯について振り返り報告する．

1．出動までの経緯
　2024 年（令和 6 年）1 月 1 日（月）
　16 時 10 分　発災．
　17 時 05 分　付属病院救命救急科部長の横堀より
メールにて医局員や病院関係者に情報を共有．医療
チームの出動の可能性に触れ，招集に備えるよう指示
した．また，EMIS（Emergency Medical Information 
System：広域災害救急医療情報システム）入力

（Disaster Medical Assistance Team：DMAT 出動待
機，および病院機能維持）を救命救急科の当直医師に
依頼した．
　2024 年（令和 6 年）1 月 2 日（火）
　0 時 52 分　厚生労働省 DMAT 事務局より，中部ブ
ロック以外のDMATの待機解除が通達される．また，
中部ブロックの DMAT については，被災地への派遣
についての判断は早くとも 1 月 2 日午前 8 時以降とな
る旨がメールにて伝達される．
　6 時 41 分　救命救急科　布施医師よりメール報告．
全日本病院協会 AMAT は，本朝，先遣隊を石川県と

富山県の DMAT 指揮本部に派遣して現地ニーズを探
るようである旨が皆に報告された．
　7時 23分　布施医師よりメール報告．日本医科大学
での EMIS について，布施医師が発災 20 分後（1 月 1
日 16 時 30 分）に緊急入力を行い，派遣待機準備の入
力を行った．また，重症患者の受け入れを可能（赤 5，
黄10名）と入力した．当直リーダー医師は適宜，病棟
の状況を見ながら変更するように依頼した．
　9 時 20 分　横堀より医局員に一斉メール．1 月 2 日
朝の時点で DMAT の要請はないが，先遣隊を出す必
要があるか，現場の交通状況を含めて情報収集を進め
る旨を連絡した．
　10 時 15 分　布施医師よりメールで情報共有した．
日本医科大学同窓会員で全日本病院協会副会長の恵寿
総合病院理事長 神野正博先生から以下の情報を共有
した．
　『石川県七尾市は救急を含めて機能している．広域で
断水しているが，恵寿総合病院は井水濾過で水は利用
可能とのこと．また，DMAT，AMAT のニーズは能
登北部すなわち，穴水，輪島，能登町，珠洲市と思わ
れる．同地には，公立病院のみ存在する』
　10時58分　横堀より恵寿総合病院に電話．鎌田　徹
院長先生から医療救援のニーズを聴取しようとした
が，話中とのことで交換台に取次ぎを依頼した．
　11 時 03 分　恵寿総合病院，鎌田　徹院長先生より
横堀に返信あり．病院機能は比較的保たれており，一
部病室を除いて運用可能であり，手術室も稼働可能で
ある旨，報告を受ける．
　11 時 09 分　横堀より全日本病院協会常任理事猪口
正孝先生（日本医科大学同窓生）に連絡．全日本病院
協会との派遣協議を開始．
　11 時 20 分　全日本病院協会との協議：恵寿総合病
院 AMAT 先遣隊として日本医科大学付属病院救命救
急科 AMAT の先遣派遣を決定．
　11 時 35 分　横堀より付属病院汲田伸一郎院長に報
告．派遣の了承を得る．
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　12 時 31 分　横堀より医局員にメールで情報共有．
AMAT のミッションとして恵寿総合病院に先遣隊を
入れることを伝達．同日　午後 4 時に出発の予定とな
る（図 1）．

2．一次隊（先発隊）の活動
　メンバーは横堀將司（医師），上村浩貴（医師），村
松暖香（看護師），草間遼大（救命士）の 4 名となっ
た．
　2024 年 1 月 2 日（火）
　16 時 00 分　ラピッドカー型ドクターカー（トヨタ

図 1　先遣 AMAT 出動要請書
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ハリアー）にて出動した．
　首都高環状線―池袋線―東京外環自動車道―関越
道―上信越自動車道―北陸自動車道―小杉インターよ
り一般道―高岡北インターより緊急走行にて能越自動
車道を走行―七尾城山インターを降り，一般道にて恵
寿総合病院に向かった．七尾市に向かうまでには高速
道路の走行は可能であった．また，七尾市までは雪や
凍結等もなく移動はスムースであったが，七尾市内に
おいては橋の段差や道路のひび割れがあり参集場所の
恵寿総合病院に達するまでに時間を要した．
　21 時 53 分　恵寿総合病院着．
　理事長　神野正博先生，理事長補佐　神野正隆先生，
院長　鎌田　徹先生，森下事務長よりの労いを受け，
情報収集を行う．恵寿総合病院本体としては，すでに
外来患者のピークは過ぎており，危険な病棟にいた患
者の避難も終了していた．また，断水があることから
透析が継続できないため，透析患者を金沢まで搬送し
た．医師は充足しているが手術になった際の手術看護
師が不足している状況であり，今後手術症例が増加し
た場合は要請したい旨をお話しされた．また，その中
で以下の情報を確認した．

　（1）能登町小木地区避難所
　能登町小木地区にある小学校や中学校が避難所とし
て活用されているが，避難所が逼迫した状況であり，
医師 1 名（小木クリニック　瀬島照弘院長）に加え帰
省中であった歯科医師 1 名，看護師 2 名で 700 名を超
える避難者をカバーしているとのこと．また，疾病構
造については，1 日目は外傷が多かったが 2 日目は感
染症の症状が増えてきた．
　薬については，調剤薬局長が鍵を提供してくれ，そ
れをクリニックの院内処方扱いで処方していること，
感染症検査キット（新型コロナウイルスおよびインフ
ルエンザウイルス），さらにはガソリンがあと2日もた
ない状況であることを共有した．

　（2）穴水町の恵寿総合病院の関連施設について
　「介護医療院恵寿鳩ヶ丘」，「精育園」，「穴水ライフサ
ポートセンター」があり，3 施設に 300 名を超える被
災要支援者がいるが，元旦から臨時で来ている医師 1
人でカバーしているとのことであった．以上，現状で
は恵寿総合病院本体よりも，こちらの施設群に行った
方が活動ニーズがあるかもしれないとの判断にて，能
登総合病院 DMAT 本部で情報収集後に上記施設群に
向かう予定をお伝えし，恵寿総合病院を離院した（22
時 28 分）．

　22 時 41 分　七尾市公立能登総合病院着．
　能登総合病院 DMAT 本部にて，統括 DMAT 医師
より説明を受ける．その中で半島先端部の輪島地域，
珠洲地域に医療の手が足りないとの情報を得た．また，
輪島地域においては金沢大学のチームや徳洲会災害医
療チーム（TMAT）など幾つかのチームがたどり着く
ことができた．また，地割れなどで道路状況がかなり
厳しい状況である．輪島地区，珠洲地区ともにクラッ
シュ症候群の患者が数名発生している情報を得た．
　上記の情報を基に，夜間の「介護医療院恵寿鳩ヶ丘」
への移動は危険を伴うと判断した．近隣宿泊（かほく
市まで南下）の上，1月 3日のDMATミーティング出
席後に同施設に向かうことを決定し恵寿総合病院の森
下事務長にもその旨をご報告した．
　2024 年 1 月 3 日（水）
　5 時 30 分起床，6 時に DMAT 参集拠点である能登
総合病院へ向けて出発し，7 時頃　能登総合病院に到
着．DMAT の WEB 会議に出席した．以下，DMAT
本部から情報を得ることができた．
　・1 月 3 日現在，水以外のライフラインは復旧しつ
つある．
　・今のところ避難が必要な病院はなし．
　・珠洲市には 5,000 人以上の避難民がいる．石川県
立中央病院 DMAT がすでに入っている．
　・34 カ所の避難所には水，マットがない．
　・高齢者施設については全く把握できていない．
　・これから自衛隊車両を先頭にコンボイを組んで珠
洲市，穴水市に入る予定．
　・在宅酸素患者 250 名と連絡が取れていない様子．
　・穴水まではアクセスあり物資は共有済み．
　なお，恵寿総合病院で得た，関連施設情報や小木地
区の避難所については全く把握されていないようで
あった．
　上記の情報を共有し，AMAT 先遣隊の方針として，
穴水町にある恵寿総合病院の関連施設「介護医療院恵
寿鳩ヶ丘」，「精育園」，「穴水ライフサポートセンター」
を確認し，救援の必要性，被災状況の確認ののち，小
木クリニック（能登町小木地区）に向かうこととなっ
た．
　また，この会議の中で，病院避難や病院間搬送の必
要性を統括 DMAT の医師に質問し病院間搬送のニー
ズが高いことを確認したため，日本医科大学の増野智
彦医師に電話にて伝達し，二次隊の要請を行った．こ
れにより同日 14 時 30 分に増野智彦医師ら二次隊が迅
速に出発したことに繋がった．
　8 時 45 分　能登総合病院 DMAT 参集拠点を出発．
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　穴水までは国道 249 号から穴水町に入り，県道 1 号
（七尾輪島線）を北上した．穴水町にある「介護医療院
恵寿鳩ヶ丘」，「精育園」，「穴水ライフサポートセン
ター」に向かう途中の道は大きく損壊しているところ
が多く（図 2）通行不能箇所を避けるように通行せね
ばならなかった．
　11 時 01 分　介護医療院 恵寿鳩ヶ丘到着．
　当直医師に挨拶を行い，情報を共有した．介護医療
院 恵寿鳩ヶ丘には120名の入所者がおり，断水がある
こと，食事が足りないことを確認した．一方，現在治
療が必要な患者はいないとのことであったので，隣接
する穴水ライフサポートセンターに向かった．この穴
水ライフサポートセンターは障害者支援施設であり，
身体障害者の方々が 150 名ほど生活されているが職員
は 6 名のみであった．なお，穴水以北では携帯電話も
インターネットも通じない状況であった．この中では，
腰髄損傷の男性が褥瘡となっており，発熱および血圧
70 mmHg 台のショックを認めていた．これに対して
診察ののち点滴を投与開始し，系列の恵寿総合病院ま
で搬送することとなった．エレベーターが使用不可で
あり，スタッフの手を使って車いすごと 3 階から 1 階
のロビーまで移送した．また，職員一名が右足首のじ
ん帯損傷となっておりテーピング処置を施行した．
ショック患者の転院については使用できる救急車はな
く，DMAT本部に患者転院搬送を要請し，京都第一赤
十字病院 DMAT が恵寿総合病院まで搬送していただ
けることとなった．この患者については点滴終了後血
圧も 160 台まで上昇したことを確認した．その後患者
治療の間に，横堀のみ石川県養育園に向かった．ここ
は障害者支援施設であり 150 名前後の知的障害者の
方々が入所されていた．
　石川県養育園は複数の居住室が大きく損壊してお
り，居住室にいることができない入所者の方々が体育
館に避難していた．統括責任者にお話しを伺うと，暖
房に使用する灯油や食事は十分ではなく厳しい状況で

あるとのことであった．新型コロナウイルスの蔓延も
あり，隔離者を分けて対応しているとのことであった．
同 14 時 30 分ころ，患者のバイタルサインが安定化し
たことを確認し，搬送 DMAT 隊に褥瘡の敗血症患者
を引き継ぐ前に，小木地区に向けて出発した．
　同日 16 時 30 分ころ小木地区の小木小学校避難所に
到着した．情報聴取によると小木小学校には 150 名前
後の被災者の方々が避難しているとのことで，移動が
難しい高齢者の方々の比率が高いとのことであった．
また，電気や水は途絶えており，食料も十分な量がな
いとのことであり，一日に一回ようやく食事を配給す
ることができたとのことであった．トイレについては
体育館のトイレが使用可能であったが，水洗の水は隣
接するプールの汲み置きの水を使用していた．ここで
は，複数名の患者を拝見し，持病の高血圧やめまい等
の症状に対するメディカルチェックを行った（図 2）．
　なお，この時点では小学校には発熱患者や感染症患
者が蔓延している，との報告は受けていなかった．小
木小学校での情報確認ののち，クリニックの医師がい
る小木中学校に向かった．18時ころ小木中学校に到着
した（図 3）．
　ここには 760 名ほどの被災者の方が入所していると
のことであった．うち，100 名がベトナムやインドネ
シアからの技能実習生の方々であった．また，ここに
は瀬島医師 1 名の医師しかおらず，また，帰省にて小
木に滞在されていた歯科医師が 1 名，看護師が 2 名い
るのみであった．また，毛布や灯油等，暖を取るため
の支援が不十分な状況であった．トイレの数は入所者
とくらべ十分とは言えず，使用を待つ人々が列をなし
ていた．電気は使用可能であったが，やはり断水は続
いており，トイレは小学校のプールから汲んできた水
を洗浄用として使用していた．瀬島医師の行った診療

図 2　小木小学校内でのメディカルチェック

図 3　小木中学校避難所
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は発災から48時間に及んでいた．救護所の中は応急処
置が可能な薬剤や衛生材料があったが，コロナウイル
ス検査キットは少なくなっていたとのことであった．
また，瀬島医師のクリニックの門前薬局があり，5 日
分の処方は可能であるとのことであったが，マイナン
バーからの服薬状況を確認するために，患者の正確な
氏名，生年月日，住所，保険者名を確認している必要
があるとのことであった．発熱患者は 2 階の教室を用
いた隔離室に入室してもらうことで，感染者や疑い者
を隔離していた．
　上記中学校内部の説明を受けたのち，夜間は瀬島医
師と交代し救護所に詰めることとした．また，翌日の
1 月 4 日からは救護所を主として AMAT が診療し，
瀬島医師は往診と患者の健康状態把握を行うという形
で役割分担することになった．なお，翌日までに17名
の患者を診察したが，その中には言葉の通じないベト
ナムからの技能実習生の女性や姉が発熱し隔離室にい
る同一家族の子供がおり，感染症蔓延防止やいわゆる
災害弱者といわれる要支援者への対応も必須であると
感じた．特に外国人被災者の言葉の問題はインター
ネットや携帯電話の通じない中，翻訳サービス等にも
頼ることはできず，充分なコミュニケーションをとる
ことができなかったことにもどかしさを感じた．
　2024 年 1 月 4 日（木）
　朝，7 時 30 分小木小学校を訪問し，被災者の方々の
健康状態をヒアリングに向かった．また，隣接してい
る避難所であるこども園も訪問し，園長にヒアリング
した．この避難所には高齢者や寝たきりの方々30名ほ
どが入所しており，90歳の寝たきりの方の体調が心配
であるとの報告を受けた．8 時より避難所で初めての
全体ミーティングを行った．町役場職員の灰谷さんが
司会を務め，地域町内会，防災士，医師，保健師等が

集まり会合を行った．日本医科大学 AMAT チームと
してもご挨拶を行い，医療支援のほかに避難所の立ち
上げ，改善のための協力を惜しまない旨を伝えた．上
村医師を避難所のリエゾンとして配置させた．そのの
ち，小木中学校に戻り診療を再開した．皮膚疾患や外
傷，発熱などで受診を希望する人が見られた．また，
精神不安を訴える方や，持病に対する薬剤の処方を希
望する受診者も多かった．同日の午後には下痢と嘔吐
を伴いぐったりしているショックの高齢患者もみられ
た．この患者は血圧が 70 mmHg 台であったが，点滴
を投与しバイタルサインを安定化させた．同じころ増
野智彦医師ら二次隊が小木中学校に到着したため，二
次隊のもつ救急車搬送を依頼し，近隣の公立宇出津総
合病院に搬送した．
　二次隊に申し送りを行ったうえで，一次隊は16時に
東京に向かい出発し，現地での活動を終了した（図
4）．北陸道，関越道，外環道，首都高速を用い，翌 1
月 5 日午前 1 時に帰院した．
　今回の活動において，のべ 34 名の患者対応を行っ
た．

一次隊対応患者の概要（のべ 34 名）
　結膜炎 1 名・外傷 5 名・持病の対応 5 名・消化器感
染症 3 名・上気道感染症 4 名・頭痛 1 名・発熱 5 名・
精神不安 1 名・皮膚炎 1 名・めまい 4 名・その他 4 名

3．所　感
　今回の震災は能登半島の先端が震源であった特殊な
震災であり，また，冬であることから荒天によるヘリ
等の支援や船による医療救護ができずに陸路による救
援に頼らざるを得ない状況であった．しかし，石川県
北部の被災地に向かう道路の損壊が激しく，AMAT第

図 4　瀬島医師（オレンジのビブス着用）を囲む先遣隊（一次隊）と二次隊
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一陣が小木の救護所に入るまでに大きな困難を極め
た．例えば道路の陥没やクラックに阻まれ，夜間走行
も危険であることから，車での移動を日中にしか行え
ず，結果的に被災者の方々のいる小木地区に入ること
ができたのは発災から48時間後と，大きな遅れをとっ
た．
　被災者の方々への迅速な医療提供，そして被災者を
支える医療者への迅速な支援が肝要であるが，交通ア
クセスが悪い中でどのように迅速な支援を提供するか
が今後の課題であるといえる．
　また，穴水町の障害者施設に入所されていた方々や，
小学校やこども園に多く避難されていた高齢者の方，
中学校で診察した子供や外国人の方々等，いわゆる災
害弱者，要配慮者の支援に力を注ぐ必要があることも
感じた．すなわち，医療者のみではなく，介護施設職
員を支援する介護者やヘルパー，通訳者等も含めた多
面的な支援が初動の段階から必要であるというニーズ
を感じた．
　また，われわれが滞在した小木地域は携帯電話やイ
ンターネットが使用できず，クラウドによる情報管理

等が即時性をもって行うことができなかった．衛星電
話の活用やスターリンクなどの活用を考えていく必要
があるだろう．

4．おわりに
　今回の震災でお亡くなりになられた方々と多くの被
災者の方々にお悔やみとお見舞いを申し上げます．ま
た，今回の活動において多大なるご支援を賜りました
石川県能登町小木地区の小木クリニック，瀬島照弘先
生，さらには能登町小木地区の方々に心より御礼を申
し上げます．

（受付：2024 年 4 月 7 日）
（受理：2024 年 6 月 3 日）

日本医科大学医学会雑誌は，本論文に対して，クリエイティブ・
コモンズ表示 4.0 国際（CC BY NC ND）ライセンス（https://
creativecommons.org/licenses/by-nc-nd/4.0/）を採用した．ラ
イセンス採用後も，すべての論文の著作権については，日本医
科大学医学会が保持するものとする．ライセンスが付与された
論文については，非営利目的で，元の論文のクレジットを表示
することを条件に，すべての者が，ダウンロード，二次使用，
複製，再印刷，頒布を行うことが出来る．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

日医大医会誌 2024; 20（3） 149



―特集〔国内・国際災害医療と日本医大：令和 6年能登半島地震とガザ紛争対応報告（4）〕―

日本医科大学付属病院 3 次隊（横田隊）総括

横田　裕行1　　小川　理郎1　　鈴木　健介1 
三橋　正典1　　小倉　勝弘1　　稲毛　俊介2

1 日本体育大学保健医療学部 
2 日本医科大学付属病院薬剤部

はじめに
　2024 年（令和 6 年）1 月 1 日 16 時 10 分の石川県能
登半島にある鳳珠郡穴水町の北東 42 km を震央とし
て発生した地震および一連の地震である令和 6 年能登
半島地震は，最大のマグニチュード7.6，観測された最
大震度は震度 7 という甚大な震災であった．
　われわれはメンバーの横田裕行が日本医科大学名誉
教授という立場から，全日本病院協会，および東京都
区中央部災害医療コーディネーターでもある日本医科
大学救急医学教室布施明教授からのご依頼で日本医科
大学と日本体育大学の合同チームを組織し，全日本病
院協会病院医療支援班（AMAT）の 3 次隊として，令
和6年1月6日から同1月10日まで医療支援活動を行
い，診療を中心とした医師からの視点，今回の医療支
援活動全般に関するロジスティクスの観点から以下に
報告する．

1．診療を中心とした医師からの視点
　（1）  石川県能登町小木中学にある避難所までのアク

セス  
　AMAT の 1 次隊（隊長：横堀将司教授），および 2
次隊（隊長：増野智彦講師）から避難所まで自動車を
利用してのアクセスは極めて困難で，通常の経路とは
異なり，多くの迂回路を経由しなければならないとい
う情報から，AMAT 3次隊は診療開始予定日（2024年
1 月 7 日）前日の 2024 年 1 月 6 日早朝に 2 隊に分か
れ，それぞれのキャンパスを出発した．
　初日の6日は1980年の本学卒業で，筆者の同級生で
もある全日本病院協会副会長で，今回の迅速なAMAT
支援を計画し，自らの病院も被災した七尾市の恵寿総
合病院理事長神野正博先生にお会いした（図 1）．
　その後，同じく七尾市で医療支援活動の拠点となっ
ている能登中央病院で，われわれが 1 月 7 日から
AMAT 3 次隊として能登町小木中学校避難所で医療
支援活動を行うことを報告し，同日は高岡市内のホテ

ルに宿泊した．
　翌 7 日，早朝に高岡市を出発し，前述の能登中央病
院で情報収集を行い，午前8時25分能登町尾後中学校
避難所に向けて出発した．
　途中の道路（国道 249 号線）は地割れ，崩落，橋梁
の破壊等々（図 2）で迂回を複数回せざるを得ず，能
登町尾後中学校避難所に到着したのは能登中央病院を
出発してから約 4 時間後の 12 時 10 分であった．

　（2）診療
　1）受診患者数と診断名
　AMAT 3次隊の医療活動日を含め，小木中学校避難
所に避難している人数は表 1のごとくであった．
　小木中学校避難所での 2024 年 1 月 5 日以降，9 日ま
での受診者の内容を表 2に示す．発熱や上気道症状が
約50名（62.5%）と最も多く，次いで外傷10名（12.5％）
であった．これらの中で新型コロナウイルス陽性者は
1 月 5 日 6 名，6 日 2 名，7 日 3 名，8 日 5 名，9 日 2
名，インフルエンザ A 型は 8 日 1 名であった（表 3）．
　避難所で感染拡大，特に新型コロナウイルス陽性者

図 1　�恵寿総合病院理事長神野正博先生とわれわれの
AMAT 3 次隊
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の増加傾向が明らかとなり，感染拡大を予防するため
に陽性者は別室に移動していただき，朝夕の検温，体
調の確認を行い，ナースコールを配布して，体調不良
の際には救護所スタッフに知らせるような体制を構築
した．
　なお，上記の中で，体育館に避難をしている既往歴
に統合失調症のある50歳女性，夜間に精神的に興奮す
ることがしばしばみられ，1月8日12時40分にDPAT
により県立こころの病院に転院となった．
　2）診療の流れ
　1 月 8 日，受診者の増加を見越して救護室を診療ス

ペースとわれわれがデータ整理や各種機関との連絡調
整，食事や休憩・就寝のための事務作業スペースを明
確に分離したレイアウトに変更した．また，発熱や感
染症の可能性がある受診者とそれ以外の受診者に対応
する 2 つの診療ブースとした．
　診療室外の廊下側椅子で検温，簡単な病歴を診療録
に記載し，発熱や感染症の疑いがなければ「発熱なし
診療」スペースに誘導し，発熱や感染症の疑いがあれ
ば「発熱あり診療」スペースで新型コロナウイルス抗
原検査，インフルエンザ抗原検査を行った．いずれも
陰性であれば重症度を判断し，軽症であれば帰室して
いただく．いずれか陽性の場合は，新型コロナウイル
ス感染者，あるいはインフルエンザ感染者の部屋に誘
導し，その後は毎日朝夕 2 回検温を行い，状態が悪化
した際にはナースコールでわれわれが常駐する救護所
に連絡することとした．
　なお，在宅避難をしている場合であって，避難所診
療所で検査を受け，陽性であった場合は以下の条件を
すべて満たすことで自宅療養可とすることとした．
　①自宅で生活できる

図 2　国道 249 号線の状況

表 1　小木中学校避難所の避
難数推移

避難者数

2024 年 1 月 5 日 510 名
1 月 6 日 265 名
1 月 7 日 281 名
1 月 8 日 262 名
1 月 9 日 209 名
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　②飲水と食事が可能
　③身の回りのことが自分でできる，あるいは介助者
がいる
　④状態悪化時は連絡が取れる

　（3）診療所のスケジュール
　午前 7 時：医療班ミーティング（瀬島先生（小木ク
リニック）参加）
　午前 8 時：避難所運営ミーティング
避難所のスタッフ（行政），消防団，町内会長，医療ス

タッフ（われわれ AMAT 3 次隊），小木クリニック
（瀬島先生）
　午後5時：医療班ミーティング（れわれAMAT 3次
隊の医療班）

　（4）AMAT，JMATの引継ぎ
　1）AMAT 4 次隊への引継ぎ
　当初，われわれの AMAT 3 次隊は 2024 年 1 月 9 日
の午前に小木中学校避難所を撤収し，翌 10 日からは
AMAT 4次隊が到着する予定であった．避難所の医療
ニーズを考慮すると，医療班の空白は回避すべきと判
断し，AMAT 本部にシームレスな医療支援を 8 日に
要請した．しかし，われわれと同様に避難所で宿泊す
る AMAT 4 次隊は 9 日に到着することは困難である
ことが判明し，われわれAMAT3次隊は予定通り9日
に帰京する3名と，筆者を含め残りの3名は10日まで
診療を継続し，後述のJMAT 1次隊と引継ぎをするこ
ととした．
　2）JMAT 1 次隊の引継ぎ
　2024 年 1 月 9 日 16 時 35 分，日本医科大学救急医学
准教授中江竜太医師をリーダーとする JMAT1 次隊が
到着した．両チームの引継ぎは極めて円滑に行われた

（図 3）．

図 3　�AMAT 3 次隊から JMAT 1 次隊への診療録の
引継ぎ（2024 年 1 月 9 日　22 時 50 分）

表 2　3 次隊における受診者数と J-Speed による分類

J-Speed 2018 2024.1.5 1.6 1.7 1.8 1.9 合計

10．軽症外傷  5  4  1  2  3 15
11．創傷  0  0  0  0  1  1
13．熱傷  1  0  0  0  0  1
16．発熱  3  3  6 10  5 27
17．急性呼吸器感染症  6  4  6  3  4 23
18．消化器感染症  1  0  0  0  0  1
27．緊急のメンタルヘルス  1  0  1  0  1  2
29．高血圧状態  1  0  0  0  0  1
32．皮膚疾患  1  0  0  0  0  1
33．掲載以外の疾病  3  2  1  1  0  6

合計 22 13 15 16 14 80

表 3　小木中学校避難所での感染症陽性者数の推移

2024.1.5 1.6 1.7 1.8 1.9 合計

新型コロナウイルス 6 2 3 5 2 18
インフルエンザ A 0 0 0 1 0   1
インフルエンザ B 0 0 0 0 0   0

合計 6 2 3 6 2 19
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　（5）様々な医療チームからの協力体制
　1）福島赤十字病院 ICT（infection control team）
　上記のように小木中学校避難所において新型コロナ
ウイルス感染拡大の傾向が顕著となり，かつインフル
エンザ A 型陽性者も発生している避難所の衛生環境，
特にトイレ周辺の劣悪な衛生環境の現状を改善するた
め，能登町地域医療救護活動支援室に常駐する厚生労
働省 DMAT 事務局の増留流輝氏（日本体育大学卒，
同大学院生）に依頼し，避難されている住人の皆さん
に感染管理の重要性とその予防について説明をしてい
ただいた．その結果，避難されている方々の感染予防
に関する意識は明らかに向上した．
　2）DPAT（disaster psychiatric assistance team）
　前述のように，体育館に避難をしている既往歴に統
合失調症のある方が，夜間に興奮することがしばしば
みられ，その対応に苦慮していたが，DPAT にその対
応を依頼した結果，翌日の 9 日に県立こころの病院へ
の転院となった．
　3）DHEAT（disaster health emergency assistance 
team）
　断水状態であったため，避難所の衛生環境，特にト
イレ周辺の衛生環境は劣悪で，DHEAT を要請した．
DHEAT は避難所の確認と換気の励行，災害時処方箋
の必要性を指摘していただいた．
　4）DWAT（disaster welfare assistance team）
　小木中学校避難所には前述のように 200 名以上が避
難をされており，その中には多くの高齢者が含まれて
いる．限られた空間で，かつ断水や暖房も十分でない
環境で過ごすストレスは特に高齢者に顕著で，元来の
ADLが低下してしまう危惧が存在した．また，新型コ
ロナウイルスに感染した介護を必要とする高齢者や認
知症のある高齢者は，排泄の管理や徘徊等々の関係で
医療チームに多大な負担が生じていた．実際，認知症
のある高齢者が指定された新型コロナウイルス感染者
用の教室から避難所内を徘徊，行方不明になったケー
スも存在した（警察を要請し，自宅に帰宅しているこ
とを発見）．このような困難なケースに対して1月9日
20 時 45 分，DWAT が当避難所に到着し，様々な支
援，具体的なアドバイスをいただいた．

2．医療支援活動全般に関する 
ロジスティクスからの観点

　日本体育大学保健医療学部救急医療学科では，発災
直後の1月1日からロジスティクスチームを立ち上げ，
情報収集にあたっていた．その結果，災害医療ロジス
ティクスとして，現地をサポートできる後方支援チー

ム体制が確立した．以下にその経過を報告する．

　（1）準備
　発災当日から，災害ロジスティクス演習履修者，大
学院生，教員の計16名でロジスティクスチームを立ち
上げ，被災地の情報収集にあたった．石川県だけでな
く，内閣府，気象庁，国土交通省，総務省消防庁，厚
生労働省などから毎日更新される被災状況や活動状況
を要約し，毎日アップデートした．
　2024 年 1 月 4 日 22 時 35 分，日本医科大学・日本体
育大学合同チームによる派遣が決定してから，日本医
科大学と日本体育大学から小木中学校までのアクセス
を調べ，現地までの休憩，給油などのプランニングを
行った．

　（2）活動中
　1）Google マップの活用
　現地までのアクセスにおいて，Googleマップの機能
を活用した．まず，オフラインマップという機能を用
いて，インターネット環境が途切れてもGoogleマップ
が使用できる環境を整えた．また，現在位置の共有を
行い，3 次隊がどこにいるかをリアルタイムで共有し
た．移動中は，ロジスティクスチームとオンラインで
つなぎ，位置関係の確認と，石川県ホームページでアッ
プされる道路交通状況，高速道路渋滞情報，トヨタ 
通れた道マップを活用し，現地に向かった．ネット環
境が途絶えたところやガソリンスタンドの情報を
Google マップ上にまとめ，後続隊と共有した．
　2）Google スプレッドシートの活用
　移動中の安全確認や，現地活動中のマンパワー不足
の解決策として，Google スプレッドシートを活用し
た．ロジスティクスチーム，現地活動隊だけでなく関
係するすべての関係者が閲覧可能である．スプレッド
シートでは日報，会議内容，現状分析と課題が共有可
能である．その結果，活動に従事しているメンバーが
1 つのスプレッドシートを編集することで，業務に偏
りなく助け合いながら日報を作成することができた．
また，個人情報が特定できないよう配慮した患者デー
タベースを作成することで，診療統計が作成できるよ
うにした．
　なお，現地までの異動に際して往路も復路も高速道
路（北陸道，上信越道，関越道，圏央道など）を利用
したが，高速道路の通行証がなかったため，料金所を
通過する際に説明と書類を記載する時間を必要とし
た．また，活動終了後も様々な手続きが必要となった．
ちなみに，われわれの AMAT 3 次隊に引き継いだ
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JMAT 1 次隊は通行証が発行されていたので，高速道
路の料金所の通行は問題がなかったと推察される．今
後は通行証の発行を速やかに行っていただくと，より
円滑な移動ができたと考えられた．

　（3）救急救命士の視点からの考察
　今回の医療支援活動は，避難所に設置された救護室
での緊急診療の提供に留まらず，ロジスティクスの面
からも多角的に展開された．避難所へのアクセスは非
常に困難だった．1 月 6 日，迂回路を経由して避難所
に到達するため，複数のチームが早朝に出発した．途
中，地震による道路の破壊や交通規制に直面しながら
現地に向かった．この過程での避難所への道のりは，
ロジスティクス上の大きな課題となった．現地活動隊
員の遠隔サポートには，24時間体制で現地の気象状況
や通行止めなどの被災情報を提供するロジスティクス
チームが大きく貢献した．
　避難所では，医療活動を通じて被災者の心理的な負
担を軽減することに注力した．医療支援として避難所
に入るが，地元の避難者からすれば部外者であり，支
援活動を行う前に被災者の立場に寄り添うことが優先
された．さらに，避難者の中には高齢者や既往歴を持
つ方が多く，彼らの健康状態や心配事について，滞在
先となっている教室や体育館へ足を運び，避難者との
かかわりの中から得られた情報をもとに積極的にコ
ミュニケーションをとり，信頼関係を築くことが重要
であった．また，新型コロナウイルスやインフルエン
ザの感染拡大を予防するために，陽性者を別室に移動
させ，朝夕の検温や体調の確認を行った．これらの対
策は，避難所での感染リスクを最小限に抑えるために
不可欠であった．
　さらに，前述のように避難所内での適切な診療ス
ペースの確保と効率的な診療フローの構築も重要な取
り組みだった．救護室を診療スペースと事務作業ス
ペースに明確に分離し，発熱や感染症の可能性がある
受診者とそれ以外の受診者を区分するために診療ブー
スを設けた．これにより，避難者の健康管理と感染予
防の両方を効果的に行うことができた．
　しかしながら，被災者の多くは，非常に大きなスト
レスを受けていた．避難者への COVID-19 やインフル
エンザの発生などの情報共有が不十分であり，避難所
へ来訪する者を含めた避難者の行動統制がなされてい
ないことが問題となった．時には，われわれ医療支援
を行う隊員へそのストレスをぶつける避難者もいた．
　その対応には，避難所内での感染症対策として，新
型コロナウイルスやインフルエンザの発生に関する情

報共有が重要であった．感染症陽性者には適切な隔離
措置を取り，感染拡大を防ぐための対策を講じた．ま
た，断水や衛生環境の悪化によるリスクも考慮し，避
難所の衛生状態の改善に努めた．これらの対策は，避
難者の声に耳を傾け，前述のICTの看護師による避難
所での感染状況や公衆衛生面での感染対策の説明と支
援活動を通して，避難者との信頼関係が築けたのであ
ろう．また，DWAT の支援が得られたことは大きな
意義があった．避難所の中で要支援や要介護のニーズ
が非常にあり，被災者兼ボランティアの方が疲弊して
いた．能登町地域医療救護活動支援室が立ち上がり，
本学大学院生かつ厚生労働省 DMAT 事務局の増留氏
とコミュニケーションが取れていたことが，今回の支
援に繋がったが，今後の日本の災害対応において，避
難所内での要支援・要介護者支援のスペシャリストと
して，DWAT との連携は必須となることが考えられ
る．医療従事者だけでなく避難所を運営している行政
や教育委員会，医療・保健・福祉のスタッフ間の多職
種・多職種連携において，モデルとなるようなコー
ディネートの一端を担えたと考える．

3．AMAT 3次隊活動での課題と 
今後に向けて考慮すべき事項

　以上，AMAT 3次隊の報告を記載したが，活動を通
じての課題と今後検討すべき事項を以下にまとめる．
　1）高速道路通行証の早い段階での発行
　2）様々な医療チーム（DMAT，DPAT，DHEAT，
DWAT など）との連携
　3）医療支援対象地に近接する宿泊施設の確保

4．まとめ
　今回の震災でお亡くなりになられた方々と多くの被
災者の方々にお悔やみとお見舞いを申し上げます．
　私共 AMAT 3 次隊は石川県能登町小木地区の小木
中学校避難所の医療支援活動を通じて，今回の能登半
島地震での医療支援活動の困難さを改めて痛感した．
その大きな理由は①崩落やがけ崩れ等による道路の甚
大な被害による被災地へのアクセス制限，②断水と通
信事情の復旧遅延，③超高齢社会における避難所生活
の困難性，④新型コロナウイルス感染拡大である．特
に，③と④が重複する場合の医療スタッフ，介護スタッ
フの不足，①による医療支援チームの制限が大きな課
題と考えている．①および②に関しては早急の改善が
望まれ，併せて医療スタッフ，介護スタッフの確保を
早急に行わなければ，災害関連死が多く発生すること
が強く危惧される．これらの課題を考慮にいれた長期

154 日医大医会誌 2024; 20（3）



に及ぶ支援活動が必要であると考えている．

　最後に今回の活動においてご理解とご支援賜りまし
た日本体育大学学長石井隆憲先生，同事務局長勝田真
也様，同保健医療学部長中里浩一先生，日本医科大学
付属病院院長汲田紳一郎先生，および私の大学の同級
生であり，かつ御自身の医療機関が被災された社会医
療法人財団菫仙会恵寿総合病院理事長神野正博先生，
石川県能登町小木地区の小木クリニック瀬島照弘先
生，小木中学校の皆様，能登町小木地区の方々に心よ
り御礼を申し上げます．

参考資料

1．	Google：Googleマップ．https://www.google.com/maps/ 

d/viewer?mid=1qmxQ4w954fFRrTy097EQJ--
UlB1QWQ8&usp=sharing　2024.1.6 13: 35　閲覧

2．	トヨタ自動車：通れた道マップ．https://www.toyota.
co.jp/jpn/auto/passable_route/map/）2024.1.6 8：00　
閲覧

（受付：2024 年 4 月 7 日）
（受理：2024 年 5 月 24 日）

日本医科大学医学会雑誌は，本論文に対して，クリエイティブ・
コモンズ表示 4.0 国際（CC BY NC ND）ライセンス（https://
creativecommons.org/licenses/by-nc-nd/4.0/）を採用した．ラ
イセンス採用後も，すべての論文の著作権については，日本医
科大学医学会が保持するものとする．ライセンスが付与された
論文については，非営利目的で，元の論文のクレジットを表示
することを条件に，すべての者が，ダウンロード，二次使用，
複製，再印刷，頒布を行うことが出来る．
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―特集〔国内・国際災害医療と日本医大：令和 6年能登半島地震とガザ紛争対応報告（5）〕―

日本医科大学付属病院 4 次隊（中江隊）総括

中江　竜太
日本医科大学付属病院高度救命救急センター

はじめに
　2024 年 1 月 8 日に日本医師会から能登半島地震に対
する派遣要請があり，1 月 9 日から 1 月 13 日まで東京
都 日 本 医 師 会 災 害 医 療 チ ー ム（Japan Medical 
Association Team；JMAT）1 次隊（日本医科大学付
属病院 4 次隊）として能登町小木地区において医療支
援活動を行った．活動記録を以下に報告する．なお，
東京都 JMAT 1 次隊のメンバーは下記のごとくであ
る．
　中江　竜太　日本医科大学付属病院　高度救命救急
センター　医師
　福嶋　　宏　日本医科大学付属病院　中央手術室　
看護師
　平井　国雄　日本医科大学付属病院　放射線科技術
部門　診療放射線技師
　高山　　航　日本医科大学付属病院　高度救命救急
センター　救急救命士

1．1月 9日（火）
　7 時 42 分ドクターカーにて日本医科大学付属病院を
出発した．全日本病院医療支援チーム（All Japan 
Hospital Medical Assistance Team；AMAT）3 次隊

（日本医科大学・日本体育大学合同チーム）から自動車
でのアクセスが困難であったと連絡を受けていたが，
自衛隊などによる道路の舗装が進んでおり，七尾城山
IC から小木中学校まで所要時間は 3 時間 40 分であり，
16 時 35 分には目的地である小木中学校に到着した．
同時刻に，頭部外傷による前額部挫創の縫合処置を
AMAT 3 次隊の横田医師とともに行い，その後
AMAT 3 次隊から JMAT 1 次隊への引継ぎが行われ
た（図 1）．われわれは，引き続き小木中学校，小木小
学校，周辺の介護施設などにおける医療支援を行うこ
ととなった．
　われわれの任務の 1 つとして，災害関連死や災害関
連疾患を防ぐことがあった．避難者やボランティアか
ら聴取したところ，数日以内に内服薬がなくなる避難
者が多くいることが判明した．年末年始の連休明けで

あったことが影響していると考えられた．そこで，常
用薬の有無，自分や家族が薬局に薬を取りに行けるか
どうか，残薬日数，薬手帳の有無，かかりつけ医の詳
細など聴取するために，「情報共有シート」（図 2）を
作成した．必要最小限の情報収集にとどめるため，可
能な限り簡略化したものとした．しかし，小木中学校
と小木小学校には避難者が約 300 人おり，情報を収集
するにはわれわれだけではマンパワー不足であったた
め，能登町保健医療福祉調整本部に依頼し，1 月 10 日
に別隊を派遣していただくように要請した．

2．1月 10日（水）
　9 時 50 分に大阪暁明館病院 AMAT と佐々総合病院
AMAT が到着した（図 3）．1 月 9 日に作成した「情
報共有シート」を用いて，大阪暁明館病院 AMAT に
は小木中学校，佐々総合病院 AMAT には小木小学校
の避難者の内服薬の状況確認を依頼したところ，3 日
以内に 21 人，7 日以内に 31 人の内服薬がなくなるこ
とが判明した．小木クリニック瀬島医師やおぎ薬局と
情報共有し，協力を依頼した．また，日本医科大学付
属病院加藤あゆみ薬剤師から日本医師会地域医療課に
連絡していただき，同日から災害処方箋の運用を開始

図 1　�AMAT 3 次隊（日本医科大学・日本体育大学
合同チーム）との引継ぎ
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するとともに，薬剤師のニーズが高いことを伝えた．
　小木中学校救護所では 20 人の避難者を診察したが，
感冒症状を訴える避難者が多く，新規 COVID-19 陽性
者が 7 人検出され，隔離避難者数は 16 人となった．避
難者に対しては 1 日 3 回の回診を行っていたが，
COVID-19 陽性者に対しては重症化を懸念し，1 日 3 回
の回診とともにバイタルサイン測定を行い，重症化を
見逃さないようにした（図 4）．
　長期避難者の生活機能の低下や要介護者の重症化な
ど二次被害を防止するために，社会福祉支援を能登町
保健医療福祉調整本部に依頼し，長野県災害派遣福祉
チーム（Disaster Welfare Assistance Team；DWAT）
を派遣していただいた．DWAT には高齢者や介護を
必要とする避難者のケアを依頼した．同日以降，われ

図 2　情報共有シート

図 3　大阪暁明館病院 AMAT（左）と佐々総合病院 AMAT（右）

図 4　�福嶋看護師，高山救命士による COVID-19 陽性
者のバイタルサイン測定
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われが小木地区での JMAT の活動を終えるまで，継続
して常駐していただけることとなった．

3．1月 11日（木）
　北 海 道 災 害 派 遣 医 療 チ ー ム（Disaster Medical 
Assistance Team；DMAT）と佐々総合病院 AMAT
を派遣していただき，北海道 DMAT には小木クリ
ニックを，佐々総合病院 AMAT の薬剤師にはおぎ薬
局で業務を行っていただいた．1 月 10 日に取得した情
報を元に，3 日以内に処方薬がなくなる避難者 21 人の
継続処方を終えた．
　小木中学校救護所では 16 人の避難者を診察したが，
新規 COVID-19 陽性者が 10 人検出され，隔離避難者
数はさらに増え 25 人となった．想定以上に COVID-19
陽性者が増え続けて隔離スペースが不足したため，空
いている教室を開放したり，手作りのパーティション
を増設して，隔離スペースの確保に努めた．在宅酸素
療法を行っている COVID-19 陽性者や動悸を訴える避
難者がおり，引き続き 1 日 3 回の回診とともにバイタ
ルサイン測定を行い，重症化に注意を払った．また，
小木小学校からも新規 COVID-19 陽性者が 3 人検出さ
れたが，小木中学校では隔離スペースがなかったため
受け入れができず，秋田日赤の医療チームに小木小学
校での隔離スペース造設を依頼した．
　この時期から避難者の深部静脈血栓症が増えてくる
ことが想定されたため，被災者には運動やマッサージ
を勧めた．

4．1月 12日（金）
　1 月 10 日に取得した情報を元に，7 日以内に処方薬
がなくなる避難者 31 人の継続処方の確認を終えた．ま

た，便秘を訴える避難者が増えてきたため，おぎ薬局
から酸化マグネシウム（250 mg）を 100 錠預かり，災
害処方を行った．
　小木中学校救護所では 12 人の避難者を診察し，新規
COVID-19 陽性者が 4 人検出され，隔離を行った．ま
た，右耳から膿性分泌物がある患者を診察した．体温
39.6 ℃， 後 頸 部 痛 の 訴 え と 異 常 行 動 を 認 め た．
COVID-19 とインフルエンザはともに陰性であった．
中耳炎からの脳炎・髄膜炎を疑った．さらに，小木小
学校の COVID-19 陽性者から黒色便があったとの報告
を受けた．夜になり診察を行うために小木小学校に移
動した．直腸診では黒色便の付着はなかったが，心窩
部にはっきりとした圧痛があった．ストレス性胃潰瘍
による上部消化管出血を疑い，絶食指示を出し，プロ
トンポンプ阻害薬を内服させた．上記避難者 2 人に関
しては，翌日に病院への搬送を行うために能登町保健
医療福祉調整本部に連絡し，搬送手段を確保した．引
き続き，避難者に対しては 1 日 3 回の回診，COVID-19
陽性者に対してはバイタルサイン測定を行ったが，重
症化が疑われる避難者はいなかった．
　16 時 45 分に 4 人の災害支援看護師が到着した．小
木小学校では，日中は日赤チームが医療支援活動を
行っていたが，夜間は医療従事者がいなかったため，
災害支援看護師には小木小学校における医療支援活動
を依頼した．
　17 時 30 分に JMAT 2 次隊（日本医科大学付属病院
5 次隊）が到着した．ミーティングで小木地区での医
療ニーズ，課題などの情報共有を行い，避難者全員の
回診を行い，引継ぎを行った（図 5）．

5．1月 13日（土）
　8 時 20 分に避難者の回診，COVID-19 陽性者のバイ
タルサイン測定を行い，JMAT 2 次隊への業務引継ぎ
を終えた．
　9 時 00 分レンタカーにて小木中学校を出発し，12 時
40 分に新高岡駅に到着した．13 時 12 分新高岡駅から
はくたか 564 号に乗車し，15 時 47 分に上野駅に到着
した．16 時 10 分日本医科大学付属病院に到着し，解
散した．

6．課　題
　われわれの派遣期間に COVID-19 陽性者が急増した

（図 6）．1 日 3 回の回診やバイタルサイン測定により重
症化を見逃さないようにしたが，バイタルサイン測定
や聴診のみでは限界があり，今後呼吸状態の悪化など
により病院への搬送が必要となる避難者が出現するこ

図 5　�JMAT 2 次隊（日本医科大学付属病院 5 次隊）
とのミーティング
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とが懸念された．
　「情報共有シート」の運用により，常用薬切れに伴う
持病の悪化や災害関連疾患・災害関連死は認めなかっ
たことは評価できるが，大阪暁明館病院 AMAT と
佐々総合病院 AMAT の支援がなければ困難であった
と考えられる．小木町内の医療機関は，小木クリニッ
クを除くとかかりつけのみ，処方のみのクリニックが
ほとんどであり，医療ニーズ，特に薬剤師のニーズが
高いと考えられた．
　能登町の高齢者の割合は 50% を超えており，体が不
自由な方，介護を必要とする方，身寄りがいない方が
多かった．二次避難は必要なことだが，コミュニティ
が破壊されることによる認知症の悪化なども懸念され

た．医療だけではなく，避難者に対する福祉支援，メ
ンタルケアなど，多方面からの支援が必要であると感
じた．

（受付：2024 年 4 月 7 日）
（受理：2024 年 5 月 24 日）

日本医科大学医学会雑誌は，本論文に対して，クリエイティブ・
コモンズ表示 4.0 国際（CC BY NC ND）ライセンス（https://
creativecommons.org/licenses/by-nc-nd/4.0/）を採用した．ラ
イセンス採用後も，すべての論文の著作権については，日本医
科大学医学会が保持するものとする．ライセンスが付与された
論文については，非営利目的で，元の論文のクレジットを表示
することを条件に，すべての者が，ダウンロード，二次使用，
複製，再印刷，頒布を行うことが出来る．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

図 6　�1 月 10 日から 1 月 15 日までの小木中学校救護所受診者数，新規
COVID-19 陽性者数，COVID-19 陽性者数（隔離避難者数）
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―特集〔国内・国際災害医療と日本医大：令和 6年能登半島地震とガザ紛争対応報告（6）〕―

日本医科大学付属病院 5 次隊（岡田隊）総括

岡田　一郎1，中田　　淳2

1 日本医科大学付属病院高度救命救急センター 
2 日本医科大学付属病院心臓血管集中治療科

はじめに
　本隊は東京都日本医師会災害医療チーム（Japan 
Medical Association Team；JMAT）2 次隊兼付属病
院第 5 次隊として 2024 年 1 月 12 日より 1 月 15 日まで
能登町立小木中学校を中心に保健医療福祉活動を行っ
た．災害関連死の予防を目的とし1，活動は避難所救護
所での医療のほか，地域保健行政の機能不全下での避
難所の保健衛生環境の維持向上，地域クリニックの医
療支援等多岐にわたった．
　本隊の活動時期は災害フェーズでは亜急性期にあた
り，慢性疾患治療や生活不活発病等が問題となってく
ることを踏まえ，本隊から循環器科医師もチームに加
わり，避難所での災害関連循環器関連疾病のスクリー
ニング，心不全の増悪予防，静脈血栓塞栓症（VTE；
venous thromboembolism） お よ び 肺 血 栓 塞 栓 症

（PTE；pulmonary thromboembolism）予防も行って
いくこととなった2．
　本隊の活動を報告する．構成メンバーを下記に示す．
　岡田　一郎　日本医科大学付属病院　高度救命救急
センター　医師
　中田　　淳　日本医科大学付属病院　心臓血管集中
治療科　医師
　高橋　聡子　日本医科大学付属病院　高度救命救急
センター　看護師
　長原新太郎　日本医科大学付属病院　薬剤師
　古正　凪沙　日本医科大学付属病院　高度救命救急
センター　救急救命士

1．活動内容
　初日：1月 12日（金）
　7 時 43 分に 8 人乗りバン（レンタカー）にて日本医
科大学付属病院を出発し，17 時 29 分に小木中学校に
到着．おおむね晴れで，道路事情による迂回や大きな
渋滞には出会わなかったが，9 時間 46 分を要した．前
隊（中江隊）の業務内容は多岐にわたり，業務引継ぎ
に時間を要したため，中江隊は引き続き，1 月 13 日朝

まで活動を継続した．先遣隊活動により，避難所内の
医療提供は組織化され，避難所内での疾病者に対し適
切な対応ができる環境が整備されていた．一方，課題
として①多数のコロナ陽性患者がおり，高リスク患者
も複数名いる，②避難所の保健衛生環境は依然不十分
で生活不活発病の発症が懸念される，③被災者でもあ
る一部ボランティアの負担が大きい，等が見受けられ
た．そのため，①これまでの活動継続，②能登町の行
政および他の医療チームとの連携を強化して避難所の
医療負担を軽減する，③コロナ陽性患者の高リスク患
者および避難所内での精神身体状況の良くない避難者
を抽出し，保健医療福祉へ適切につなげる，ことを本
隊の方針とした．

　2日目：1月 13日（土）
　7 時 00 分，小木クリニック瀬島先生と定期ミーティ
ング．8 時 00 分，小木中学避難所医療定期ミーティン
グ（能登町職員，滋賀県派遣職員）．日中は避難所の巡
回，救護所の診療を行った．同日より長野県から派遣
された 4 名の災害支援看護師が避難所支援に参加し
た．2 名ずつで避難所の保健衛生環境の管理，コロナ
陽性患者隔離エリアの管理に従事してもらった．災害
関連循環器疾病予防の活動として，本隊メンバーと協
力し，VTE 予防の体操，パンフレットの配布，ポス
ターの貼付等を行った．また，災害支援看護師は先に
隣の指定避難所である小木小学校に配属されており，
同小学校には保健福祉ニーズがあるにもかかわらず，
十分な支援が入っていない現状の報告があった．小木
地域の保健医療の支援強化を目的に，毎日開催されて
いる能登町役場での保健医療福祉調整会議に定期出席
する方針とした．17 時 00 分，保健医療福祉調整会議
に出席．避難所の COVID-19 アウトブレイクに関して
報告し，小木小学校でも同様な感染症アウトブレイク
が懸念される現状を報告した．20 時 30 分，災害支援
看護師と定期ミーティング．
　COVID-19 アウトブレイクに関して，救護所診療 13
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名中，陽性患者は 10 名．避難所入所中のコロナ陽性患
者で 3 名の患者の病院への転院を行った．コロナ陽性
の高リスク患者はなるべく入院依頼する方針とした．
　この日から雪が積もり，道路事情は極めて悪くなっ
た．

　3日目：1月 14日（日）
　7 時 00 分，瀬島先生参加での定期ミーティング．8
時 00 分，避難所医療定期ミーティング．8 時 52 分，
小木クリニックから胸痛患者の往診依頼あり．本隊の
循環器専門医が診察し，急性心筋梗塞と診断．金沢市
へのヘリ搬送へとつなげた．日中は避難所巡回，救護
所診療．13 時 15 分，茨城 DHEAT（Disaster Health 
Emergency Assistance Team）と小木小・中学校の保
健衛生環境に関して協議．17 時 00 分，保健医療福祉
調整会議に出席．宇出津病院の厳しい病院状況の報告
があり，宇出津病院院長，DMAT（Disaster Medical 
Assistance Team）らと高リスク患者の入院をどう進
めていくかの意見交換を行った．20 時 30 分，災害支
援看護師と定期ミーティング．
　COVID-19 アウトブレイクに関して，救護所診療 8
名中，陽性患者は 4 名．避難所のコロナ陽性患者で高
リスクな 4 名を転院とした．この日の避難所での陽性
患者 30 名を最大として，アウトブレイクは徐々に終息
傾向となった（4 次隊・中江隊の報告参照）．

　4日目：1月 15日（月）
　7 時 00 分，瀬島先生参加での定期ミーティング．8
時 00 分，中学校長，能登町職員，滋賀県派遣職員，町
内会長と避難所定期ミーティング．1 月 17 日の段ボー
ルベッド運び込み，1 月 22 日の中学校の授業全面再開
に向けての意見交換を行った．この際に現在のコロナ
陽性患者の隔離スペースを可能であれば半減させる方
向で調整を行った．14 時 38 分，避難所には要介護者
や日常生活動作の低下した高齢者が多くいることか
ら， 長 野 県 社 会 福 祉 協 議 会 の DWAT（Disaster 
Welfare Assistance Team）と福祉避難所等の必要性
に関して協議した．日中の救護所診療では 6 名中，コ
ロナ陽性患者 2 名，インフルエンザ 1 名であった．16
時 40 分，次隊（恩田隊）が到着．申し送り．本避難所
での活動を終了した．
　18 時 00 分，救命救急レンタカーにて小木中学校出
発．降雪もあり，迂回しながら，22 時 25 分，金沢駅
着．本隊を解散とし，東京へは翌日にそれぞれで帰宅
の方針とした．

2．循環器救急/集中治療の視点から
　本隊には，付属病院心臓血管集中治療科の医師 1 名
が参加し，震災関連循環器疾患の啓発活動，スクリー
ニング，予防活動等を行った．震災時には，急性・慢
性のストレスを介して交感神経を活性化し，様々な循
環器関連疾患が増加する．災害に関連した循環器疾病
として，急性冠症候群や心不全，VTE/PTE，災害高
血圧，脳梗塞・脳出血，心室性不整脈，心臓突然死，
たこつぼ型心筋症等が挙げられる2．本隊の活動が，震
災発生後の亜急性期であったため，急性冠症候群発生
時の対応，心不全および VTE/PTE の予防を主な活動
目標とした．事前に日本心不全学会および日本静脈学
会へ問い合わせ，避難所での疾病啓発活動のために，
両学会で使用している患者さんへの啓発活動情報や，
ホームページ上の画像等の使用許可を取得した．その
上で，心不全および VTE/PTE 予防のポスター・パン
フレットを作成し，避難所で患者さんへパンフレット
を用いて説明し，疾病の啓発活動を行った．この活動
は，その後の隊の心臓血管集中治療科の参加医師に引
き継がれ，高リスク患者を抽出し，下肢静脈エコーに
よる VTE スクリーニングを行い，弾性ストッキング
着用や疾病予防の体操指導を継続的に行った．また，
上述の通り，1 月 14 日に小木クリニックに胸痛を主訴
に来院した患者の往診依頼があり，診療を行った．持
続する胸痛，心電図ならびに経胸壁ポータブルエコー
検査の結果から，急性心筋梗塞と診断した．救急隊と
のスムーズな連携により，往診依頼から 43 分で現場を
出発し，宇出津総合病院へ陸路で搬送した．その後，
患者はドクターヘリで石川県立中央病院へ救急搬送さ
れ，緊急冠動脈カテーテル治療を無事に受けることが
できた．以上の活動を通し，JMAT 隊への循環器救急/
集中治療の専門医師の積極的な参加が，震災発生後亜
急性期に増加する急性冠症候群ならびに心不全や
VTE/PTE 等の循環器関連疾病，さらには災害関連死
の予防に役立つと考えられ，今後ますますそのニーズ
が高まっていくと予想される．

3．活動まとめ
　本隊の活動は，①避難所の保健衛生環境の向上のた
めに能登町や他の医療福祉チームとの連携を強化す
る，② COVID-19 アウトブレイクへの対応，が大きな
柱であった．
　①に関して，能登町の保健医療福祉調整会議での支
援の訴え，災害支援看護師と本チーム循環器医の密接
な連携による生活不活発病の予防，DMAT・DHEAT
や DWAT との連携等を行い改善に努めた．
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　②に関して，避難所の陽性患者が最大 30 名を超えた
が，災害支援看護師との連携の下，予防およびスクリー
ニングの強化と高リスク患者を割り出し早期転院へつ
なげることで，その後の感染終息への筋道をつけるこ
とができた．
　一方，発災から 10 日以上経っているにもかかわら
ず，避難者は水道も使えず，体育館での雑魚寝の状態
を余儀なくされており，極めて厳しい生活状況に置か
れていることに変わりなかった．また，避難所を運営
する自身も被災者であるボランティアへの過重な負担
も軽減できなかった．加えて小木地区の医療をほぼ一
人で支えていた小木クリニック瀬島先生の負担も極め
て大きかった．これらの課題に対する本隊単独での対
応は難しく，行政，医療，保健福祉の支援がまだまだ
必要であり，地域の再建にはかなり時間を要すること
が予測された．
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―特集〔国内・国際災害医療と日本医大：令和 6年能登半島地震とガザ紛争対応報告（7）〕―

日本医科大学付属病院 6 次隊（恩田隊）総括

恩田　秀賢1，澁谷　淳介2，加藤あゆみ3， 
小村　彩乃4，須賀涼太郎1，西田　伸一5

1 日本医科大学付属病院高度救命救急センター 
2 日本医科大学付属病院心臓血管集中治療科 

3 日本医科大学付属病院薬剤部 
4 日本医科大学付属病院看護部 

5 東京都医師会

1．はじめに
　2024 年（令和 6 年）1 月 1 日 16 時 10 分に発生した
令和 6 年能登半島地震に対する派遣要請が日本医師会
からあり，1 月 15 日から 1 月 18 日まで東京都日本医
師 会 災 害 医 療 チ ー ム（Japan Medical Association 
Team；JMAT）3 次隊（日本医科大学付属病院 6 次
隊）として能登町小木地区において医療支援活動を
行った．活動記録を以下に報告する．下記メンバーで
東京都 JMAT 3 次隊を構成した．
　恩田　秀賢　日本医科大学付属病院　高度救命救急
センター　医師
　澁谷　淳介　日本医科大学付属病院　心臓血管集中
治療科　医師
　小村　彩乃　日本医科大学付属病院　外科系集中治
療室　看護師
　加藤あゆみ　日本医科大学付属病院　薬剤師
　須賀涼太郎　日本医科大学付属病院　高度救命救急
センター　救急救命士
　西田　伸一　東京都医師会理事　医師

2．診療活動
　初日：1月 15日（月）
　7 時に大学病院に集合し，必要装備の確認後に
DMAT car で JR 上野駅に向けて出発した．7 時 36 分
に上野駅に到着後，7 時 58 分発の新幹線はくたか（金
沢行き）に乗車し，10 時 45 分に新高岡駅に到着した．
新高岡駅横のイオンモールで昼食および食料品を購入
し，レンタカーで今回の活動場所である能登町立小木
中学校に向けて出発した．途中，トイレ休憩のために
ファミリーマート七尾城山インター店に立ち寄るも，
トイレが使用不可能であった．その他，経路中にある
すべてのコンビニエンスストアのトイレは使用不能と

入口に大きく表記がなされていた．途中降雪の影響も
あり通行止め個所がかなり多く，DMAT本部へ通行可
能な道路について逐一問い合わせ，通行可能な道路の
県道ナンバーを確認しつつ現地へ向うことを余儀なく
され，相当の時間を要した．レンタカーのカーナビゲー
ションシステム，google のナビゲーション等，様々な
経路誘導システムが存在するが，今回最も適切な判断
がなされていたのは google によるナビゲーションで
あった．
　16 時 46 分に小木中学校に到着し，その後，申し送
りミーティングを行った（図 1）．医師 3 名体制であっ
たため，2 名の救護所受診対応および，体育館とコロ
ナ部屋の回診を分かれて行った．コロナ感染症例に医
療介入が必要な隔離者が複数名存在し，長野県の災害
支援ナースと情報共有を行い，入院への搬送判断を翌
日行うこととした．

　2日目：1月 16日（火）
　山口県保健師チームから，避難所における医療ニー

図 1　

日医大医会誌 2024; 20（3） 163



ズ調査および現状の確認が行われた．第 1 陣から 5 陣
までの先遣隊が培ってきた環境が巡回した避難所の中
では最も医療環境や避難者の感染制御が確立している
との評価になった．また，避難所では 17 日のダンボー
ルベッドの設置に向けた会議が行われ，避難者の体育
館への集約およびコロナ感染隔離患者の集約へ向けた
予定を立てた．午後には輸液を連日行っていたコロナ
感染症例を入院適応と判断し，救急搬送した．これは，
翌週からの学校再開へ向けての患者集約と一向に減少
傾向にはならない新規コロナ感染を考慮しての対応で
あった．コロナ感染症例は 3 階へ集約すべく，この日
は2階へ全症例を集め，3階の清掃および翌日の段ボー
ルベッド搬入に備えた．その間も適宜回診を行った．
17 時から能登町役場で行われる会議に参加した（図
2）．ここでは，医療活動における最新の情報や課題に
ついて情報共有され，連携強化が図られた．
　夜間にはコロナ感染症例に対するカンファレンスを
行い，救急搬送が一度に複数にならないように留意し
つつ，診察を行い，入院判断を行うこととした．

　3日目：1月 17日（水）
　引き続き小木中学校での避難所支援を行った．体育
館と 3 階の隔離部屋へのダンボールベッドの設置作業
が行われた（図 3，4）．作業になれた日赤 DMAT 隊等
の支援および中学校の生徒ボランティアによって約 5
時間で完成した．1 名心不全兆候のあるコロナ感染症
例を入院適応と判断し，救急搬送依頼とした（図 5）．
その後 2 階のコロナ感染隔離患者を全員 3 階の段ボー
ルベッド設置個所へ移動させ，2 階を翌週からの学校
再開のために清掃を行った．回診必要箇所が体育館お
よび 3 階に集約されたことで，目の行き届かない症例
は減少した．また，深部静脈血栓症予防目的に高齢者
を中心に椅子を用いて，フレイル体操をこの日から導
入した．
　一方で，コロナ感染症例に精神疾患症例が 3 例あり，
また，校長より生徒の精神的な評価等を DPAT に依頼
したいという旨を伝えられたため，夕方の能登町役場
会議で介入依頼を行った．また，小木小学校避難所に
ついての医療支援が不十分であることが指摘されてお
り，DMAT の巡回診療継続も依頼した．しかしそれ以

図 2　

図 3　

図 4　

図 5　
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外のサポートがないことおよび夜間対応に難渋してい
るという事象に対して，JMAT 責任医師と小木小学校
避難所夜間責任者で携帯電話番号を交換し，必要に応
じて連絡をとり，医療相談や診察ができる環境を構築
した．これにより，先方の安心材料となったと校長か
らもコメントをいただいた．また，段ボールベッドは
易可燃性であるため，防火対策として消火器を手配，
必要箇所への配置を完了させた．

　4日目：1月 18日（木）
　10 時に DPAT が来訪，コロナ感染隔離患者の診察
をいただいた．近隣の薬局には取り扱いのない薬剤処
方がなされており，DPAT やその他の部門にも薬剤が
なく，代替えもなかったため，やむを得ず第 7 陣に持
参を依頼した．精神科の診察再開が DPAT 以外にめど
が立っていない状況での巡回診療は非常に需要のある
ものであった．また，生徒は翌週からの登校通常再開
の折に需要を確認することとして，当日の診察は不要
とした．11 時，山口保健師チーム来訪があり，小木小
学校の情報収集を行い，小木中学校の現状を報告した．
小木クリニックは翌週からは通常診療に加えて訪問診
療も再開したい意向があり，クリニック自体への診療
補助は継続して必要性があった．定期回診も行った．
4 日間でのべ 33 名の診療を行った（図 6）．長野県災害
支援ナースも同時期に交代となったが，コロナ感染症
例の看護面では全面的にお任せができ，新たな入所に
ついても適宜受け入れていただき，非常に連携した活
動ができた（図 7）．
　15 時に次の日本医科大学第 7 次隊である重田隊が到

着し，引継ぎを行った．6 次隊の活動は終了となり帰
還することになった．帰路において，夕方は支援終了
後の車両で非常に渋滞し，天候も雪であったことによ
り，往路同様に時間を要した．はくたかは各駅停車で
あるため，時間短縮を目的として富山駅へ向かった．
金沢市は災害需要でホテルもほぼ満室であったが，富
山市では空室も多くあり，問題なかった．翌朝，新幹
線かがやきに乗車し上野駅経由で病院へ帰還した．

3．課　題
　1）コロナ感染
　コロナ感染症例数は横ばいであった．直近の宇出津
総合病院は 100 床の病院であり，救急搬送が 1 年で 300
件程度にもかかわらず，震災後は 1 日 6 件程度の搬送
があり，許容範囲を相当超えている状況であった．し
たがって，避難所からの救急搬送も連日とはなったが，
同時複数をなるべく発生させないように留意する必要
があった．能登町役場で宇出津総合病院支援のDMAT
とコンタクトを取り，搬送需要症例についてあらかじ
め共有を行うことで，救急車の搬送先選定困難をなく
す努力を行った．入院数日後には後方搬送されていた
が，避難所からの搬送先で難渋することを防ぐ必要が
あった．
　小木クリニックでのコロナ陽性率は連日 50% を超
えていたが，多数の外来患者がいる中での対応であっ
たため，患者が帰宅可能と思われていたが，実際には
帰宅できず小木中学校に訪れたり，ほかの避難所では
隔離不能で小木中学校に車で搬送されたりする症例が
散見された．これらの症例はすべて受け入れたが，許
容範囲を超えた場合の想定も考慮すべきであると考え
られた．

図 6　

図 7　
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　2）救護所診察
　1 日 3 回の回診やボランティアスタッフとのコミュ
ニケーションにより具合の悪い避難者の抽出を行う必
要があり，脱水によるショック症例もあったが自らは
なかなか救護所へは来ていただけない状況であった．
　3 日目より小木クリニックが通常診療を開始したた
め，診療所開院時間においては，避難者の診察希望も
救護所ではなく，小木クリニック受診を指示した．外
傷や学校職員およびボランティアのスタッフは救護所
での検査等を継続したが，発熱等の内科的疾患は地域
通常診療へ戻すための動きを開始した．診療所の負担
にならない程度の均衡を考慮する必要があった．

　3）薬剤
　処方に関しても，なるべく通常診療からおぎ薬局で
の処方受け取りを基本とした．しかし，特殊な代替え
のない薬剤で，近隣に取り扱いがなく，モバイルファー
マシーでの在庫もなく，医療支援チームにもない薬剤
に関しては，対応が必要と考えられた．

4．まとめ
　地震の多いわが国での大きな地震災害としては，阪
神淡路大震災，新潟県中越地震，東日本大震災や熊本
地震等があり，様々な医療支援チームが活躍してきた．
災害を経験するたびにより需要のある医療チームが構
成され，地域へ介入している．今後起こりうるであろ
う災害対応において，避難所や地域病院への支援は，
医療従事者だけでなく行政，保健師，介護福祉士をは
じめ多くの職種が連携することが重要になると思われ
た．自分自身においても東日本大震災支援の時よりも
より地域，避難者に寄り添える支援が担えたと考えた．

（受付：2024 年 4 月 7 日）
（受理：2024 年 5 月 28 日）

日本医科大学医学会雑誌は，本論文に対して，クリエイティブ・
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科大学医学会が保持するものとする．ライセンスが付与された
論文については，非営利目的で，元の論文のクレジットを表示
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複製，再印刷，頒布を行うことが出来る．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

166 日医大医会誌 2024; 20（3）



―特集〔国内・国際災害医療と日本医大：令和 6年能登半島地震とガザ紛争対応報告（8）〕―

日本医科大学付属病院 7 次隊（重田隊）総括

重田　健太
日本医科大学付属病院高度救命救急センター

はじめに
　2024 年 1 月 18 日から 1 月 22 日まで東京都日本医師
会 災 害 医 療 チ ー ム（Japan Medical Association 
Team；JMAT）4 次隊（日本医科大学付属病院 7 次
隊）として能登町小木地区において医療支援活動を
行った．活動記録を以下に報告する．なお，東京都
JMAT 4 次隊のメンバーは下記のごとくである．
　重田　健太　日本医科大学付属病院　高度救命救急
センター　医師
　塩村　玲子　日本医科大学付属病院　心臓血管集中
治療科　医師
　京谷　夏実　日本医科大学付属病院　高度救命救急
センター　看護師
　平井　國男　日本医科大学付属病院　放射線科技術
部門　診療放射線技師
　川井　裕輝　日本医科大学付属病院　高度救命救急
センター　救命救急士

1．1月 18日（木）
　7 時 00 分ドクターカーにて日本医科大学付属病院を
出発し上野駅より金沢駅までは新幹線で移動し，金沢
駅から今回の活動場所である能登町立小木中学校まで
は当施設でレンタルした車で移動した．現地に到着後，
日本医科大学付属病院 6 次隊から業務引継ぎを行い，
小木中学校，小木小学校，周辺の介護施設における医
療 支 援 を 継 続 す る こ と と な っ た． 避 難 所 で は
COVID-19 が蔓延しており，日本医科大学・日本体育
大学合同チーム（3 次隊）から継続して行っている診
療体制を確認した．小木中学校避難所・救護所で診療
協力を行っている現地クリニック医師，長野県災害支
援ナースとミーティングを行い COVID-19 罹患者の健
康状態および隔離解除について情報共有を行うととも
に，現地の医療ニーズを把握した．先発隊の感染隔離
により COVID-19 新規発生は減少傾向にあり，避難所
での各部門との連携体制も確立されていたため，本隊
は引き続きの医療支援に加え，避難所のニーズを再調
査，周辺施設への医療支援強化を行うこととした．

2．1月 19日（金）
　先発隊より診療協力を行っている長野県災害派遣福
祉 チ ー ム（Disaster Welfare Assistance Team；
DWAT）とミーティングを行った．医療と福祉の情報
を統合し，避難所のニーズおよび医療・介護必要者を
把握するために，避難者全員のリスト作成（既往歴，
内服薬，残薬情報，今後の避難先等）を行う方針とし，
同時に高齢避難者の災害関連疾患スクリーニングを行
うこととした．深部静脈血栓症スクリーニングとして，
塩村医師主導のもと，臥床している高齢者全員（24 名）
の下肢評価を行い，1 日 1 回定時には深部静脈血栓症
予防体操を行った（図 1）．また，避難所には段ボール
ベッドが整備されており，周囲にはストーブとの距離
が不十分な個所が散見され，火災の危険性があると思
われた．避難所本部と相談し防災マニュアルを作成す
る方針とし，マニュアル作成に当たっては当隊の川井
救急救命士（東京消防庁委託研修生）が指揮をとるこ
ととした．加えて同日，DWAT より能登町役場小木
支所への福祉避難所開設報告および医療支援要請があ
り，視察を行った（図 2）．福祉避難所には医療弱者が
多く，医療支援を行うとともに，感染蔓延防止の観点
からも COVID-19，インフルエンザなど感染症スク
リーニングが必要と判断し，福祉避難所入所時の感染
症スクリーニングマニュアルを作成の方針とした．

図 1　塩村医師による深部静脈血栓症予防体操
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3．1月 20日（土）
　DWAT と協力し避難所および福祉避難所巡回を強
化し避難者の健康状態のチェックを行った．昨日より
作成を行っていた福祉避難所医療支援，感染症スク
リーニングマニュアルを完成させ，運用を開始した（図
3）．また，今後，避難所・福祉避難所で精神科介入必
要 案 件 が 発 生 し た 際 の 対 応 を DPAT（Disaster 
Psychiatric Assistance Team）に確認し情報共有した．

4．1月 21日（日）
　避難者全 96 名の医療・福祉情報リストが完成した．
避難所本部，DWAT，災害支援ナース，巡回保健師と
情報共有，避難所巡回を強化しリストを併用すること
で，傷病者の早期発見に努める方針とした．同日，防
災マニュアルが完成し，本部関係者，長野県 DWAT，
災害派遣ナースに周知し運用を開始した（図 4）．15 時
00 分東京都 JMAT 5 次隊に業務を引き継いだ（図 5）．
18 時 00 分に引継ぎを終え，金沢駅へ当施設ドクター

カーで移動し，金沢に宿泊した．翌 1 月 22 日 9 時にド
クターカーで金沢を出発し，16 時 10 分日本医科大学
付属病院に到着した．

5．課　題
　先発隊の医療支援により COVID-19 罹患者は減少傾
向であり，小木中学校避難所における隔離罹患者の推
移は 1 月 18 日 7 人，19 日 6 人，20 日 4 人，21 日 2 人
であった．また，日中は避難所から働きに出る方も多
く，日中の避難所には高齢避難者が大多数であった．
高齢避難者は孤立しやすく，日中も長時間臥床してい
る方も多く，活動性を上げることが非常に重要と思わ
れた．そのため，われわれの隊では頻回に巡回し声掛
けをさせていただくとともに，1 日 2 回のラジオ体操，
1 回の深部静脈血栓症予防体操を行った．幸いにもわ
れわれの活動期間内に災害関連疾患を発症した方はい
らっしゃらなかったが，継続的にこれを予防し，早期
発見に注力していくことが非常に重要であると考えら
れた．今回，多くの高齢避難者や福祉避難所の医療支
援を経験させていただき，改めて医療だけではなく，
福祉支援，メンタルケアなど，多方面からの支援が非
常に重要であることを感じた．また，災害支援ナース，
DWAT と密に連携することができ，作業効率が飛躍
的に向上し，ミーティングを通し様々なニーズの把握
や対策を効率的に練ることができ，チームダイナミク
スの重要性を改めて認識した．

図 2　福祉避難所視察

図 3　福祉避難所医療支援；感染症スクリーニングの様子とマニュアルの一部
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（受理：2024 年 6 月 9 日）
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creativecommons.org/licenses/by-nc-nd/4.0/）を採用した．ラ
イセンス採用後も，すべての論文の著作権については，日本医
科大学医学会が保持するものとする．ライセンスが付与された
論文については，非営利目的で，元の論文のクレジットを表示
することを条件に，すべての者が，ダウンロード，二次使用，
複製，再印刷，頒布を行うことが出来る．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

図 4　防災マニュアル運用；毎日の避難経路確認とマニュアルの一部

図 5　JMAT 5 次隊への業務引継ぎ
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―特集〔国内・国際災害医療と日本医大：令和 6年能登半島地震とガザ紛争対応報告（9）〕―

日本医科大学付属病院 8 次隊（溝渕隊）総括

溝渕　大騎
日本医科大学付属病院高度救命救急センター

はじめに
　2024 年 1 月 1 日 16 時 10 分最大震度 7 を観測する令
和 6 年能登半島地震が発災した．日本医師会から派遣
要請があり，1 月 21 日から 1 月 24 日まで東京都日本
医師会災害医療チーム（Japan Medical Association 
Team；JMAT）5 次隊（日本医科大学付属病院 8 次
隊）として能登町小木地区において医療支援活動を
行った．活動記録を以下に報告する．なお，日本医科
大学付属病院8次隊のメンバーは下記のごとくである．
　溝渕　大騎　日本医科大学付属病院　高度救命救急
センター　医師
　高橋　應仁　日本医科大学付属病院　心臓血管集中
治療科　医師
　竹洞　友香　日本医科大学付属病院　高度救命救急
センター　看護師
　栗原　有貴　日本医科大学付属病院　薬剤部　薬剤
師
　堀内　矯平　日本医科大学付属病院　高度救命救急
センター　救急救命士

1．1月 21日（日）
　7 時 00 分日本医科大学付属病院を出発，7 時 26 分上
野発上越・北陸新幹線かがやき 503 号に乗車，9 時 26
分定刻通り富山駅に到着した．レンタカーで公立穴水
総合病院（石川県 JMAT 能登北部調整支部）を経由し

能登町立小木中学校（避難所）を目指した．
　高岡から七尾までは能登自動車道を走行し，以降は
高速道路通行止めがあり国道 249 号を走行した．国道
249 号はすでに道路の補修工事がされており片側交互
通行はあったが，通行止め・迂回はなく走行可能で
あった．13 時 35 分 JMAT 北部調整支部に到着し
チェックインを行った（図 1）．日本医大は JMAT と
して 5 次隊で，4 次隊から小木中学校避難所を引き継
ぐ旨を本部で確認した．また，支部では宿泊ホテルに
ついて聞かれ，日本医大が小木中学校避難所に寝袋で
泊まり込んでいる情報も伝わっておらず，情報伝達の
強化が必要と思われた．15 時 10 分に小木中学校に到
着，その後日本医科大学付属病院 7 次隊から 8 次隊へ
の引継ぎが行われた．われわれは，引き続き小木中学
校避難所，小木支所臨時福祉避難所，小木地区におけ
る医療支援を行うこととなった．
　申し送り時点で避難者 100 人弱，隔離避難者 2 人，
救護所受診は 1 日数人であり避難所の医療ニーズとし
ては落ち着いていた．
　4 次隊から石川県 JMAT 本部支部会議（Web）に出
席しており，われわれも参加した．石川県 JMAT 本部
と 3 つの支部（金沢以南，能登北部，七尾）の会議で
あった（図 2）．
　小木地区は小木クリニックを中心に医療体制を整え
ている件，JMAT の継続した支援の必要性，小木クリ
ニックの発熱外来に JMAT が入り助かっている件，小

図 1　JMAT 北部調整支部（穴水総合病院）にチェッ
クイン 図 2　石川県 JMAT 本部支部会議参加（Web）
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木支所に福祉避難所ができた件を伝えた．能登町全体
の診療所，病院がどこまで機能しているのか質問が
あったが把握できておらず，本件に関しては能登北部
調整支部から翌日JMAT隊を1隊出し調査する方針と
なった．石川県 JMAT 本部，能登北部調整本部とわれ
われの連携が不十分で，能登町の状況があまり伝わっ
ていなかった．

2．1月 22日（月）
　前任からの引継ぎ通り，救護所の診療業務，朝夕 2
回の医療班ミーティング（JMAT，災害支援ナース，
瀬島医師），2 回の避難所巡回（JMAT，災害支援ナー
ス，DWAT，保健師），朝 1 回感染部屋巡回，朝 1 回
の小木支所臨時福祉避難所巡回（JMAT），その他に避
難所運営会議参加，フレイル体操実施（図 3），避難経
路の確認，石川県 JMAT 本部会支部議（Web）参加を
行った（図 4）．
　また，前日の石川県 JMAT 本部支部会議で議題に上
がった能登町全体の診療所の診療状況に関して，能登
北部調整支部からは調査のための JMAT 隊は出せな
いことになり，われわれの隊で調査することになった．
　能登町内ですでに情報の豊富な診療所を除き，能登
町内 5 診療所を訪問し現状調査を行った．調査内容に
関しては広域災害・救急医療情報システム（以下
EMIS）に web での入力を考えていたが，いずれの診
療所も EMIS 内に存在しておらず入力できなかった．
いずれの診療所も診療時間を制限していた．薬剤は充
足していたがレントゲンや診療システム端末などの被
害があり診療内容に制限のある診療所もあった．往診
に関してはもともと行っていたが行えていない診療所
があった．建物や医療機器の損壊などがあり，再建に
向けて経済的に厳しいという意見もあった．まだまだ，

通常の医療を提供できる段階ではないと実感した．内
容は JMAT 能登北部調整支部に報告し共有した．ま
た，小木中学校避難所に関しては避難所救護所として
のニーズは減っているが，能登町全体の医療支援・調
整としてのニーズはあり継続して JMAT 1 隊の常駐
の必要性を北部支部に伝えた．

3．1月 23日（火）
　朝の感染部屋巡回で 1 人の隔離解除を行い隔離避難
者は 0 となった．
　また，小木支所臨時福祉避難所の巡回では作成した
地震・火災発生時のマニュアルを配布し共有した．10
時 JMAT 能登北部調整支部からわれわれの隊以降は
日本赤十字社救護班（日赤）が小木地区の避難所を引
き継ぐという連絡を受けた．能登町役場の日赤と連絡
が繋がらず，直接能登町役場を訪れた．日赤としては
避難所の巡回を行う予定で救護所には駐在しないとい
うことを伝えられ，小木中学校避難所救護所の閉鎖が
決まった．救護所閉鎖に伴い，関係各所と調整を図り
撤収作業を行った．救護所は名称を健康相談室に変更
し，災害支援ナースの方々に引き継いでいただいた（図
5）．

4．1月 24日（水）
　7 時医療者ミーティングを行い，救護所閉鎖後の感
染者発症時の対応について確認した．8 時避難所運営
ミーティングで救護所閉鎖について説明を行った．
　8 時 43 分小木中学校出発，18 時 45 分日本医科大学

図 3　高橋医師によるフレイル体操

図 4　1 日のスケジュール
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付属病院に到着し解散した．

5．まとめ
　われわれ日本医科大学病院 8 次隊は 1 次隊から継続
した小木中学校避難所救護所での最後の活動を行っ
た．先行隊により救護所運営や感染対策は確立されて
いた．その結果，活動期間中に感染隔離者は 0 人とな
り制御できた．適切な感染隔離対策が功を奏したと考
えられた．急に救護所を閉鎖することになったが，健
康相談室と名称を変更し継続した感染対策を災害支援
ナースの方々に引き継いでいただいた．また，発災か
ら 3 週間が経過しており，救護所受診も 1 日に数人と
落ち着いていた．
　しかし，能登町全体でみると発熱外来を行っている
診療所を受診する患者の半数が COVID-19 やインフル
エンザであり，流行が認められた．また，調査できた
診療所はすべて診療時間を制限しており，往診もでき

ておらず継続した医療支援の必要性を感じた．現行の
システムとして，診療所情報を共有するための EMIS
にそもそも診療所が存在せず，情報共有を難しくして
いた．
　われわれの隊は比較的，災害医療支援の経験が浅く，
隊の第一の目標を安全な活動とした．無理のない活動
を心掛け，結果，健康な状態で帰還することができた．

（受付：2024 年 4 月 7 日）
（受理：2024 年 5 月 30 日）

日本医科大学医学会雑誌は，本論文に対して，クリエイティブ・
コモンズ表示 4.0 国際（CC BY NC ND）ライセンス（https://
creativecommons.org/licenses/by-nc-nd/4.0/）を採用した．ラ
イセンス採用後も，すべての論文の著作権については，日本医
科大学医学会が保持するものとする．ライセンスが付与された
論文については，非営利目的で，元の論文のクレジットを表示
することを条件に，すべての者が，ダウンロード，二次使用，
複製，再印刷，頒布を行うことが出来る．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

図 5　瀬島医師（小木クリニック），災害支援ナース（長野県）と共に
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―特集〔国内・国際災害医療と日本医大：令和 6年能登半島地震とガザ紛争対応報告（10）〕―

令和 6 年能登半島地震における超急性期からの 
ニーズの変遷に沿った薬剤師の継続的な医療支援活動報告

長原新太郎　　加藤あゆみ　　稲毛　俊介 
小川　惟弘　　栗原　有貴　　伊勢　雄也

日本医科大学付属病院薬剤部

緒　言
　東日本大震災以降，災害現場における薬剤師の活動
はより重要視され，その業務も多岐にわたっている1．
令和 6 年能登半島地震において，日本医科大学付属病
院（以下当院）は発災 2 日目から 23 日目まで能登町立
小木中学校避難所（以下避難所）にて 8 隊が継続的な
医療支援活動を行い，その内 5 隊に 5 名の薬剤師が参
加した．
　今回の一連の派遣において現地の医療ニーズに応じ
た薬剤師のそれぞれの支援活動について報告する．

活動内容
　1．2次隊：小木クリニックとおぎ薬局の保険診療再
開への支援活動
　1 次隊から薬剤師の需要ありとの情報共有があり 2
次隊より継続的な薬剤師の出動が決定した．2 次隊は
発災 4 日目から医療支援活動を開始し，まずは避難所
にて常用薬の途絶している患者が急増していることを
踏まえ，近隣の地域医療を一手に担っている小木クリ
ニック，門前のおぎ薬局と協議し，薬局の再開の目途
が立つまで，薬局業務を支援することで保険診療の再
開を目指すことを決定した．診療再開に際して患者の
保険情報を集約するための「お薬処方の為の同意書」
を作成し，常用薬や保険情報などの集約，後の保険請
求に備えた．クリニックでの診察を経て薬局での調剤
という通常に近い形式での診療を早期に再開すること
ができた．
　薬局の被害は甚大であり，散乱した薬剤や書類を整
理するなどの復旧作業を含め，初日は当院派遣薬剤師
のみで業務全般を行った．クリニックの診療時間は午
前 10 時～12 時とし，調剤は薬局で行い，投薬は小木
中学校内救護所で行った．救護所に投薬コーナーを設
置し，個人情報に配慮した投薬と服薬指導に努めた．
翌日からおぎ薬局の薬剤師が合流し，医薬品卸会社と
も連携再開の手続きを取り，薬局への薬剤供給体制を

整備した．
　診療再開日に 26 名，翌日に 34 名の常用薬の調剤と
投薬を実施し，早期の診療再開により避難者の常用薬
服用中断期間を短縮することで災害関連死の防止に寄
与できたと考える．

　2．3次隊：新型コロナウイルス感染対策
　3 次隊活動開始時点（発災 7 日目）までに，避難所
内で新型コロナウイルス感染者（以下コロナ陽性者）
が複数発生しており，隔離対応が行われていたが，活
動中も避難所内外でコロナ陽性者数は増加を続け，対
応の早急な見直しを迫られた．
　まず，DMAT事務局に感染制御の専門知識を有する
医療チームの派遣を打診し，感染対策チーム（Infection 
Control Team：以下 ICT）が現状を確認することと
なった．ICT の看護師が現場でサーベイランスを実施
し，助言を行った．小木地区はコロナの風評被害が非
常に大きい地域であったため，一般の避難者には感染
の情報はあえて十分開示されていなかった．そのため，
室内の換気や手指消毒等の感染予防策が積極的に行わ
れず，さらなる感染の蔓延が危惧されていた．ICT の
看護師と協働し，すべての避難者に感染症に関する情
報と基本的な感染予防策を周知した．その結果，避難
者の感染予防に対する意識は明らかに向上した．
　さらに，隔離エリアの内外を行き来することなく，
配膳，トイレ清掃，ごみ収集等を，隔離避難者自らが
行うことができる運用の策定や，さらなる感染者増加
に対応するために，隔離部屋を増室するなど，環境整
備を行った．
　感染症蔓延初期に適切な介入を行ったことで，地区
全体の感染コントロールに寄与できたと考えられる．

　3．5次隊：新型コロナウイルス感染者の増加による
薬剤不足の懸念からの約束処方の策定
　これまでの医療チームの介入により，避難所内の医
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療提供は組織化されており，疾病者に対し適切な対応
ができる環境が整備されていた．一方で多数のコロナ
陽性者の中には，いわゆるハイリスク避難者も複数名
存在していた．避難所の保健衛生環境は依然不十分で
生活不活発病の発症が懸念された．そのためコロナ陽
性者中のハイリスク避難者および精神身体状況の良く
ない避難者を抽出し，保健医療福祉へ適切に繋げる活
動を行った．
　また，救護所内の薬剤は，4 次隊では薬剤師が不在
だったが 5 次隊では薬剤師がすべて投薬を行い，在庫
管理リストを作成し，使用した薬剤の数量把握と適正
な在庫管理を行った．その際，アセトアミノフェン製
剤が足りなくなる可能性が発覚したが，週末で近隣の
おぎ薬局が休診のため借りることも叶わず，新規発熱
患者数の推移も考慮し，頓用 5 回分での約束処方に限
定することを医師に提案し承認された．薬剤師が投薬
や適切な薬剤管理のための介入を行った結果，不足す
ることなく次隊以降へ薬剤を繋ぐことができたと考え
られる．

　4．6次隊：長期化する避難生活がもたらす基礎疾患
の再燃・悪化への対応
　6 次隊は発災 15 日目から活動を行った．避難所内の
コロナ陽性者は減少傾向に転じたが楽観視はできず，
地域医療は再開されていたが限定的だった．避難者総
数は減少していたが，残る者は避難生活の長期化によ
り基礎疾患の増悪が懸念された．コロナ陽性隔離中に
うつ状態が増悪した避難者は，改めて常用薬を確認す
ると抗うつ薬 3 剤を服用しており，隔離中に途切れて
しまうことがわかった．地域医療の再開により，常用
薬の継続はかかりつけ医または周辺の診療所で行うこ
と，隔離中はご家族が自家用車で診療所に出向くこと
を支援者内で取り決めていたが，この患者には頼る家
族がいなかった．さらに，周辺診療所の精神科外来は
休止中で，門前薬局では当該薬は未採用といった条件
が重なった．疾患の性質上，内服の中断や便宜的な変
更は難しく，すでに症状が増悪していることを考慮し，
7 次隊に院内医薬品の持参を依頼した．
　また，心不全などの循環器疾患も留意すべきであり，
6 次隊では避難者有志とともにフレイル予防体操と循
環器専門医師からの心不全兆候についてのミニ講演会
を実施した．その直後，両下肢の浮腫の増悪を訴える
避難者がおり，お薬手帳を確認すると利尿剤を服用中
であることがわかり，救護所での診察から診療所への
紹介に繋いだ．発災後 2 週間程度の時期は基礎疾患へ

の配慮が求められ，常用薬中断の回避が重要であると
実感した．

　5．8次隊：市販薬による薬物療法支援
　支援物資の中に市販薬があり，薬剤師として避難者
からの聞き取りを基に，可能な場合は市販薬で対応し
医師の診察が必要な場合は救護所へ案内した．また，
救護所を受診した方に対しても医師と協議の上，市販
薬による薬物治療支援を実施した．長期化する避難生
活では胃部不快感や不眠の訴えが多く，一例ではある
が胃部不快感・胸やけ等に対しては制酸剤，健胃剤，
消化酵素などが合剤されている市販薬を選択，不眠に
対しては市販の抗ヒスタミン薬で代替提案し投薬に繋
がった．
　投薬時の工夫として，避難所には高齢者が多く，市
販薬に馴染みが無く，文字が小さく読みづらいなどの
懸念もあり，必要に応じて用法用量や日数をわかりや
すく記載した小袋を作成し，必要な日数分のみを渡し
た．その結果，市販薬に対する不信感軽減や医療チー
ムに対する信頼の向上に繋がったと考える．

考　察
　今回の一連の支援活動を通じて超急性期から現地で
は薬剤師に関連する医療ニーズが継続的に存在しその
役割・活動は多岐にわたった．今回薬剤師を含む当院
の医療チームは発災 2 日目から小木中学校避難所と近
隣の小木クリニック・おぎ薬局と協働し，3 週間以上
にわたり現地のニーズの変遷に沿った支援活動をシー
ムレスな形で行えた．
　今回の継続的な支援を通して薬剤師のニーズは超急
性期から慢性期に至るまで存在し，その職能は幅広く
発揮できることが示された．
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1．	 村木優一：災害時において薬剤師に求められるスキル
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災害支援ナースとしての活動報告

背戸　陽子
日本医科大学付属病院看護部

1．はじめに
　2024 年 1 月 1 日 16 時 10 分石川県能登地方を震源と
する令和 6 年能登半島地震に対するナースの派遣要請
が石川県看護協会から日本看護協会にあり，日本看護
協会より災害支援ナース（以下，支援ナース）が派遣
されることとなった．1 月 12 日より石川県珠洲市立正
院小学校避難所に支援ナースが派遣され，医療支援活
動を行っている．今回，下記メンバーが珠洲市立正院
小学校に派遣されたため，その活動を報告する．

1 月 24 日（水）～1 月 27 日（土）
日本医科大学付属病院　SU/HCU　看護師　茂原
広夏
1 月 27 日（土）～1 月 30 日（火）
日本医科大学付属病院　本館 5 階南病棟　看護師　
背戸陽子

2．避難所の状況
（1）避難所近隣の被災状況

　発災時震度 6 強の地震により，建物は全壊，半壊が
多かった．派遣時は，電気は通電していたが，下水道
が使えない現状にあったため，避難所に給水車が来て
の飲料水の確保，洗濯や入浴なども自衛隊テントで日
別で行えるようになっていた．また，珠洲市立正院小
学校グラウンドで仮設住宅建設の着工が始まっていた．

（2）避難所の年齢区分
　正院地区で 2 カ所の避難所に多くの住民が避難して
いた．発災後の避難所は最大 273 名の避難者がいたが，
2 次避難や自宅に戻る人もおり，1 月 29 日 14 時時点で
96 名（車中泊者を含む）が，避難所生活を送っていた

（図 1）．

（3）発災後からの避難所の 1カ月の流れ
　本部で避難所の 1 カ月の流れと支援状況が共有され
ていた（図 2）．医療面においては発災後 5 日目より石
川県看護協会が支援に入り，12 日より日本看護協会の
災害支援ナースが支援介入となった．

3．活動内容
（1）避難者の健康管理

　1）避難所内の健康状況把握
　ⅰ避難所各部屋の入居者の把握
　避難所内の入退室人数の把握：毎日18時に本部ミー
ティングに医療班として参加．医療班，炊出班，掲示
班，シルバーリハ班，物資班，ゴミ班，見回り班各自
からの報告内容や提案事項を共有した．
　ⅱ避難所各部屋の入居者のカルテ作成および病歴・
服薬状況の把握
　ア）各部屋の入居者の紙カルテを作成し，クリアファ
イルごとに管理した．ラウンド時に聞き得た情報を随
時追記し，引き継いだ．
　イ）朝・晩のラウンド時に現在服用している内服薬
の残数を確認し，この後の薬の確保が可能か否かを確
認した．近隣の医院は内服処方のみ行っていたが，診
察を希望する方は，週 2 回訪問診療している Peace 
Winds Japan（PWJ）につなげた．
　ⅲ避難者の状況把握
　ア）紙カルテ内の病歴や服薬歴を確認し，降圧剤服
用者は血圧測定を行う．病歴に応じた服薬状況（糖尿
病薬，抗凝固薬等）の確認を行っていた．

図1　避難所の年齢区分（車中泊者を除く）（n＝96名）

年齢 人数 年齢 人数

～9歳 2名 65歳以上 56名

10歳～19歳 4名 75歳以上 21名

20歳～29歳 1名

30歳～39歳 5名

40歳～49歳 6名

50歳～59歳 21名

60歳～69歳 14名

70歳～79歳 35名

80歳～89歳 8名
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　イ）複数台の自動血圧計設置に向け，自己健康管理
チェックシートを作成し，印刷して現在血圧測定をし
ている人達に使用を提案した．また，原本を本部のパ
ソコンで管理し，必要時印刷を依頼した．
　ウ）ラウンド時に Disaster Psychiatric Assistance 
Team（DPAT）が介入している方や気になる方を中
心に睡眠状況，排便状況も確認した．排便状況に関し
て，水分摂取量，食事の摂食内容の確認を行った．必
要時に乳酸飲料の促しなどアドバイスを行った．
　エ）炊出しや支援物資の片づけを手伝いながら，雑
談から体調や睡眠状況，現在の思いなどを傾聴した．
必要時，避難所担当の PWJ とも共有した．
　ⅳ感染者の健康管理
　COVID-19 感染症罹患者はテント隔離されていたた
め，テント内の環境整備および飲食提供，体調管理，
周囲の方々の体調管理等を隔離介助の 28 日まで実施
した．
　ⅴ避難所内外での健康相談
　片付けの際のけが処置や風邪症状・便秘などの服薬
希望者への聞き取りおよび内服薬の提供および注意事
項を説明した（避難所にある程度の市販薬が支給，常
備されていた）．
　ⅵ統括本部への避難所情報のスプレッドシートを用
いた共有
　2）各チームとの協働
　ⅰ PWJ
　ア）避難所支援担当者との情報共有

　不足している医療資源（セルフケアに向けての自動
血圧計，血糖測定器，うがい場用バケツ等），避難所内
の健康状況（避難者のカルテの共有），環境面（衣・
食・住）についての共有を図った．
　イ）診療補助
　1 週間に 2 回の診療に対し，避難所内外で受診を希
望される方の診察へのつなぎ，バイタルサイン測定，
処方薬の説明を行った．
　ⅱ DPAT
　発災後からの避難者の言動や行動から DPAT への
介入が必要な方々の共有，必要時に面談依頼や実際の
関わり方法のアドバイスをもらい，カルテ内で共有し
た．
　ⅲ JAPN DISASTER Rehabilitaion Assistance 
Team（JRAT）
　高齢者が多い中で，避難所内のトイレ環境をラウン
ドに同行し，必要時アドバイスをもらった．
　ⅳDMAT統括本部およびPWJとのミーティングで
近隣の避難所支援が縮小していく中での今後の避難所
支援方法を共有した（写真 1）．
　3）シルバー体操
　民生員が中心となり週 2 回に実施（写真 2）．朝のラ
ウンド時に各部屋を回り，シルバー体操の参加へ声掛
けを行った．
　ⅰ参加者の健康チェック（体操前後の血圧測定，脈
拍等），体操後の水分摂取への説明（乳製品飲料や野菜
飲料等の摂取の促し）．

図 2　発災後からの避難所の流れ

1月 16日（火）
1日（月） 16:10 発災（震度6強）マグニチュード7.6 大津波警報発令 17日（水）
2日（火） 炊出し開始 18日（木）
3日（水） 19日（金）
4日（木） 高圧電気車設置（通電） 20日（土）
5日（金） 野外仮設トイレ（2基） 21日（日）
6日（土） 22日（月）

7日（日） 野外仮設トイレ（3基） 23日（火）

8日（月） 24日（水）

9日（火） 感染症対策強化 25日（木）

10日（水） 26日（金）

11日（木）仮設住宅建設説明会 27日（土）水洗トイレ設置

12日（金）仮設住宅建設着工 28日（日） 2次避難説明会

13日（土）シャワー2基設置開始 29日（月）小学校５限授業開始

2次避難説明 30日（火）水洗トイレ運用開始

14日（日）
2次避難（60名）

31日（水）

15日（月）
小学校授業再開
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　ⅱ水分摂取してもらい，現在の困りごとや体調面な
どの相談が行える場を設けた．

（2）食事面
　炊出しの場合もあるが，炊出し班の疲労もあり，朝・
晩は支援物資からセルフ選択で配食していた．しかし，
糖尿病の方が菓子パンを数個摂取，高血圧の方が朝か
らカップラーメンを摂食している現状もあった．セル
フ選択で提供されている食品から栄養面も含め，バラ
ンスの良い食事がとれるよう働きかけていくよう
PWJ とも共有し，後任者へ引き継いだ．

（3）衛生面
　1）灯油ストーブで暖を取っているが，一酸化炭素中
毒予防の観点から時間を決めて換気を促した．
　2）トイレは部屋ごとの交代で清掃は朝・晩に行わ
れ，清掃状況を確認した．寄贈された水洗トイレの使
用から清掃面で本部清掃班と相談して 30 日から使用
開始となった．
　3）シャワー 2 基の使用状況や聞き取りにより，発災
後から入浴できていない避難者が 5 名いることがわ
かった．本部の方も 2 名入浴できていないことから，
自衛隊風呂などに一緒に行けるよう検討した．

（4）感染対策
　1）1 月 29 日時点では，感染症に罹患した避難者は
いなかった．しかし，避難所生活に慣れてきたためか，
各部屋前の手指衛生消毒剤の減りが少なくなったの
で，改めて手指消毒を促すポスターを作成し，部屋の
入口に掲示した．
　2）避難所の雨漏りにバケツを使用しており，バケツ
が不足していたため，歯みがきやうがいは，段ボール

箱にビニール袋をかけ，夜用ナプキンで吸水し，1 日
2 回（朝・晩）交換を行った．今後は，バケツの補充
および吸水おがくずへ変更することを検討し，後任者
へ引き継いだ．

4．活動を通じて考えたこと
　筆者が活動した期間はすでに発災後 3 週間以上経っ
ており，避難所の方々は様々な面で疲労を感じている
と，会話の中からわかった．その中で避難所の医療支
援が縮小傾向にあり，避難所の方々が様々な面でセル
フケアが行えるように支援方法を変化させる必要が
あった．自動血圧計の設置や自己健康チェックシート
の作成や使用の促し，うがい箱の交換，食事のセルフ
選択などの支援方法を避難所本部と共有しながら進め
ていく必要があると考える．また，集団生活の中で感
染管理に意識して生活が送れるような継続的な働きか
けが必要と考える．

5．おわりに
　避難所での医療支援もフェーズにより変化させる必
要がある．それには，現時点の問題点や現状を避難所
本部や様々な支援チームと共有し，連携をとることが
重要と考える．

（受付：2024 年 4 月 7 日）
（受理：2024 年 7 月 7 日）
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コモンズ表示 4.0 国際（CC BY NC ND）ライセンス（https://
creativecommons.org/licenses/by-nc-nd/4.0/）を採用した．ラ
イセンス採用後も，すべての論文の著作権については，日本医
科大学医学会が保持するものとする．ライセンスが付与された
論文については，非営利目的で，元の論文のクレジットを表示
することを条件に，すべての者が，ダウンロード，二次使用，
複製，再印刷，頒布を行うことが出来る．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

写真 1　�DMAT統括本部隊およびPWJ，災害支援ナー
スとのミーティング風景

写真 2　シルバー体操風景
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令和 6 年能登半島地震における看護師の活動

髙橋　聡子
日本医科大学付属病院高度救命救急センター

はじめに
　2024 年 1 月 1 日に最大震度 7 を観測した能登半島地
震における災害支援活動として，1 月 2 日から 24 日ま
での期間に，日本医科大学付属病院から各災害医療
チームの一員として 7 名の看護師を派遣した．能登町
小木地区の避難所内に設置された救護所で，避難所の
衛生管理と被災者の健康被害の最小化を目的に活動し
た．活動の時系列に沿って被災地で行った看護活動に
ついて報告する．

1．全日本病院医療支援班（AMAT： 
All Japan Hospital Medical Assistance Team） 
先遣隊としての活動（1月 2日～1月 4日）

　1 月 2 日午前中に，AMAT 先遣隊として被災地へ出
動することが決定し，同日 16 時に付属病院を出発し，
22 時 40 分に七尾市立公立病院に到着した．主な活動
としては，被災地内の障害者福祉施設，能登町小木地
区の避難所で医師と協力し，基礎疾患を持っている方
のメディカルチェックを行った．また，約 700 人が避
難をしている避難所の衛生状況の情報収集とアセスメ
ントを実施した．
　被災地の被災状況も分からず，最終的な行先も決
まっていない中での活動であった．避難所には多くの
被災者が身を寄せており，感染症の発生や地震による
外傷など医療ニーズが高い状況であることが明らかに
なった．上下水道が使用できないため，避難所の衛生
管理など避難所運営支援も必要な状況であった．被災
地の医療・保健衛生など全体的なアセスメントは不十
分であったが，まずは限られた医療資源の中で，目の
前の患者に医療提供をすることを優先した．継続支援
の必要を感じ，翌日には AMAT 2 次隊の派遣要請を
行った．

2．AMAT 2次隊としての活動（1月 3日～1月 8日）
　1 月 3 日に付属病院を出発し，4 日に能登町小木中学
校避難所に設置された救護所で 1 次隊より引継ぎが行
われた．避難所内では COVID-19 が発生し，その後発

熱者が増加したため感染拡大防止策を講じた．具体的
には感染症症状がある方と，それ以外の受診希望者の
動線と診療ブースを分け，接触しないよう工夫を行い，
避難所内では定期的な二酸化炭素濃度測定と換気を実
施した．COVID-19 陽性者を避難所内で隔離し，ナー
スコールの配置や検温を行い，異常の早期発見に努め
た．その他にも医療施設への患者搬送や，既往に精神
疾患を有する避難者への対応など，多岐にわたる保健
医療活動を実施した．
　感染症対策や限られた医療資機材を用いて医療提供
を行うには，臨機応変な対応が求められた．また，被
災者に寄り添いコミュニケーションをとることで，大
変な状況であるが，復興に対する希望を共有しながら
活動を行うことの重要性を感じた．

3．東京都日本医師会災害医療チーム 
（Japan Medical Association Team；JMAT） 
JMAT 1次隊としての活動（1月 9日～13日）

　前の隊より COVID-19 へ罹患した避難者が増加して
いるとの情報があり，感染拡大防止と罹患者の重症化
の早期発見，生活援助が主な業務となった．避難所で
ある中学校の 2 階と 3 階の教室を男女別の隔離室とし
て使用し，1 日 3 回の回診に加え，頻回に巡視ラウン
ドを行い罹患者の状態把握に努めた．巡視ラウンド時
には検温の他，食事摂取量や飲水量を確認し，日常生
活動作に介助が必要な方に対し，食事介助や口腔ケア，
内服支援などの介入も行った．また，活動量が少ない
療養者には深部静脈血栓症を予防するために臥位で下
肢の運動を指導し，歩行可能な方には隔離スペース内
を歩行するよう促した．しかし，COVID-19 の罹患者
が 25 名まで増加し，看護師 1 人で介入を行うには限界
があるため，療養者にも協力を得ながら環境整備やト
イレ周囲の衛生環境改善を計った．避難所全体の衛生
管理と避難者の健康管理を行うためには，マンパワー
が必要であり多職種やボランティアの方と協力してゆ
く必要があると感じた．
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4．JMAT 2次隊としての活動（1月 12日～15日）
　引き続き感染拡大を防ぐために，他の災害派遣チー
ムと協働して避難者が健康を維持しながら避難生活を
継続できるよう支援を行った．長野県災害支援ナース
が避難所に派遣されたことから，COVID-19 隔離室で
の日常生活支援と避難所内での生活不活発病および深
部静脈血栓症（DVT）予防など，役割分担が可能と
なった．COVID-19 罹患者で基礎疾患があり今後重症
化のリスクが高い被災者 4 名については，医療調整本
部を介して入院や広域医療搬送を行い，災害関連死の
予防に努めた．能登町は高齢化率 50％であり，日常生
活において支援や見守りが必要な方が多く，地元保健
師や DWAT，DHEAT と情報共有を行い福祉避難所
の早期開設を提案した．避難所救護所が閉鎖しても地
域住民が安心して医療を受けられるよう，地元医療機
関とも連携し，災害医療チームの支援を受けながら診
療ができるよう調整を行った．
　今回の活動を通して住民が被災地内で健康維持がで
きるよう，地域医療を支えることの重要性と，質が担
保された息の長い支援の必要性を感じた．

5．JMAT 3次隊としての活動（1月 15日～18日）
　発災から 2 週間が経過していたが，断水が続いてお
り，避難者数は 150 名前後で経過していた．現地での
活動は主に発熱相談や COVID 陽性者への対応が多
く，感染拡大防止と療養スペースの整備を継続して
行った．併せて隔離療養が必要な場合でも，自宅損壊
により帰宅が難しい被災者も多数いたため，病状や自
宅損壊の程度に応じて療養場所の選定や調整などを
行った．災害派遣精神医療チーム（DPAT：Disaster 
Psychiatric Assistance Team）や JRAT（Japan 
Disaster Rehabilitation Assistance Team）の介入が開
始された時期でもあり，複数の医療支援チーム間で情
報共有を行い，支援に対する共通認識を持ちながら活
動にあたった．避難所ごとに医療や人員，支援提供に
大きく差があったことが非常に印象深かった．この差
を解消するために避難所責任者や DMAT 本部および
JMAT，地域の診療所，行政で情報共有と連携を密に
行うことで，医療サポートが十分でない避難所からも
安心の声があがっていたことを聞き，限られたリソー
スを適切に分配することの重要性を認識した．
　今回の活動を通して，災害のフェーズに合わせた
様々な医療支援チームや介護・行政と連携し，地域や
被災者に寄り添いながらも被災地のレジリエンスを高
めるような関わりが重要であると感じた．

6．JMAT 4次隊としての活動（1月 18日～21日）
　JMAT 4 次隊としての主な活動は，避難者の健康状
態と服薬状況のリスト化と福祉避難所開設に伴う衛生
環境の整備，福祉避難所の巡回診療の確立であった．
避難者の方から話を聞く中で，食物アレルギーのある
子供への対応や，女性特有の健康問題についての相談
を受け，年齢に関係なくそれぞれに健康問題を抱えて
いるものの我慢している人が多い印象を受けた．福祉
避難所における感染症対策では，使用できる物資に制
限がある中で，対応を検討する必要があった．また，
運営スタッフも災害派遣チームとして来ており数日ご
とにチームが入れ替わるため，質が担保された継続的
な支援を行うことの難しさを感じた．
　フェーズによっても必要とされる支援は変化してい
くため，一方的な支援とならないよう，地域の方や避
難者の話を聞きながら信頼関係を構築していくことが
大切だと感じた．

7．JMAT 5次隊としての活動（1月 21日～24日）
　避難所救護所を閉鎖する撤収隊としての活動を実施
した．活動内容は，主に福祉避難所の巡回と避難所の
健康相談室として活動を続ける災害支援ナースへの引
継ぎであった．また，活動の中で地域医療を担う医師
の往診に帯同し，外来診療から在宅医療まで幅広く活
動しており，地域医療を担う医師の負担軽減が必要だ
と考えた．災害支援ナースへの引継ぎとしては，感染
症患者の早期発見と隔離対応について継続支援を依頼
した．また，福祉避難所での感染予防策を福祉支援チー
ムの方々と共有した．
　医療ニーズや災害のフェーズが変わっていく中で，
それぞれにニーズに対応した関わりが必要であると感
じた．

おわりに
　被災地のフェーズに応じた被災者のニーズを抽出
し，被災地内での健康被害が最小限に抑えられるよう，
それぞれが様々な災害医療チームと連携・協働しなが
ら被災者に寄り添った支援を実施することができた．
庶務課をはじめ，臨床検査部，栄養科などロジスティッ
ク部門の方々の支えがあり，より有益な支援を実施す
ることができ，後方支援の重要性を改めて認識した．
　今後も被災者に寄り添った支援が提供できるよう，
院内各部署と連携しながらスタッフの育成および，派
遣での学びを共有してゆきたい．
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能登半島地震支援へ派遣された災害医療チームの構成と看護師名簿
派遣期間 災害派遣チーム チーム構成 看護師氏名（所属　※派遣当時の所属）
1/2～1/4 AMAT 1 次隊 医師：2 名

看護師：1 名
救命士：1 名

村松　暖香（高度救命救急センター）

1/3～1/8 AMAT 2 次隊 医師：2 名
看護師：1 名
調整員：1 名（薬剤師）
救命士：1 名

井出　将司（高度救命救急センター）

1/9～1/13 JMAT 1 次隊 医師：1 名
看護師：1 名
調整員：1 名（放射線技師）
救命士：1 名

福嶋　宏（中央手術室　主任看護師）

1/12～1/15 JMAT 2 次隊 医師：2 名
看護師：1 名
調整員：1 名（薬剤師）
救命士：1 名

高橋　聡子（高度救命救急センター　看護係長）

1/15～1/18 JMAT 3 次隊 医師：2 名
看護師：1 名
調整員：1 名（薬剤師）
救命士：1 名

小村　彩乃（外科系集中治療室）

1/18～1/21 JMAT 4 次隊 医師：2 名
看護師：1 名
調整員：1 名（放射線技師）
救命士：1 名

京谷　夏実（高度救命救急センター）

1/21～1/24 JMAT 5 次隊 医師：2 名
看護師：1 名
調整員：1 名（薬剤師）
救命士：1 名

竹洞　友香（高度救命救急センター）

（受付：2024 年 4 月 7 日）
（受理：2024 年 7 月 11 日）

日本医科大学医学会雑誌は，本論文に対して，クリエイティブ・
コモンズ表示 4.0 国際（CC BY NC ND）ライセンス（https://
creativecommons.org/licenses/by-nc-nd/4.0/）を採用した．ラ
イセンス採用後も，すべての論文の著作権については，日本医
科大学医学会が保持するものとする．ライセンスが付与された
論文については，非営利目的で，元の論文のクレジットを表示
することを条件に，すべての者が，ダウンロード，二次使用，
複製，再印刷，頒布を行うことが出来る．
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―特集〔国内・国際災害医療と日本医大：令和 6年能登半島地震とガザ紛争対応報告（13）〕―

放射線科の活動報告と所感

平井　国雄　　大湾　朝仁
日本医科大学付属病院放射線科診療放射線技師

はじめに
　当院では発災翌日から約 3 週間にわたり能登町内の
小木中学校避難所内の救護室を拠点に，被災者と寝食
を共にしながら，計 8 隊の医療チームが交代でシーム
レスな医療を提供した．
　放射線科からの業務調整員の派遣期間を以下に示す．
　① 4 次 隊（JMAT（Japan Medical Association 
Team）先遣隊：1 月 9 日～13 日）
　② 7 次隊（JMAT4 次隊：1 月 18 日～22 日）

1．業務調整員とは
　本邦における災害医療派遣チームは，医師・看護師，
左記以外の病院職員が担う業務調整員からなり施設単
位で編成される．その中でも病院組織に存在しない業
務調整員への認知度や理解度は極めて低い．業務調整
員の活動場所は本部支援と現地での医療支援に大別さ
れ業務内容は多種多様で幅広い（表 1）．
　また，物資の調整管理や環境整備なども担うことか
ら，ロジスティクスの略で通称「ロジ」と呼ばれるこ
とが多い．ロジスティクス（logistics）とは日本語で

「兵站」と訳され，「後方支援」や「資機材の補給・調
整・管理」などを意味する軍事用語である．
　業務調整員は，各々が持つ能力（ロジ力）である「気
配り・機転・機敏（ロジの 3K）」を最大限に発揮し，
限られた資源である「情報・モノ・コト」を駆使，調
整，管理し，災害医療を支える．つまり「チームが安
全でベストな医療ができる環境を提供し維持する」の
が役目であり，この能力はチームの医療支援の成果を
大きく左右する．日頃から高いモチベーションを持っ

て「ロジ力」をブラッシュアップしておくことが重要
となる．

（業務調整員を構成する職種の一部）
・薬剤師※	 ・理学療法士
・救急救命士※	 ・作業療法士
・診療放射線技師※	 ・言語療法士
・臨床検査技師	 ・‌�非医療従事者（病院事務職）
・臨床工学技士		  など

※日本医大 JMAT として派遣に参加した職種

2．災害時における診療放射線技師のニーズ
　災害のフェーズは超急性期を脱していたものの，
EMIS（Emergency Medical Information System）や
ISUT（Information Support Team）が提供するサイ
トには，断水，電力不足，通信回線の不安定，奥能登
一帯の分断された道路状況などが示されており，先遣
隊からは「電力不足で地域唯一のクリニックで X 線撮
影ができず患者の受け入れに制限が出ている」との情
報を得ていた．
　そのため，分解して専用キャリーバック 1 つに収納
できる災害時対応の超軽量小型ポータブル X 線装置
を準備した（図 1，2）．しかし，移動に使うドクター
カーのラゲッジスペースと他の医療資機材との優先順
位を検討し，今回の支援での持ち出しは見送りとなっ
た．これにより被災地では業務調整員としての活動に
専念することとなった．
　また，活動開始時期には電力事情も改善し，前出の
クリニックでの X 線撮影も再開の見通しがついた．そ

表 1　業務調整員の活動範囲の一部

・各本部活動（被災地の情報収集，ニーズの調査，医療チームの調整など）
・活動環境/生活環境の整備（整理整頓，レイアウト，清掃，食糧調達 ･ 準備）
・通信連絡手段の確保（衛星電話や Wi-Fi 環境の確立）
・情報の収集・整理・発信・管理や活動記録（クロノロジー，活動の記録写真）の作成
・医師・看護の診療業務補助，その他
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のためクリニックの医師には混乱によって職員に疲弊
が見られるようであればいつでも支援に向かう旨を申
し出た．
　ちなみに災害時の診療放射線技師のニーズとして
は，国際緊急援助隊医療チーム（以下，JDR）に代表
される屋外専用スペースでの X 線検査（図 3，4），被
災医療機関の診療放射線技師との連携支援，緊急被ば
く医療におけるサーベイなどがある．

3．職種の違いによる活動内容の特徴
　今回の活動において業務調整員間でも専門資格の違
いによって主業務の違いが見られたので以下に示す

（太字）．
　・薬剤師（1．門前薬局補助，2．救護室薬剤管理，
3．情報管理，他）
　・救急救命士（1．車両管理，2．巡回診療補助，3．
救護室診療補助，4．情報管理，他）
　・診療放射線技師（1．情報管理，2．救護室診療補
助，3．巡回診療補助，他）

4．  避難所救護室における終日業務とタイムライン（緊
急臨時会議は除く）

　派遣期間において診療放射線技師が担った活動内容
を終日業務とタイムライン別に示す．

（終日業務）
　・救急外来の補助業務および記録撮影
　・環境整備（清掃，救護室，療養教室レイアウトな
ど）
　・情報管理（情報ツール：EMIS，J-SPEED，ISUT，

Web クロノロなど）
　・活動日報作成など

（タイムライン）
7：00	‌� 医療班会議/救護室（JMAT，瀬島（小木クリ

ニック院長），災害支援ナース）
8：00	‌� 避難所会議/本部（本部員，役場職員，医療

班，地区内各班長，避難者代表，他）
8：30	‌� DMAT 会議（Web）

体育館巡回/補助業務（撮影記録含む）
療養教室巡回/補助業務（患者対応・撮影記録
含む）
周辺避難所巡回/補助業務（撮影記録含む）
福祉避難所巡回/補助業務（撮影記録含む）

17：00	‌� 能登町保健医療福祉調整本部会議/能登町役
場（DMAT，日赤救護班，JMAT，DPAT，
DHEAT，DWAT，JRAT，災害支援ナース，
など能登町内で活動する全医療チームの代表
者）

18：30	 JMAT 本部会議（Web）
20：00	 体育館巡回

療養教室巡回
事務処理作業など（職種別）

5．高齢陽性者とその家族への対応
　奥能登で進む過疎化の影響は避難所内においても如
実に現れていた．発災 10 日目から体育館の避難者を中
心に新型コロナ感染症者が急増，中でも陽性となった
要介助者や認知症高齢者への隔離対応に苦慮した．

図 1　
図 2　
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　特に注意を要したのは認知症の感染者による徘徊
で，隔離教室を出て，体育館へ戻っていたり，深夜に

「仕事へ行く」と行って外出しようとする例や避難所を
出たまま行方がわからず警察へ対応を要請した例も 1
件あった．
　また，親が隔離療養中の家族から「親の様子を見て
きて欲しい」，「避難所の食事は口には合わないから，
これ（好物）を渡して欲しい」など親への気遣いに係
る要望も多数受けた．さらにこの頃になると避難者に
精神的疲労の様子が強く見られ，巡回に訪れたDWAT

（Disaster Welfare Assistance Team：災害派遣福祉
チーム）に対して避難生活や介護生活の不満を吐き出
す，認知症の高齢家族をひとり残して避難所を去って
しまう，食糧や食事に関する避難者間での小さなトラ
ブル，など様々な案件が発生した．しかし，すべて一
時的なトラブルで解決した．

6．地域性・住民性・方言への対応
　11 日に行われ医療班会議において瀬島院長から小
木地区の地域性・住民性・方言などへの対応について
説明があった．特に問診で症状を確認する際において
高齢者が使う方言には大変苦慮した．言葉の訴えと合
わせてジェスチャーによる症状説明がなければ分から
なかった．

（地域性・住民性）
　他者や周囲に対し気を遣う，我慢をする傾向があり，
大丈夫ではないのに「大丈夫」ということが多々ある．

「大丈夫」でも「大丈夫ではない」という視点から診療

を行う．
（方言の一例）
　「ちきない」と訴えている→「辛い」「病気で辛い」
ということを伝えている．
　「はしかい」と訴えている→「かゆい」「むずむずす
る」ということを伝えている．

7．外国人避難者への対応
　能登町各地域には多くの外国人技能実習生がおり，
支援先にも複数のベトナム人実習生が身を寄せてい
た．救護室では 20 代の女性実習生 2 名に診療を行っ
た．氏名年齢などの確認は日本語で行えたが，症状に
ついての込み入った説明や医療用語を用いてのコミュ
ニケーションは困難で，問診は翻訳トークアプリを介
して行った．度々誤訳が表示され四苦八苦する場面で
は，緊張気味の彼女達を和ませるよいツールになった．

8．最後に
　甚大な被害を受けた過疎地域での医療支援を経験し
た．われわれはそこで高齢化社会の深刻さを目の当た
りにした．移動中，多くの倒壊家屋や「危険家屋」の
赤紙が貼ってある家屋を見かけた．それはどれも重い
瓦屋根の古びた家屋ばかりであった．若い人が多く住
み，新しい家に建て替え，コミュニティがもっと発達
していたら…そう考えながら，また奥能登の人たちの
ために奥能登の医療を守りに来たいと思った．

（受付：2024 年 4 月 7 日）
（受理：2024 年 7 月 26 日）

図 3　（JICA 提供 転載禁止）
図 4　（JICA 提供 転載禁止）
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―特集〔国内・国際災害医療と日本医大：令和 6年能登半島地震とガザ紛争対応報告（14）〕―

日本医科大学武蔵小杉病院　第 5 次 DMAT 隊活動報告

田上　　隆1,2　　井上　潤一1,2

1 日本医科大学武蔵小杉病院救命救急科 
2 日本医科大学救急医学教室

1．背　景
　令和 6 年の能登半島地震に際し，日本医科大学武蔵
小杉病院（神奈川県）は 2024 年 1 月 11 日から 18 日ま
で，病院として第一次隊の日本 Disaster Medical 
Assistance Team（DMAT）活動を実施した．本稿で
は，その活動内容を経時的に紹介する．

2．派遣要請
　われわれは 2024 年 1 月 1 日の災害直後から，派遣要
請に随時対応できるよう，日本 DMAT の資格を持つ
スタッフで勤務スケジュールの共有と調整をスプレッ
ドシート上で行っていた．2024 年 1 月 10 日 17 時 50
分，神奈川県医療危機対策本部室を通じて，厚生労働
省 DMAT 事務局から「DMAT（5 次隊）の派遣要請」
を受けた．院内でのメンバー選定や医師の外勤を含む
勤務調整を経て，同日 21 時までに EMIS に参加表明
した．同日 22 時 52 分には神奈川県医療危機対策本部
室から派遣決定の通知が届き，派遣が確定した．

3．メンバー構成と役割
　図 1は日本医科大学武蔵小杉病院における DMAT
の組織図を示している．組織は病院長を頂点に，

「DMAT 支援調整本部」，「後方支援チーム」，および

「派遣チーム」から構成されている．さらに，薬剤部，
食料科を含む多くの部署が準備段階から協力していた．
　DMAT 第 5 次隊の派遣チームは，想定されたミッ
ションを考慮して，田上隆（医師・リーダー・救命救
急科），片山雄介（看護師・会計担当・ICU），藤掛敬
史（看護師・チーム健康管理担当・救命救急病棟），小
峰達也（業務調整員・副リーダー・救命救急病棟）の
4 名で構成され，各メンバーの役割はそれぞれの専門
性に基づいて割り当てられた（図 2）．なお，小峰は看
護師資格を取得前に救急救命士として日本 DMAT 隊
員となり，その後業務調整員として日本 DMAT に登
録されている．

4．派遣先
　2024 年 1 月 11 日（木），DMAT 事務局から以下の
通り連絡があった．
　参集時刻：1 月 12 日日没まで
　参集場所：石川県珠洲市生活サポート部会（珠洲市
健康増進センター，石川県珠洲市飯田町 5-9）
　活動場所：珠洲市総合病院
　珠洲市総合病院は地域唯一の総合病院であり，163
床を有している1．多くの職員が自宅を被災し，避難所
からの通勤や病院内での宿泊を余儀なくされていた．
病院の機能は辛うじて維持されていたが，スタッフの

図 1　日本医科大学武蔵小杉病院 DMAT 組織図
図 2　派遣メンバー

左から田上，藤掛，小峰，片山
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疲労が顕著だったため，病棟の運用を 40 床に縮小して
対応していた．電力供給は確保されており，利用可能
だった．しかし，水道に関しては，55 トンの貯水槽が
約 53 トン使用されており，自衛隊による毎日の補給で
対応していた．手洗い用の水の使用を制限し，アルコー
ル消毒液での代用が行われていた．

5．日　報
　2024年 1月 11日（木）
　朝 8 時に病院に集合し，活動に必要な準備を開始し
た．これには医療機器と資材の点検および個数確認，
生活環境の確保に関する情報不足への対応が含まれて
おり，標準装備に加えて生活用品と防寒具の収集作業
も行った．衛生材料や薬品の準備に加え，食事や現地

で必要となる寝袋や衣類などの生活用品の調達と購入
を行い，これらの物資を救急車に積み込んだ．14 時 40
分に金沢市内のホテルへ向けて出発し，23 時 48 分に
ホテルに到着した．

　2024年 1月 12日（金）
　8 時 25 分に派遣チームと後方支援チームとのウェブ
ミーティングを実施した後，金沢市内のホテルから
DMAT の参集拠点である珠洲市保健医療福祉調整本
部へ向けて出発した．能越自動車道徳田大津 IC から
一般道に入ると，倒壊した家屋やひび割れ，隆起した
道路が目についた．途中で交通渋滞や悪路に遭遇した
が，珠洲市保健医療福祉調整本部には 15 時 22 分に到
着した．調整本部からの指示を受けて，珠洲市総合病
院での支援活動を行うために移動した．珠洲市総合病
院に到着後，DMAT隊の全体ミーティングおよび看護
師ミーティングに参加し，活動内容などを共有した後，
活動を終了した．チームで持参した病院非常食を食べ，
当隊に与えられたスペースでヨガマットを敷き，寝袋
で就寝した（図 3）．

　2024年 1月 13日（土）
　珠洲市総合病院指揮所で行われた朝の DMAT リー
ダーミーティングで，13 日の各チームの役割が確認さ
れ，日本医科大学武蔵小杉病院の担当が患者搬送に決
定された．
　担当の患者は，80 代男性で胆管炎および敗血症性
DIC を患っており（図 4），精査および加療のため，搬図 3　寝袋を用いた就寝イメージ

図 4　
A 患者搬送
B 救急車内での診察
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送先は石川県立中央病院に設定された．12 時 26 分に
珠洲市総合病院を出発し，搬送が開始された．搬送中，
道中で吹雪に見舞われ，積雪や道路の亀裂，崩落があ
り，前日まで通行可能だった道路が通行止めや迂回を
余儀なくされるなど，困難な状況が発生した．ホワイ
トアウトに近い環境下での安全管理が常に必要であっ
た（図 5）．通行止めに際しては，迂回路を選択し，走
行中に道に迷った際は地元の方が誘導してくれ，無事
に走行可能なルートに戻ることができた．金沢市内に
入る手前で，珠洲市総合病院活動拠点本部から金沢大
学付属病院への搬送先変更の連絡があった．17 時 32
分に金沢大学付属病院に無事到着した．金沢 DMAT
に引継ぎを行い，この日の搬送ミッションを終了した．
その日は金沢市内に宿泊した．

　2024年 1月 14日（日）
　指揮所の指令に基づき，金沢市内のホテルを出発し，
能美市の宿泊施設経由でパトリア（七尾市七尾駅前に
ぎわい館）へ向かい，そこで支援物資を受け取り，そ
の後珠洲市総合病院への物資搬送を実施した．9 時 07
分にパトリアに到着し，担当者と協力して当院の救急
車に食料，水，衛生用品などの支援物資を搬入した．
9 時 40 分に搬入作業を完了し，珠洲市総合病院へ出発
した．
　14 時 15 分に珠洲市総合病院に到着後，支援物資を
車内から病院内の指定場所へ降ろし集積した．19 時
頃，他のチームと共同で搬送した物資の仕分け作業を
行った．
　医師と看護師は 21 時から翌 9 時までの間，救急外来
支援業務を担当することになった．業務調整員は支援
指揮所業務についた．

　2024年 1月 15日（月）
　朝 5 時から 9 時までの救急外来勤務中，近隣の避難
所に避難している COVID-19 陽性者や発熱患者からの

問い合わせが多数あった．救急車の受け入れ要請が 2
件あり，地域の事情から近隣に病院がないため，すべ
ての患者を受け入れた．救急車要請の際には受け入れ
要請の連絡があったが，来院には 30 分から 1 時間程度
かかる場合もあった．今回の勤務中に搬送されること
はなく，日勤勤務の他の DMAT 隊に申し送りを行い，
救急外来の診療支援を終了した．
　午後は，他部隊が搬送した支援物資の荷下ろしと仕
分け作業を手伝い，業務を終了した．

　2024年 1月 16日（火）
　田上，藤掛，小峰は患者搬送を担当し，片山は災害
支援ナースチームの交代に伴い，珠洲市総合病院で病
棟支援の業務を行った．
　9 時 34 分に珠洲市総合病院を出発した患者は 90 代
男性で誤嚥性肺炎を患っていた．高齢で認知症もあり，
意思疎通が困難で，せん妄状態（ICDSC6 点）だった．
四肢末梢にはチアノーゼが著しく，SpO2 モニターで
は測定不能だった（入院時から測定不能）．そのため，
酸素をカヌラ 1 リットルで投与して搬送した．搬送中
は患者の呼吸状態に注意しつつ，せん妄状態の緩和の
ために様々な声掛けを行い，手を握ることで落ち着か
せながら搬送した．途中，珠洲市総合病院活動拠点本
部から城北病院への搬送指示があり，12 時 48 分に城
北病院に到着し，申し送りを行って業務を終了した．
当日は金沢市内のホテルに宿泊した．
　病棟支援業務では，内科外科および COVID-19 患者
がいる混合病棟に配属された．病院は患者数を減らし
ており，当時の病床は 4 床で，2 名の患者は自宅退院
または転院搬送が決定していた．肺炎や心不全の患者
2 名と COVID-19 患者 2 名が入院していた．転院搬送
患者の清潔ケア，搬送準備，昼食の配膳下膳，点滴投
与などを行った．この時看護師 4 名，看護補助者 3 名
で勤務していたが，他病棟の閉鎖により他部署からの
看護師や看護補助者もいた．職員の中には車中泊をし
ている者もおり，医療従事者も被災者であり，疲弊し
ている状況だった．

　2024年 1月 17日（水）
　田上，藤掛，小峰は 7 時に金沢市内を出発し，珠洲
市総合病院へ向かった．12 時 53 分に珠洲市総合病院
に到着し，片山と合流した後，使用したスペースの清
掃などを行った．その日は金沢への救急車での搬送が
なかったため，14 時 25 分に珠洲市総合病院での活動
は終了となった．

図 5　搬送中の状況
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　2024年 1月 18日（木）
　8 時に金沢市内のホテルを出発し，16 時に日本医科
大学武蔵小杉病院に到着した．移動距離は 507 km
だった．病院へ帰還した旨を報告し，資器材の片付け
などを行い，業務を終了した．活動期間中の総走行距
離は 1,927.7 km だった．

6．結　語
　日本医科大学武蔵小杉病院の DMAT チーム（第一
次隊）は，石川県珠洲市において第 5 次日本 DMAT
隊として派遣された．本隊は主に搬送業務と病棟救急
外来での診療支援を担当し，全隊員は任務を無事完遂
し，健康状態を維持しつつ帰院することができた．病
院の後方支援を含め，広範な支援を受けたことに対し，
隊員一同心からの謝意を表する．本活動により得られ
た経験は，災害医療活動における貴重な知見として院

内外で共有され，将来的な災害対応の質の向上に寄与
させていきたい．

文　献

1．	 珠洲市総合病院ホームページ．https://www.city.suzu. 
lg.jp/site/suzuhp/1367.html.
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―特集〔国内・国際災害医療と日本医大：令和 6年能登半島地震とガザ紛争対応報告（15）〕―

日本医科大学武蔵小杉病院 DMAT 2 次隊（神奈川 DMAT　6 次隊）

渡邊　顕弘
日本医科大学武蔵小杉病院救命救急センター

日本医科大学武蔵小杉病院
日本医科大学武蔵小杉病院 DMAT　2 次隊（神奈川県
DMAT　6 次隊）
渡邊顕弘　救命救急センター　救命科医師
門馬　治　救命救急センター所属　看護師
山本沙織　救命救急センター所属　看護師
宮上和也　救命救急センター所属　救急救命士
後方支援：‌�萩原鈴香（救命救急センター所属　救急救

命士），DMAT 隊員
DMAT 支援調整本部：‌�井上潤一（救命救急センター

長，副本部長） 
谷合信彦（武蔵小杉病院病院
長，本部長）

出動期間：2024年 1月 26日～30日
　背景：神奈川県の方針にて上記期間に A～C の 3 つ
の業務引継ぎを行う Line を設定．われわれは能登中部
保健福祉センター内の能登中部保健医療福祉調整本部
に属し，チーム運用班のリーダー業務を引き継ぐこと
となった．震災後約 1 カ月弱と急性期を過ぎ，約 200
人の死亡者を出した珠洲の属する能登北部と，そこま
での被害はないにせよ断水が継続するなか，崩壊した
地域医療が戻りつつある能登中部と，上記 2 地区から
の患者受け入れと平常の医療ニーズにより医療福祉緊
急事態宣言を出した県南部地域とに分かれている状況
であった．そのため，能登中央から石川中央に搬送し
た入院患者および施設の入所者を中部に戻し県南部の
過負荷を軽減する方針となっていた．そこで南部から
の患者や入居者に対し，中部地域の能登中央総合病院
をはじめとした主要病院への受け入れを見越した病院
機能復興に向けた病院支援と，福祉施設の特に入浴を
中心とした施設状況の把握とニーズの抽出を行ってい
る状況であった（図 1）．
　準備：当院では DMAT 派遣に際し後方支援として
武蔵小杉病院の谷合院長および救命センター長である
井上副院長が後方支援隊を組織している．また，萩原
救命士がクロノロや日報などを含めた後方支援として
の業務調整を行い，栄養科からは現地での食料として

非常食の提供，薬剤科からは活動隊員に対する配置薬
の準備も行われ，病院全体として支援が行われた．

2024年 1月 26日（1日目）
　午前10時07分に病院を出発．関越から上信越を通っ
て 18 時 34 分に富山県高岡市の宿泊先に到着．車内お
よび宿泊施設にて頻回にミーティングを行いチーム内
での意識の統一を行った．特に門馬隊員からは現時点
における看護師の過負荷に対する現状の確認を行いた
いとの考えがあり，本ミッション内でできる限りその
実現を目指す方針となった．

2024年 1月 27日（2日目）
　朝 8 時前に本部に到着．本部到着時，日本医科大学
救命救急センターの同門である川口医療センターの直
江医師および佐々総合病院の尾本医師も同本部に属す
ることが判明した．8 時の全体ミーティングとその後
行われるリーダーミーティングを経て，運営チームの
引継ぎが行われた．われわれは図 2のように能登中部
保健福祉調整本部における運営チームのリーダーとし
て順天堂医院のチームとともに運営業務を担った．そ
こで，先行隊の藤沢市民病院の澤井医師より DMAT
隊運営リーダーの引継ぎを受けた．澤井医師は日本医
科大学の出身であり，筆者と同期生ということから事
前より連絡を密に取り合うことで業務引継ぎも非常に
スムーズに行えた．前隊より引き継いだミッションは，
能登中部地区の福祉施設の施設状況と入浴サービスに
ついてのアンケートを QR コードで作成，手動ラップ
式簡易トイレのニーズも同時に聞き取りする調査で
あった（図 3）．他，引継ぎ業務に関しては組織図に
のっとり各自行った．
　・受付業務は山本隊員が担当となった．チーム運用
班内での情報共有ができていないことが判明したこと
から，チーム内での情報共有と調整を行う方針となっ
た．また，今後のスムーズな業務引継ぎができるよう
に業務の最適化を行いマニュアルの作成を行う方針と
なった．
　・宮上隊員は DMAT 隊の管理として受付チームと
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調整を行い，現時点での DMAT 隊の活動状況をより
分かりやすくまとめるようにフォームの作成を行う方
針となった．
　・門馬隊員は現在在籍している国際福祉大学大学院
災害医療分野での知識を生かしてチーム内の取りまと
めを行った．

　調査から帰還した DMAT 隊の報告を直接受けてい
く中で川口医療センターの直江医師より有用な報告を
受けた．特に，精神科病院である松原病院において 1
カ月近く経過する中で，職員が休みなしで働いており
入浴もできていないという情報が提供された．われわ
れが引き継いだ福祉施設調査のミッションが翌日には

図 1　出動時の能登中部の状況

急性期

平常医療ニーズ

病院・福祉施設が南に搬送した
地元住民を受け入れることができるか︖

域内搬送で北部・中部より
病院や施設から搬送

①

②

③

医療福祉
緊急事態宣言①

脱却の対策

図 2　能登中部保健福祉本部およびチーム内組織図

能登中部保健医療福祉調整本部組織図
（能登中部保健福祉センター内）

本部長：相川（能登中部保健所長）

事務局補佐リーダー：形部（DHEAT）
DMATロジチームリーダー：三村（事務局）
DMATロジロジリーダー：古田（大阪）

能登中部保健医療福祉調整本部組織図(1/27)

事務局長：圓角/中島（災害コーディネーター）

避難所支援
（感染症対策・DVT対策・メンタル

ストレス対策・生活不活発対）

※敬称略
※順不同
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チーム運用班 組織図 能登中部保健医療福祉調整本部
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DMATチーム運用班リーダー

本部に所属するDMAT隊 14隊の管理を行う
➡ 特に 調査を行う8隊

JRAT帯同の1隊
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完遂することから，新たなミッションの立案にあたり，
発災 1 カ月後の病院および診療所の現状調査を行う方
針とした．当時現地の医療状況として予想される状況
としては，現地の病院およびクリニックはほぼ再開し
ているものの水は通っておらず，診療にも支障がある
中で開院しており，対象患者は避難等で減っているも
のの現地での医療従事者自体も減少している状態で，
当時の医療は何とか運営できている状態であるものの
人的支援が不足している状態ではないかと予想された
ことから，門馬隊員が中心となり現地医療機関の人的
ニーズを調査し，宮上隊員が EMIS に記載されていな
いクリニックに関しての簡略化した建物評価を行うこ
とでより現地の医療状況が把握できると考えられた．
　同日の宿泊はなっちゃんワールドという自衛隊によ
る運営のフェリーに宿泊した．フェリーでは温かいご
飯の提供を受け，シャワーも浴びることができた．ま
た，本部から 5 分程度の距離であり非常に有用であっ
た．

2024年 1月 28日（3日目）
　前日に引き続き残り 20 数施設の調査を継続した．7
隊にミッションを割り振り，1 隊は JRAT（Japan 
Disaster Rehabilitation Assistance Team）への帯同を
依頼した．JRAT は主に避難所を巡回しリハビリ支援
を行うチームであるが，医師が帯同していない際に指

示が出せないため DMAT 隊の医師がその役割を担う
とともに，避難所の把握を行った．また，特殊なミッ
ションとして施設への調査に伴い 2 カ所の施設におい
てはかかりつけ医の対応が困難なこともあり，DMAT
隊に診察の依頼があった．診察の結果緊急搬送は行わ
ず経過観察となった．また，今回の震災においてわれ
われの隊が帰還するまで一度も臨時処方箋は出された
ことはないとのことであった．
　同日，門馬隊員は順天堂医院の相原サブリーダーお
よび当院の井上センター長とともに質問項目に関して
の決定を行った．一方で私自身がリーダーとして同調
査に対する実行までの調整を本部内で行った．責任者
に調査の実行に対して了承を得た上で，当時病院やク
リニックに直接支援を行っていた JMAT 隊にも業務
の障害にならないように事前に了承を得た．その際に
診療所の情報の提供を受けた．最終的にリーダーミー
ティングにて全体の了承を得た（図 4）．この日に関し
ては日曜日であったこともあり，実際には医療機関へ
の調査は行わなかった．この日より宿泊先は高岡の角
久旅館に宿泊した．同旅館は日本三大大仏の高岡大仏
の目の前にあり歴史ある良き旅館といえ，安らぎを得
られる施設であった．

2024年 1月 29日（4日目）
　計画していた医療機関への調査ミッションを実行に

図 3　医療機関調査実行までの流れと調査用紙

能登中部保健医療福祉調整本部組織図
（能登中部保健福祉センター内）

本部長：相川（能登中部保健所長）

事務局補佐リーダー：形部（DHEAT）
DMATロジチームリーダー：三村（事務局）
DMATロジロジリーダー：古田（大阪）

能登中部保健医療福祉調整本部組織図(1/27)

事務局長：圓角/中島（災害コーディネーター）

避難所支援
（感染症対策・DVT対策・メンタル
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移した．昨日と同様に 6 隊に対しブリーフィングを
行った．対象の医療機関としては中部地区における有
床診療所を含む 10 病院と七尾市内にある 30 クリニッ
クに対して行われた．残り 1 隊に関しては昨日行えな
かった施設への調査と，1 隊に対しては JRAT への帯
同を依頼した．調査の割り振りに関しては距離と訪問
施設数を考慮し配置を行った．質問の内容は QR コー
ドにすることでデータの収集を行いやすくするととも
に，回答に対する秘匿性を上げ，用紙での回答でなく
すことから回収も不要となった．最終的に 210 名から
の回答を得た．同時に行った施設調査に関しても QR
コードを用いて簡略化した EMIS に準じた項目に関し
てデータの収集・管理を行った．
　調査に対しての結果は回答の秘匿性を重んじ，また，
学術的な目的ではないことから公表はしないが，結果
として当初の仮説を裏付けるような結果となった．特
に発災後の休日取得および職員自体の入浴に関しては
非常に厳しい結果となった．中でも看護職に関しては
支援が早急に必要な状態だと判断できるものであり，
その結果に関しては夕方のリーダーミーティングにお
いて責任者全体に伝え，また，石川県本部に対しても
伝達をするように依頼を行った．

2024年 1月 30日（5日目）
　本部での活動最終日となった．東京，千葉，埼玉の
DMAT隊は前日が最終活動日であったため，同日は神

奈川の隊が中心に活動を行った．また，運営チームの
引継ぎに関しても神奈川の隊がわれわれ 3 隊での出動
であったのに対しけいゆう病院の 1 隊に縮小してお
り，また，千葉および埼玉の後続隊はなく，東京の 3
隊のみの 4 隊とロジチームの 1 隊にまで縮小したこと
から，引継ぎ先のけいゆう病院の隊は病院・福祉施設
支援チームと統合しその中で運営と突発的な診療や搬
送業務に対応する方針となった．業務引継ぎに関して
は，各部門においてマニュアルを改変するとともに，
システム自体にも変更点を各担当者が加えたことによ
り非常にスムーズで的確な引継ぎを行うことができ，
引継ぎ先からの良好な評価も得ることができた．昼過
ぎまで引継ぎを行った後に宿泊施設へと帰還した．

2024年 1月 31日（6日目）
　朝 9 時に旅館を出発．行きのルートを途中まで戻る
も関越道の渋滞が予測されたため中央道にルートを変
更し 17 時 20 分に日本医科大学武蔵小杉病院到着と
なった．途中休憩を 2 回入れ，また，予備用にとって
おいた携行缶に入れておいたガソリンを用いて補給も
行った．病院に到着すると井上センター長，右田副院
長，看護部長をはじめとする後方支援として隊を支え
てくださった皆さんに温かい出迎えを受け無事に帰院
したことを心から感じることができた．また，第 1 次
隊を含めた DMAT 隊の迅速な援助により片付け作業
も迅速に行われた．

図 4　チームメンバーおよびご支援いただいた方々

素晴らしい人たちと出会えて
素晴らしいチームを作ることができたことに感謝
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考　　察
　今回の DMAT 出動において実災害での本部での
リーダー活動という初めての経験を得ることができ
た．特にミッションの立案と実行を行うことは非常に
責任が大きく，多くの人の協力を必要とするものであ
り，そのための準備と周囲との連携が重要であった．
それらを無事に遂行できた背景として，素晴らしい人
たちとの出会いがあったことはもちろんではあるが，
武蔵小杉 DMAT 班としても各状況・他 DMAT 隊に
対しても良好なチームビルディングとコミュニケー
ションを行えたことが挙げられる．災害での環境は現
地の被災者はもちろんのことであるが出動した
DMAT 隊員にも相当のストレスがかかる状況であり，
それを少しでも軽減する必要がある．DMAT隊は常に
CSCA を念頭に組織を構築する必要があり，それも状
況に応じて変更を行う必要がある．われわれは自施設
の DMAT 隊内にとどまらず，常に周囲の関係者と何
度もコミュニケーションを取り意識の共有や討議を繰
り返していた．その積み上げが，日々変わるチームメ

ンバーや組織においても意思の疎通を良好とし，スト
レスの軽減と各業務での良い結果に結びつけることが
できたものと思われる．また，井上先生，萩原隊員を
はじめとする後方支援がどれだけ活動の支えとなり，
われわれの業務負担の軽減を通してどれだけの援助と
なることを感じることができたのも今回の出動におい
て大きな学びであった．
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―特集〔国内・国際災害医療と日本医大：令和 6年能登半島地震とガザ紛争対応報告（16）〕―

日本医科大学多摩永山病院からの令和 6 年能登半島地震災害に対する 
日本医師会災害支援チーム（JMAT）の活動について

久野　将宗　　金子　純也　　田中　知恵　　阪本　太吾　　佐藤　　慎 
松本　佳之　　中山　文彦　　福田　令雄　　生天目かおる　　長　　美帆 

鶴田　健太　　沼田　浩人　　北野信之介　　田畑　龍正　　髙橋　治花　　鵜飼　　駿
日本医科大学多摩永山病院救命救急科

背　景
　災害を含めた人道危機の際の支援については分野に
よる重複や漏れが無いように調整されるのがスタン
ダードとなってきている．このことは 1994 年に起きた
ルワンダでの内戦での反省を経て，スフィアスタン
ダードとしてまとめられている1．そして医療は支援の
必要な分野の一つとして重要な位置を占める．
　日本における災害医療対応として，保健医療福祉調
整本部が設置されるようになっている2，3．災害時の医
療支援に関するステークホルダーはDMAT，日本赤十
字社，医師会，行政，保健所，DHEAT，PWJ や HuMA
などの NGO と多岐にわたる．DMAT が支援を行う際
にはおおむね二次医療圏ごとに活動拠点本部を起き支
援に来た各 DMAT の派遣先の調整を行う．並行して
市町村レベルでも医療分野における災害対策本部が立
ち上がり，ここへ支援を行うようになってくる．その
ため，医療支援を行う団体は支援を行う市町村レベル
での医療分野における対策本部会議への参加が必然的
に求められる．そして会議の名称は保健と医療の連携
の重要性が認識された熊本地震を経て保健医療調整本
部と言われることが一般的となり，さらにここへ福祉
も連携した保健医療福祉調整本部とされるのが昨今の
傾向である．しかし保健医療福祉調整本部が二次保健
医療圏に置かれるか，市町村レベルなのかは明確でな
く災害ごとに異なるのが実情である．
　令和 6 年 1 月 1 日 16 時 10 分に起きた能登半島地震
による医療支援のため東京都医師会の依頼を受け，日
本医師会災害医療支援チーム（JMAT）として日本医
科大学多摩永山病院から医療チームを派遣した．
JMAT の組織図は石川県 JMAT 災害対策本部以下，
二次医療圏ごとに調整支部を能登北部，能登中部，金
沢以南のエリアにわけて，当施設は能登北部調整支部
としての本部機能の役割を果たすことになった．

JMATの活動の目的4

　JMAT 要綱によると JMAT とは，Japan Medical 
Association Team の略で，被災者の生命および健康を
守り，被災地の公衆衛生を回復し，地域医療や地域包
括ケアシステムの再生・復興を支援することを目的と
する災害医療チームである．JMAT の基本方針を図 1
に示す．

結　果
　今回当施設では 1 月 9 日の東京都医師会からの依頼
により，JMAT として令和 6 年能登半島地震災害に対
する医療チーム派遣をすることとなった．派遣形態に
ついては2011年3月の東日本大震災の際に同じく東京
都医師会からの依頼で医療チームを派遣した経験にな
らい 1 カ月間の計画をすることとした．院内から派遣
希望者を募り，1 チームに医師・看護師の他にロジス
ティシャンとして救急救命士，薬剤師，臨床検査技師，
言語聴覚士といった職種 5～6 名で構成，3 泊 4 日で派
遣し，最終日は次隊と申し送りの時間を設けるように
し，合計 10 隊で，2 月 1 日から 3 月 2 日までの派遣を
行った．延べ派遣者は 48 名であった．派遣先は JMAT
能登北部調整支部の置かれた穴水総合病院（2 月 1 日
～2 月 28 日）と輪島市役所（2 月 29 日～3 月 2 日）で
あった．
　当院における派遣に関わる組織図を図 2に示す．

派遣前後
　事前に災害医療の仕組み，支援活動に伴うメンタル
ケアについての勉強会を開催した．派遣直前には必要
物品や宿泊地の状況の情報アップデートをし，業務内
容についての引継ぎの前段階としてオリエンテーショ
ンを行った．また，派遣終了後はストレスケアに対す
るアンケート調査を行った．また，全日程終了後に院
内向けに報告会を行った．
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業務内容
　保健医療福祉調整本部と JMAT 本部（調整支部）の
設置状況を図 3に示す．われわれは能登北部調整支部
において派遣されてきた JMAT の各チームへのブ
リーフィングと派遣先に関わる調整を主たる業務とし
て行った．派遣先の調整のためには，派遣地域で求め
られる状況の分析が必要であったため，各市町での診
療所の被災・復旧状況，避難所や福祉施設の状況など
についての情報収集に奔走した．また，各 JMAT の活
動状況からも，これらの情報収集にあたった．
　主な派遣先は，①穴水町，②能登町，③珠洲市，輪
島市は交通の分断のため④輪島中心地，⑤輪島市門前
の 5 カ所であったが，ほどなく①，②では派遣先もな
くなり，③～⑤の 3 カ所に絞られるようになった．実

際の調整チーム数の状況を図 4に示す．
　JMAT 能登北部調整支部では同レベルの二次保健
医療圏における他のステークホルダーとの協議や調整
の場所を持たなかったため，他の機関との協議や調整
が必要な場合には実際に各市町に派遣されたチームに
これらを委ねるよりなかったため，複数のチームが派
遣される場所では核となるチームをリーダーチームま
たは指揮チームとして，それぞれの保健医療福祉調整
本部の会議に出席するように求めて，他機関との連携
を図るように依頼した．
　前述のごとく，各市町に置かれた保健医療福祉調整
本部にリエゾンを置いておらず調整本部主催の会議へ
の参加者がいなかったため，不十分な調整のもとでの
活動が原因と思われる問い合わせが多くあったが，

図 1　JMAT の基本方針

• プロフェッショナル・オートノミーに基づく参加
• 日本医師会JMAT本部(防災業務計画第3節第1(4)に規定するもの)の指揮
系統に基づく行動

• 被災地の医師会と全国の医師会の「協働」としてのJMAT活動
• 災害時医療救護協定の締結(医師会間、医師会・行政等間、医師会・医療
関係団体間)

• 自己完結による派遣
• 被災地の都道府県医師会からの要請に基づく派遣
• 被災地のコーディネート機能下での活動
• 災害収束後の被災地の医療機関への円滑な引き継ぎと撤収
• 長期支援が必要な地域への配慮

図 2　日本医科大学多摩永山病院 JMAT 組織図
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リーダーチーム（指揮チーム）を決め，会議への参加
を求めたことでこれらが整理されていったことはわれ
われの活動の最大の効果と言える．また，医療ニーズ
が収束するにつれて派遣チーム数が過剰となる傾向が
あったため，適正化を進言した．

各市町における主な活動状況
　穴水町：クリニックの復旧・稼働状況確認．高齢者
施設での医療対応の派遣調整およびその後のフォ
ロー．高齢者施設への巡回を保健師チームへハンド
オーバーした．
　能登町：クリニックの復旧・稼働状況確認．クリニッ
クでの診療支援に対する派遣調整．高齢者施設でのマ
ンパワー不足への派遣調整を行った．
　珠洲市：保健医療福祉調整本部との連携強化．クリ
ニックの復旧・稼働状況確認．二つのクリニックでの

マンパワー不足に対する派遣調整を行った．
　輪島市中心部：クリニックの復旧・稼働状況確認．
日本赤十字社救護班との連携による避難所巡回等への
派遣調整．避難所巡回の地元医療機関へのハンドオー
バーする方向性付けを行った．
　輪島市門前地区：高齢者施設・障害者施設への派遣
調整を行った．

考　察
　このたび，当院からは JMAT として災害派遣を行
い，組織体制と継続性という現時点での JMAT の弱点
を補う形での活動をすることができた．
　災害派遣の要請に対して DMAT の場合，隊員以外
の補助員を含めることはできるが，基本的には隊員養
成研修を受けた者に限られてしまう．一方で JMAT も
隊員養成研修があるが，実派遣されるメンバーは必ず

図 3　保健医療福祉調整本部と JMAT 本部（調整支部）の設置状況

石川県庁

金沢以南 能登中部 能登北部

穴水町 能登町 珠洲市 輪島市

JMAT本部設置場所

DMAT本部設置場所

図 4　派遣調整結果
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しもこのような研修を受けていなくても参加可能であ
る．そのため派遣者が限定されることがないため多く
のものが参加可能であるが，質の確保のためのオリエ
ンテーションは非常に重要になる．
　急性期の災害対応は DMAT が主体となり，ここに
日本赤十字社の救護班や JMAT，NGO などが集まっ
てくる．これらの活動を調整するために保健医療福祉
調整本部が設置される．この本部は都道府県レベル以
下行政単位により二次保健医療圏か市町村レベルか，
あるいは保健所の単位ごとに設置されるが，それぞれ
の災害により異なるため一概に必ずここに設置される
とは言い難い．
　われわれが支援に行った際に JMAT は二次医療圏
レベルでの本部である能登北部調整支部を設置してい
たものの，DMATや日赤は同レベルでの本部は設置し
ていなかった．一方で，能登北部の二市二町ではそれ
ぞれの保健医療福祉調整本部を設置し，DMAT，日赤
はここへ参加するものの JMAT は参加していない場
所があることが判明した．つまり JMAT は現場レベル
においても調整支部においてもカウンターパートを持
たずに活動していたことになる．

リエゾンと継続性
　この本部では災害初期は通常1日2回会議が行われ，
関係機関の代表者が参加する．関係機関は同レベルに
本部を設置しリエゾンとしての関係を築けるのが良い
が，それができなくとも会議へ参加するべきである．
万が一，活動時間の関係上，会議への参加が難しい場
合にはせめて本部へコンタクトをとり，連携を図るこ
とが必須である．DMAT の研修資料5 および保健医療
福祉調整本部等におけるマネジメントの進め方6 にお

いてもこの本部に関わる関係機関あるいはリエゾンと
して JMAT もその一員として認識されている．しかし
ながら本災害では，それぞれの本部の設置場所が異
なってしまい，連携が不十分であった．
　JMAT が医療活動する場所として想定されるのは
クリニック，避難所，高齢福祉施設等であり，これら
の状況調査も業務となる．いずれも数が多く，遠方か
らくるJMATは知らない土地・名称の状況調査の引継
ぎは容易でなかった．調査のタイミングにもよるが医
療ニーズが徐々に限局化していく中で引き継いだ情報
で医療的なニーズがないと言われても見落としている
のではないかと思うと結局は自分で確認しないと納得
できない．これらの解決のために情報共有ツールが活
用されたが結果的に複数使用することとなり，実際に
効率的であったかどうかは検証が必要であろう．また，
保健医療福祉調整本部について災害医療参加者には改
めて参加を促す必要があることが判明した．

結　語
　令和6年能登半島地震災害に対してJMATとして派
遣されたことから，災害医療支援者は保健医療福祉調
整本部の存在を知らなければならないということが改
めて認識された．そうでなくとも事前のオリエンテー
ションにこのようなことを含める必要がある．また，
IT や DX などの進歩は著しいが現状では情報共有
ツールには改善の余地がある．
　そして本災害に対して JMAT として派遣されたこ
とにより多くの人が参加することができた．このこと
は首都直下地震または南海トラフ地震への備え，災害
医療の必要性の認識の向上，院内体制強化につながる

図 5　�JMAT 能登北部調整支部の置かれた穴水総合病
院

図 6　�活動風景：PC による情報収集作業およびコン
タクトリストや参集 JMAT と派遣先の一覧を
壁に掲示している．

日医大医会誌 2024; 20（3） 197



ものと考える．

文　献

1．	 Sphere Association：スフィアハンドブック：人道憲
章と人道支援に関する最低基準　日本語版第 4 版；
2018．https://handbook.spherestandards.org/ja/sphere/ 
#chool

2．	 厚生労働省：大規模災害時の保健医療活動に係る体制
の 整 備 に つ い て．https://www.mhlw.go.jp/file/06-
Seisakujouhou-10600000-Daijinkanboukouseikagak
uka/29.0705.hokenniryoukatsudoutaiseiseibi.pdf

3．	 厚生労働省：大規模災害時の保健医療福祉活動に係る
体制の整備について．https://www.mhlw.go.jp/content/ 
000967738.pdf

4．	 日 本 医 師 会：JMAT 要 綱．https://www.med.or.jp/ 
doctor/report/saigai/jmat_youkou20140401.pdf

5．	 厚生労働省 DMAT 事務局：DMAT 隊員用：活動時に
使用する様式・参考資料等について．http://www. 

dmat.jp/documents/taiin.html
6．	 災害発生時の分野横断的かつ長期的なマネジメント体

制構築に資する研究班：保健医療福祉調整本部等にお
けるマネジメントの進め方 2022（暫定版）．http://
dheat.umin.jp/syuyou/susumekata2022.pdf

（受付：2024 年 4 月 7 日）
（受理：2024 年 5 月 30 日）

日本医科大学医学会雑誌は，本論文に対して，クリエイティブ・
コモンズ表示 4.0 国際（CC BY NC ND）ライセンス（https://
creativecommons.org/licenses/by-nc-nd/4.0/）を採用した．ラ
イセンス採用後も，すべての論文の著作権については，日本医
科大学医学会が保持するものとする．ライセンスが付与された
論文については，非営利目的で，元の論文のクレジットを表示
することを条件に，すべての者が，ダウンロード，二次使用，
複製，再印刷，頒布を行うことが出来る．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

198 日医大医会誌 2024; 20（3）



―特集〔国内・国際災害医療と日本医大：令和 6年能登半島地震とガザ紛争対応報告（17）〕―

令和 6 年度能登半島地震災害における災害人道医療支援会 
（HuMA：Humanitarian Medical Assistance）としての活動

久野　将宗　　中山　文彦　　沼田　浩人　　田畑　龍正
小酒井和輝　　郡　　　愛　　濱　京志朗　　香月　綾乃

日本医科大学多摩永山病院

背　景
　災害時の医療対応チームは DMAT や JMAT（Japan 
Medical Association Team）の他にも様々なものがあ
る．今回，災害医療を行う NGO である HuMA のメン
バーの一員として日本医科大学多摩永山病院から派遣
があったため，その活動内容を報告する．HuMA は
2002 年に設立された災害医療に関する NGO である1．
和 名 の 災 害 人 道 医 療 支 援 会 か ら Humanitarian 
Medical Assistance と英訳したものを HuMA と略し
団体名としている．発足時は JICA（国際協力機構）の
組織する国際緊急援助隊の中心メンバーが新しい組織
として設立した．活動の理念と過去の主な対応事例を
図 1，2に示す．

派遣・活動までの経緯
　令和 6 年 1 月 1 日 16 時 10 分に石川県能登半島地方
を中心に震度 7（マグニチュード 7.6）の地震が発生し
た．1 月 2 日に先遣隊が移動を開始し石川県保健医療
福祉調整本部および七尾市の DMAT 活動拠点本部に
て情報収集した結果，珠洲市の情報が少ないこと，提
携団体であるピースウィンズ・ジャパンがすでに珠洲
市で活動を開始したことなどから珠洲市へ移動するこ
ととなった．珠洲市への移動は長時間を要したが同地
での保健医療福祉調整本部長から，市内宝立地域での
避難所や施設，孤立集落などでの健康調査等の活動の
打診を受け，避難所となっていた珠洲市立宝立小中学
校へ向かった．避難所の代表の方との協議の結果，同
小中学校の保健室を救護所として開設することとな
り，同時に宿泊場所として利用させていただくことと
なった．ここから周辺の介護施設や避難所，孤立集落
や在宅避難者などの健康調査や往診などを行った．
HuMA は 2 月 29 日までの間に医師 29 名，看護師 23
名，調整員 14 名を珠洲市へ派遣し，当院からも救命救
急科医師 2 名，救急救命士 6 名が派遣された．

活動内容概要と災害時に起こり得る課題
　今回の災害で活動した項目は多岐に渡ったが，今後
の災害対応のために HuMA の活動を通じて浮かび上
がった課題について項目ごとに記す．（診療の様子と段
ボールベッドの導入時の様子を図 3，4に示す．）
　・救護所診療：宝立小中学校保健室を救護所として
診療活動を行った．初期は震災に伴う外傷患者が多
かったが，徐々に感染症症例が多く見られるように
なった．避難所での活動と同様だが，ゾーニングや隔
離の対応が必要となる．学校の避難所であれば空き教
室を，また，今回は隣の敷地にあった支援教室を利用
させていただくことができたのは有用であった．早い
段階での検討が必要である．
　・避難所・介護施設への巡回診療：避難者が多い時
期には介護施設へも避難者が来ることがあるため，介
護施設は自主避難所としても機能することになる．ま
た，元々の施設特性から福祉避難所として利用される
ことも多い．そのため普段の利用者と避難者との両者
への対応が必要となる．
　・避難所環境改善支援：医療専門の外部支援者とし
て避難所における適切な健康管理のための指針を提示
することはわれわれに求められる役割であるが，これ
を受け入れてもらうためには配慮が必要である．避難
所環境の改善を考える上で，トイレはすでに支援が
あったが，仮設トイレが入る前に使用された下水の効
かない汚物が残されたままのトイレは清掃が必要な状
況であった．炊き出し支援もすでに行われていたが，
段ボールベッドや布団の支援が今後届くという状況で
あった．一旦各避難者の居住スペースが区切られてい
た状況で，新たに仕切り直しが必要な段ボールベッド
の配置には配慮を要するものである．避難所の代表の
方と相談しながら少しずつ慎重に導入する配慮をしつ
つ，健康悪化につながる恐れもあるためトイレ掃除を
行った．誰も手をつけずに放置されていたトイレの清
掃により多くの避難者からの信頼を得ることに繋がっ
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た．このことがきっかけで段ボールベッドの導入にも
結びつくこととなった．
　・介護：通常の避難所でも介護を要する人がいる．

あるいは避難生活を機にADLが低下することがある．
介護の人材不足が露呈した．特に自衛隊による入浴支
援で用いられる浴槽は階段や手すりがなく高齢者には

図 1　

図 2　

200 日医大医会誌 2024; 20（3）



使いにくいものであり介助を要する方も多くいらっ
しゃった．支援の程度と自活の維持や自立を促すこと
のバランスが求められた．
　・在宅避難者への巡回診療：損壊家屋にとどまる在
宅避難者の存在を気にかける必要がある．これらの
方々はもともと要援護者であることが多く，通常の避
難所に行かない理由への配慮が必要である．在宅避難
されている方々に医療支援チームとして受け入れても
らえるようなアプローチへの配慮が大事である．
　・継続支援：メンバーが交代で入れ替わる場合には
被災されている方々に混乱を来さぬよう十分な引き継
ぎをする必要がある．
　・感染対策：COVID-19，インフルエンザなどの感
染症が懸念されるため救護所での診療スペースや避難
所等での感染時の隔離の対応などが求められることも
多くあった．
　・診療支援全般：診療支援全般については，被災地
の病院や診療所の復旧状況および災害処方箋の適応状
況を気にかける必要がある．

考　察
　災害関連死をなくすために避難生活を考える上で重
要視されるのが清潔なトイレ，栄養に配慮された食事，
就寝環境である．英語の Toilet, Kitchen, Bed の頭文字
から「TKB」を整えることが強調されている2．就寝環
境を整える方法として段ボールベッドの導入が推奨さ
れているが，避難所開設の早期からは導入されていな
い実情にある．雑魚寝は底冷えによる体温の低下，床
のホコリの吸引による呼吸器感染症，（特に高齢者の）
起き上がることが億劫になることから不活発化となり
ADL の低下，長時間の臥床による深部静脈血栓症・肺
血栓塞栓症の発症リスクの増大につながる．段ボール

ベッドの支援が届く頃には，避難者の居住スペースが
決まったあとであり，導入は場所の仕切り直しが必要
なため避難者の抵抗感が強い．必要なことを単に指示，
指導するだけでは進まないことも多いため，実践する
ことの重要性が示された．

結　語
　令和 6 年度能登半島地震災害に対する HuMA の活
動を報告した．
　災害時の支援活動自体については珠洲市保健医療福
祉調整本部との連携の上で，全体のバランスに配慮し
ながら，「やりたいことをやる支援」を避けなければな
らない．今回，私たちは珠洲市保健医療福祉調整本部
との連携のもと，宝立地域を担当し様々な活動を行っ
た．今回の災害においてもさまざまな課題が浮かび上
がったが，その多くは今までの HuMA の経験が生か
された活動となった．
　阪神淡路大震災時の避難所以降，多くの避難所では
その環境があまり進歩していない．現在の避難所には
どんなことが求められるか，ということが広く周知さ
れる必要があるということが根本的な問題として存在
している．避難所環境については日本災害医学会で
行っている教育コースのひとつである BHELP（Basic 
Health Emergency Life Support for Public）は有用と
思われ3，これを事前に学ぶことで避難所の開設時から
災害関連死をなくす取り組みが進むことを望む．

　謝辞：今回の活動にご協力いただいた日本医科大学多摩
永山病院のスタッフに感謝申し上げる．

文　献

1．	 災害人道医療支援会 HuMA: https://huma.or.jp

図 3　 図 4　
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2．	 水谷嘉浩：段ボールベッドの展開と災害関連死の予防
について　イタリアから学ぶ避難所環境のあり方．睡
眠と環境　2023; 17: 35―42.

3．	 日本災害医学会：地域保健・福祉の災害対応標準化ト
レーニングコースBHELP．https://jadm.or.jp/contents/ 
BHELP/

（受付：2024 年 6 月 11 日）
（受理：2024 年 7 月 18 日）
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コモンズ表示 4.0 国際（CC BY NC ND）ライセンス（https://
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科大学医学会が保持するものとする．ライセンスが付与された
論文については，非営利目的で，元の論文のクレジットを表示
することを条件に，すべての者が，ダウンロード，二次使用，
複製，再印刷，頒布を行うことが出来る．
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―特集〔国内・国際災害医療と日本医大：令和 6年能登半島地震とガザ紛争対応報告（18）〕―

搬送調整（空路・陸路・海路）ロジスティックチーム活動 
（石川県庁内 DMAT 調整本部（搬送調整班）， 

ドクターヘリ調整部，ドクターヘリ本部）

本村　友一
日本医科大学千葉北総病院救命救急センター

日本医科大学千葉北総病院
【2 次隊】（1/4～8）
平林篤志 D，山本真梨子 D，今瀧絵理香 N，寺井孝宏
N，山内延貴 L

【3 次隊】（1/7～12）
本村友一 D，安松比呂志 D，牛島杏奈 N，岡本龍一 N，
勝田恵 L，上原秀幸 L

【4 次隊】（1/12～15）
益子一樹 D，川上翔平 D，倉本雅男 N，染谷雄輝 N

【8 次隊】（1/30～2/7）
本村友一 D，平林篤志 D，池田慎平 D，川上翔平 D，
水野憲宏 N，本庄貴志 N，山内延貴 L

D：医師，N：看護師，L：業務調査員

はじめに
　日本 DMAT の指揮・命令，情報管理などを中心と
した本部活動「ロジスティックチーム」のスキームで
発災早期に派遣が決定し，主に患者搬送（空路・陸路・
海路）調整のために石川県庁（災害対策本部，航空運
用調整班，DMAT 調整本部内，ドクターヘリ（以下
DH）本部）や石川県立中央病院などで活動を行った．
　本災害は主に能登半島（高齢化率日本一の地域）の
被害が甚大で，道路の損傷やがけ崩れの影響で陸路に
よる移動が大きく制限された中で，病院や福祉施設の
倒壊の恐れや停電・断水などにより入院患者・入所者
の被災地外への避難が求められた．このため，空路搬
送ニーズがこれまでの災害で最も大きかったと言える
だろう．当院 DMAT は空路調整を中心とした患者搬
送に尽力した．

【2次隊】（1/4～8）

　DH 本部（石川県立中央病院）には，富山県 DH と
福井県 DH に加え，中部ブロック（図 1）から天候に
合わせ支援 DH が指揮下に入った．同本部は参集した
DH を指揮し緊急度の高い患者を中心に搬送を行った

（図 2）（参集 DH 群は，被災情報や天候を鑑みブロッ
ク連絡担当基地病院早川医師，DMAT 事務局小谷医
師，前橋赤十字病院中村医師，当院本村医師が連日調
整を行った）．
　加えて DH 調整部・航空運用調整班（石川県庁災害
対策本部）では，DH 以外のヘリコプター（自衛隊や
消防防災ヘリコプターなど）などを使用して，患者等
の空路搬送を調整した（図 3）．
　このフェーズでは，DH 搬送対象の外傷患者に加え，
病院避難などに他機関ヘリコプターの調整を行った．
このフェーズの某日の DH 搬送症例一覧（図 4）と後
のフェーズも含めたDH搬送症例の内訳を示す（図5）．
　さらに，災害下での搬送フローの原則の構築も極め
て重要な業務内容であった（図 6）．
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【3次隊】（1/7～12）

　輪島地区，能登地区，珠洲地区の病院機能が著しく
低下し，入院患者の重症事案やダウンサイジングによ
る病院職員の負担軽減のための病院避難（全・部分避
難）のための搬送ニーズが多く，DMAT 調整本部搬送
調整班（図 7）では，各活動拠点本部や病院指揮所か
らの搬送患者希望リストをもとに調整を行った．道路
損傷や土砂崩れによる通行止めに加え，支援車両や一
般車両などによる深刻な道路渋滞が発生（通常車で 2
時間半の距離（金沢～珠洲）に 10 時間以上）し，さら
に空路搬送のニーズが高まったフェーズであった．

図 1　大規模災害時ドクターヘリ地域ブロック

図 2　ドクターヘリ本部（石川県立中央病院）

図 3　航空運用調整班（石川県庁災害対策本部）

図 4　某日のドクターヘリ搬送症例

図 5　DH 搬送症例内容
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　DH は北陸三県と中部ブロックからの支援 2 機の 5
機体制を組んだが，冬の石川県は天候不良の日が多く，
DH 搬送の困難な日が続いた．活動期間中の出動は 8
日 1 件，9 日 3 件，10 日終日運休，11 日 14 件（15 人），
12 日終日運休であり，5 日間で計 18 件 19 人の DH 搬
送を行った．
　DH調整部では，DHが対応困難な場合や多数のニー
ズがある場合に，消防防災，警察，海保，自衛隊（陸
自，空自，海自）の協力のもと，対応可能なヘリコプ
ターなどの航空機の調整を行った．病院避難に付随す
る搬送ニーズなど連日 10 人以上の要請があったが，
徐々に福祉施設避難に伴う搬送要請が増加した．100
人前後の担送および護送の搬送要請があり，バスなど
による一括搬送も困難なため，自衛隊の大型ヘリコプ
ター（CH47）等を用いて搬送計画を適宜調整した．ま
た，天候不良で DH 対応困難であっても，消防防災や

自衛隊のヘリコプターであれば飛行可能な場合も多
く，他機関との連携が極めて重要であった．他機関ヘ
リコプターでの搬送は 8～12 日の 5 日間で 220 人に及
んだ．ヘリコプターの動態は，JAXAとウェザーニュー
ズと当院で共同開発した FOSTER-Links を用いリア
ルタイムの監視を行い安全確保に努めた（図 8）．
　空路搬送が難しい場合や道路事情が許す場合には，
陸路搬送の調整も行った．併せて自衛隊船を活用した
海路搬送の可能性も探った．
　搬送ニーズは減少どころかむしろ増加傾向にあり，
さらに避難所からの大型の搬送ニーズなどが明らかに
なってきた．

図 6　搬送フロー

図 7　DMAT 調整本部（石川県庁 11 階） 図 8　FOSTER-Links
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【4次隊】（1/12～15）

　このフェーズは福祉施設の避難搬送が多かった．大
型バス，ジャンボタクシー，民間救急車などを手配す
る搬送調整班と，CH-47 などの大型ヘリを使用し空路
搬送調整（図 9）を行う DH 調整部業務を担当した．
　病院や施設からの搬送ニーズに伴う情報を整理し，
搬送手段を手配し搬送プランを組んだ．4 次隊の活動

期間としては，天候不良の影響で空路搬送が不可能の
日が特に多かった．空路搬送実績は，12 日（28 名），
13 日（0 名），14 日（61 名），15 日（45 名），16 日（2
名）と 13，16 日は悪天候のためほとんど搬送できな
かった．この間，これまでの業務内容やフローなどの
見直し，調整業務が引き継ぎやすいよう資料作成など
を分担して行った．突然のプラン変更を余儀なくされ
るような事態も散見されたが，すべての搬送ミッショ
ンを完了することができた．なお，特に印象的に感じ
たのは，広域搬送される人々の思いであった．搬送調
整を行い，いざヘリコプターで迎えにいったところ，
本人の搬送拒否があり搬送できないケースが散見され
た．また，民間救急車で施設から一時待機施設への搬
送中に心肺停止となり病院へ搬送された例もあった．

【8次隊】（1/30～2/7）

図 10　1 日の主なスケジュール

図 9　搬送調整を行った CH47 機内の様子
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　DMAT ロジスティックチームとして搬送調整に関
わる最後の隊となり，平時の体制に戻すための活動を
行った．搬送調整班（石川県庁）業務を石川県立中央
病院に移行させた．1 日の大まかなスケジュールを示
す（図 10）．
　DH の要請に関しても，隣県（福井県・富山県）DH
を要請できる災害時のスキームを残しつつ，要請方法
などは平時通りに移行した．民間救急車など陸路デバ
イスの待機縮小を進めた．
　また，搬送調整班の活動期間である 1 月 2 日以降の

図 11　空路搬送実績（1/2 ～ 1/31）

図 12　DH 搬送
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（空路・陸路）全搬送の実績を収集・整理した．
　DH や他機関ヘリコプターによる空路搬送実績を各
日の天候と併せて示す（図 11，12，13）．天候の都合
上 DH が飛行できなかった日も，一部自衛隊・消防に
よって搬送が行われた．悪天候の多い冬の北陸で，自
衛隊・消防防災ヘリコプターが大きな役割を果たして
いたことがわかる．

おわりに
　当院の隊は DMAT ロジスティックチームとして，
1 月 2 日から 2 月 7 日（通常の隊は 4 日まで）まで，
37 日間に渡り，被災地の患者などの搬送調整指揮に連
続して携わった．過去に例が無いほど，空路搬送のニー
ズが多いものの天候などの悪条件が揃う中，精力的に
可能性を追求する活動を行い，成果を上げることがで
きた．被災地の医療者をはじめ一般市民からも直接複
数の深い感謝の言葉も頂いた．
　また，今回，現地派遣に至らなかった DMAT 隊員

（CLDMAT：千葉県 DMAT を含む）も派遣隊員の後

方支援に積極的に取り組み，ほぼ毎日，現地と支援チー
ムでの web ミーティングを通じて現地の困りごとに
対応した．
　謝辞：被災地支援（のべ 22 人）および後方支援活動に
際し，病院長，看護部長，事務部長はじめ千葉北総病院お
よび日本医科大学全体の深いご理解，多大なご協力・ご支
援を頂き，今回の DMAT 派遣が実現しました．通常業務
の欠員補充等々による業務負担の増加を補っていただいた
同僚および全病院・大学スタッフの皆様に深く感謝を申し
上げます．ありがとうございました．

（受付：2024 年 4 月 7 日）
（受理：2024 年 4 月 16 日）

日本医科大学医学会雑誌は，本論文に対して，クリエイティブ・
コモンズ表示 4.0 国際（CC BY NC ND）ライセンス（https://
creativecommons.org/licenses/by-nc-nd/4.0/）を採用した．ラ
イセンス採用後も，すべての論文の著作権については，日本医
科大学医学会が保持するものとする．ライセンスが付与された
論文については，非営利目的で，元の論文のクレジットを表示
することを条件に，すべての者が，ダウンロード，二次使用，
複製，再印刷，頒布を行うことが出来る．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

図 13　すべての空路搬送内容
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―特集〔国内・国際災害医療と日本医大：令和 6年能登半島地震とガザ紛争対応報告（19）〕―

紛争下における人道的医療の後方からの支援： 
ガザ地区の人道危機への JICA 調査チームの活動報告

五十嵐　豊1,2

1 日本医科大学付属病院高度救命救急センター 
2 日本医科大学救急医学教室

背　景
　イスラエルとパレスチナ間の問題は，歴史的，地政
学的な要因が複雑に絡み合った長期にわたる対立であ
る．2023 年 10 月 7 日，ガザ地区からハマスによる「ア
ルアクサの洪水作戦」と称する大規模な軍事行動をイ
スラエルに対して展開した．この攻撃で 3,000 以上の
ロケットがイスラエルに向けて発射され，パレスチナ
の武装勢力がイスラエル領内へ侵入し，イスラエル市
民や外国人を含む 1,139 人が死亡した．イスラエルは
空爆で応戦するとともに，地上侵攻を開始した．
　パレスチナ・ガザ地区の経済状況は，15 年以上にわ
たるイスラエルによる封鎖の影響で経済状況が厳し
く，失業率が 47％，若者の失業率が 64％に達してい
た．住民の 65％が貧困ライン以下で生活し，難民家庭
ではその割合は 80％を超えていた．住民の 80％が何ら
かの人道的支援に依存しており，イスラエルの地上侵
攻によって，2024 年 1 月 7 日までに 22,835 人が死亡
し，その 70％が女性や子供であった．さらに，65,000
軒の住宅が完全に破壊され，290,000 軒以上が損傷し
た．教育施設も大きな影響を受け，69％の学校が損害
を受け，625,000人の生徒が教育を受けられない状態に
陥っている1．
　保健医療分野においても甚大な被害を受けた．36 の
病院のうち 23 が機能せず，残りも部分的にしか機能し
て お ら ず， 約 10 の 緊 急 医 療 チ ー ム（Emergency 
Medical Team：EMT）が活動していた（図 1）．高リ
スク患者として，腎不全が約 1,000 人，がん患者が約
2,000 人以上，保育器を必要とする新生児が約 130 人い
た1．エジプトへの医療避難は国境管理の厳しさから困
難で，ごく一部の患者のみが搬送されていた．
　国際協力機構（JICA）は，ガザ地区の人道危機に関
わる緊急医療支援ニーズを評価するため，隣国エジプ
トに調査チームを派遣する方針とした．筆者はその一
環として二次隊の総括として派遣されたため，ここに
その活動を報告する．

活動報告
　2023 年 12 月 25 日，JICA は医師 2 名，JICA スタッ
フ1名の計3名で構成する調査チームを派遣した．チー
ムは，エジプト保健大臣と面談や，パレスチナ傷病者
を受け入れている病院の訪問を通じて，首都カイロで
情報収集を行った．また，世界保健機関（WHO）の要
請に応えて，医療資源を適切に配分するための緊急医
療支援の調整に取り組み，日本の災害緊急援助の専門
知識を活用し，医療データ管理分野での調整業務を支
援する方針を固めた．
　2024 年 1 月 1 日からは，筆者と JICA スタッフ 1 名
の計 2 名を二次隊として派遣し，カイロにある WHO
の東地中海事務局（Eastern Mediterranean Regional 
Office：EMRO）内に設置された緊急医療チーム調整
本部（Emergency Medical Team Coordination Cell：
EMTCC）の運営支援を行った（図 2）．EMTCC は，
EMT からの情報収集・整理，意思決定支援，情報管
理などの業務を担っている．具体的には，ガザ地区に
出入境する EMT の手続き，EMT ミーティング，EMT
のコンタクトリストの管理，EMT からのデータ収集
などの information management 全般を行った．特に
Minimum Data Set（MDS）と呼ばれるサーベイラン
ス活動が重要視された．
　WHO は，自然災害時の EMT が満たすべき標準手
法を「Classification and minimum standards for 
emergency medical teams」として設定している2．
　これには，EMT の医療の質と安全を保障するため
の診療情報の記録と報告も含まれている．MDS は，
2017年にWHOによって承認された災害時の医療情報
の記録と報告に関する国際標準手法である．被災地で
活動する EMT は，この基準に従って診療録からデー
タを抽出し，日報として EMTCC に提出する．自然災
害時の標準手法を示す文書は，表紙の色から「Blue 
book」と呼ばれている．一方，紛争に起因する EMT
の活動は，「A guidance document for medical teams 
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responding to health emergencies in armed conflicts 
and other insecure environments」として示されてお
り，その赤い表紙から「Red book」と呼ばれている3．
MDS にも自然災害の「Blue 版 MDS」と紛争の「Red
版 MDS」があり，後者が今回のミッションで使用され

た（図 3）．
　ガザ地区内の通信インフラが極めて脆弱であったた
め，インターネットを介した EMT との連絡が困難で
あった．従来の MDS はインターネットによるデータ
報告を前提としていたが，インターネットに接続でき

図 1　ガザ地区における緊急医療チーム（EMT）の配置図

出典：WHO Regional Office for the Eastern Mediterranean. https://www.emro.who.int/index.html 
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ない状況下でも Short Message Service を利用して報
告が可能な Ultra MDS を導入する方針とした．これ
は，EMT コーディネーターと協議した結果，9 項目に
絞り込まれた（表 1）．1 月 11 日よりデータ収集を開始
し，5 月末時点でもオフサイトで支援を継続している．

考　察
　今回のパレスチナに対する緊急医療支援は，自然災
害と異なり，患者が絶えず発生し，政治的な問題や国
境管理の問題が絡むなど，非常に困難なミッションで
あった．特に，紛争関連の緊急医療支援では，病院を
含むすべての施設が攻撃対象とされ，安全な場所が存
在しないという極めて危険な状況であった．多くの経
験を持つフィールドワーカーさえ，これを最悪のケー
スと位置づけ，時には「suicide mission（自殺的なミッ
ション）」とさえ表現していた．支援対象となるガザ地
区内の病院や EMT が宿泊する施設が攻撃を受け，病
院の機能や EMT の活動が中断された中で，後方支援
の限界に直面したが，支援を最大化するためには，機
動性と情報管理の 2 つの要素が極めて重要であると感
じた．
　パレスチナの緊急医療支援に専属で従事するスタッ
フは，ガザとカイロの EMT コーディネーター 2 人し
かおらず，人手不足が深刻な問題であった．国境管理
が厳しく，入国には大量の書類が必要なため，ガザ地
区内での医療支援に遅れる可能性もあった．日本は阪
神淡路大震災の経験を踏まえ，急性期の災害医療チー
ムである日本 DMAT を設立し，現在では 10,000 人以
上の医療従事者が登録している．日本 DMAT は 24 時
間以内に出動し，急性期の医療を提供する役割を果た
してきた．国際緊急援助隊（JDR）の登録メンバーの

多くは日本 DMAT 隊員であり，災害医療の経験が豊
富で機動性が高いことが特徴である．今回は，紛争に
起因する人為災害であり JDR の範囲に含まれないた
め，JICA の専門家としてミッションに参加した．こ
うした人的リソースを EMTCC に投入し，WHO から
の人的サポートが到着するまでの空白を埋めることが
できた．ネパール地震やトルコ・シリア地震での
EMTCC での経験から，EMTCC には行けば行うべき
仕事があるという確信がある．
　最近では，WHO による EMT に対する標準化と認
証制度が進み，EMT の活動の収集や報告などの情報
管理が重要な要素として認識されている．EMT の活
動の集計や報告は，2013 年のフィリピン台風の医療支
援で，WHOとフィリピン保健省が開発したSPEEDと
いうサーベイランスのツールが活用された4．それ以
降，久保達彦先生を中心に，日本国内で J-SPEED や国
際標準化された MDS などを整備し，災害医療の現場
に導入してきた5．災害医療において日々のデータ収集
は，感染症対策の迅速化や，災害医療チームの撤退時
期の客観的判断など，従来は主観的に判断されていた
問題に対して，客観的なデータを活用する新たなアプ
ローチを提供した．「ひとつとして同じ災害はない」と
いう言葉は，ある意味では事実だが，異なる災害から
共通点を見出し，災害医療における効果的な介入に関
するエビデンスを蓄積することが期待されている．情
報管理は，直接人命に関わる仕事ではないかもしれな
いが，意思決定のためのデータを収集し，リソースを
効率的に活用することは，マクロ的な視点では多くの
人命を救う重要な任務である．今後も情報管理業務を
サポートする役割が，国際緊急援助の重要な側面であ
ると考えている．

結　語
　本報告を通じて，初めて紛争における医療支援活動
の後方支援に従事し，国際緊急援助活動が直面する課
題と潜在的な可能性を理解することができた．今後も，
自然災害や紛争など様々な緊急事態に迅速かつ効果的
に対応するためには，国際間の連携と協力が不可欠で
あり，技術の進歩を活用して，持続可能で包括的な支
援体系の構築を目指す必要がある．

　謝辞：今回の派遣に際して，JICA 中東部，JICA エジプ
ト事務所，JICA 国際緊急援助隊事務局，調査チーム派遣
者の皆様に深い感謝の意を表します．また，日本医科大学
の坂本篤裕理事長，弦間昭彦学長，汲田伸一郎院長，横堀
將司教授，救命救急科のスタッフの皆様にもこの場を借り

図 2　�EMTCC に お け る 活 動 風 景． 左 か ら
LucaPigozzi，筆者，Grusd Eystein．
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て感謝申し上げます．

出典：Emergency Medical Team Minimum Data Set： SOP for oPt EMT MDS Daily Report 
Red & Ultra Minimum Data Set EMTCC oPt. https://www.mdsgateway.net/opt

図 3　Red 版 MDS の日報
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表 1　Ultra MDS の 9 項目

#1 Total：受診総数
#2 ＜5yrs：5 歳以下の人数
#3 At-risk（disabled，mental，orphan）：ハイリスク患者の人数
#4 MEDEVAC needed：医療搬送が必要な人数
#5 Deaths：死者数
#6 Red（conflict-related）cases：紛争による患者数
#7 Urgent surgery：緊急手術数
#8 Admitted cases：入院患者数
#9 Empty beds：空床数
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―特集〔国内・国際災害医療と日本医大：令和 6年能登半島地震とガザ紛争対応報告（20）〕―

日本医科大学に所属する救急救命士が行った医療支援活動

鈴木　健介1,3　　草間　遼大1,2　　須賀涼太郎1,2　　三橋　正典1,2　　小倉　勝弘1,2 
高山　　航1,2　　古正　凪沙1,2　　川井　裕輝2,4　　堀内　矯平2,4

1 日本体育大学大学院保健医療学研究科 
2 日本医科大学付属病院高度救命救急センター 

3 日本医科大学多摩永山病院救命救急科 
4 東京消防庁

1．背　景
　救急救命士は，厚生労働大臣の免許を受けて，救急
救命士の名称を用いて，医師の指示の下に，救急救命
処置を行うことを業とする者をいう1．救急救命処置と
は，その症状が著しく悪化するおそれがあり，または
その生命が危険な状態にある傷病者（重度傷病者）が
病院または診療所に搬送されるまでの間に，当該重度
傷病者に対して行われる気道の確保，心拍の回復その
他の処置であって，当該重度傷病者の症状の著しい悪
化を防止し，またはその生命の危険を回避するために
緊急に必要なものをいう1．救急用自動車等以外の場所
においてその業務を行ってはならない．ただし，病院
または診療所への搬送のため重度傷病者を救急用自動
車等に乗せるまでの間において救急救命処置を行うこ
とが必要と認められる場合は，この限りでないとされ
ていた．2021 年 10 月 1 日に施行された改正救急救命
士法により，病院や診療所で入院するまでの患者に対
し救急救命処置が可能になった2．
　日本医科大学では 1990 年より東京消防庁の委託研
修先として，消防機関に所属する救急救命士が 1 年間
の研修を行っている．また，2021 年 4 月より，日本体
育大学大学院から救急救命士が就職し，本学教員が非
常勤職員として勤務するようになった．現在，東京消
防庁から 2 名が委託研修，日本体育大学大学院生が 4
名常勤，本学教員が 5 名非常勤として勤務している．
　令和 6 年能登半島地震において，日本医科大学に所
属する救急救命士が2024年1月2日から10日までAll 
Japan Hospital Medical Assistance Team（AMAT），
同9日から24日までJapan Medical Association Team

（JMAT）として活動を実施した．能登半島地震医療支
援において日本医科大学に所属する救急救命士が行っ
た業務内容を検討した．

2．方　法
　医療支援に参加した救急救命士 9 名に対して，業務
内容と感想についてアンケートを実施した．災害サイ
クルで分析するために，発災から 1 週間を「急性期」，
発災 1 週間から 2 週間までを「亜急性期 1」，発災 2 週
間以降を「亜急性期 2」とした（図 1）．業務内容は，
救護室・療養部屋・ロジスティクス・その他の項目に
分けた．アンケートはそれぞれのキーワードを抽出し
た．

3．結　果
　9 名中 9 名（100％）から回答を得た．業務内容は，
急性期・亜急性期 1・亜急性期 2 で共通して，救護室
で問診，検温，バイタル測定・診療補助を実施してい
た（図 2）．療養部屋で，問診，検温，バイタル測定，
食事の配膳，ごみの片づけ，トイレ掃除を実施してい
た．ロジスティクスは，運転・搬送，会議参加と議事
録作成，クロノロジーを実施していた．その他は，避
難者への聞き取り（服薬チェック），傾聴・こころのケ
アを実施していた．ロジスティクスは，亜急性期 1・
亜急性期2のみで，他機関との電話（本部への連絡/転
送調整など）を実施していた．その他は，亜急性期 2
のみ医療物品確保と配置，防災訓練計画作成を実施し
ていた．感想は，急性期が「運転の難しさとチーム活
動の重要性」，「避難所での救護室立ち上げ」，「被災者
のストレス」，「人間関係の構築の重要性」であった．
亜急性期 1 が「災害派遣の初体験とその貢献」，「避難
者や他チームとのコミュニケーション」，「現場と本部
との乖離の認識と対応」であった．亜急性期2が，「状
況変化への適応」，「医療物資の支援」，「被災者の前向
きな姿勢」であった．
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図 1 日本医科大学に所属する救急救命士と派遣期間

図 2 急性期・亜急性期 1・亜急性期 2 における救急救命士の業務内容

図 3 日本体育大学の災害対応に特化したカリキュラム
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4．考　察
　急性期から亜急性期にかけて，救護室や療養部屋で
救急救命処置を実施し，診療と療養上の世話にサポー
トを提供した．また，ロジスティシャンとして災害医
療ロジスティクス業務に従事した．
　救急救命士国家試験出題基準では，「災害」に関する
記載がある3．災害医療体制として，「災害の概念」，「多
数傷病者対応」，「トリアージ」，「大規模災害」，「特殊
災害」などがあり，DMATや要配慮者への対応，他機
関との連携を学ぶ必要がある．救急救命士は，養成課

程において災害時の対応を学ばなければならない．
　医療機関に所属する救急救命士は，救急救命処置を
効果的に行うために，厚生労働省令で定められた研修
を受講する必要がある2．この研修には，チーム医療，
医療安全，感染対策が含まれる4．日本医科大学に所属
する救急救命士は，これらの研修を受講し，日常業務
でチーム医療，医療安全，感染対策を実践している．
医師，看護師，メディカルスタッフ，事務職員が救急
救命士の業務と役割を理解し，救急救命士が救急救命
処置を行うことで，救護室や療養部屋でチームの一員

図 4 災害ロジスティクス演習と実践経験

図 5 災害医学シラバス
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としての業務が可能になる信頼関係が日常的に構築さ
れている．
　災害医療ロジスティクス業務にも従事した．特に，
消防機関での経験を持つ救急救命士は，運転や搬送業
務のスペシャリストとしての役割を果たした．日本体
育大学救急医療学科では，救急救命士を目指す学生が
1 年次からラダー教育を受け（図 3），2 年次には災害
医療ロジスティクスに特化した演習を経験している

（図 4）．さらに，3年次には，災害医学に特化したカリ
キュラムを履修している（図 5）．また，ロジスティ
シャンとして災害派遣経験がある．これにより，クロ
ノロジーや避難所運営に関する調整業務を効果的に実
施できる能力を有していた可能性がある．
　これらのことから，日本医科大学に所属する救急救
命士は，養成課程において他機関との連携を含めた災
害医療体制を学んでいること，医療機関に所属しチー
ムの一員として日常的に業務を行っていること，災害
医療ロジスティクスの経験があることから救急救命士
兼ロジスティシャンとして，医療支援活動に貢献でき
た可能性がある．

5．結　語
　能登半島地震医療支援において，日本医科大学に所
属する救急救命士は，「救護室や療養部屋での救急救命
処置」，「災害医療ロジスティクス業務」を行った．救
急救命士養成課程における教育内容と，救急救命士資

格を有してからの経験を活かし，救急救命士兼ロジス
ティシャンとして医療支援活動に貢献した．
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